
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【新規】 愚陀佛庵整備事業 82,742 文化・ことば課

【新規】 愚陀佛庵管理運営事業 21,231 文化・ことば課

（債務負担行為）

里島振興事業［里島出会い創出分］ 2,100

（文教消防関係）

【拡充】 校内サポートルーム設置事業 37,473 学校教育課

学校・家庭・地域連携協力推進事業 76,176 地域学習振興課

未来の「ふるさと松山」創造事業（次代に向けた特色ある学校づくり） 17,365 学校教育課

まつやま小中学生文化等体験学習事業［愚陀佛庵・平和教育プログラム分を含む］ 22,555 学校教育課

令和8年度 市長公約関連事業

こどもの豊かな感受性を育むとともに、将来への可能性を引き出すことを目指し、
児童生徒に優れた文化芸術に触れる機会を提供するほか、
子規記念博物館内の「愚陀佛庵」を訪問し、人のつながりや出会いの大切さを
学んだり、「掩体壕」を見学し、平和の大切さを学んだりできる機会を提供する。

放課後や週末等に小学校の余裕教室などを活用して、
こどもの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参画を得ながら
勉強やスポーツ・文化活動を行うほか、地域学校協働本部の整備などを進め、
こどもたちの成長を支える地域学校協働活動を更に推進する。

園児・児童生徒が、ふるさと松山で持続可能な社会の創り手になるため、
「ふるさと松山学」を活用したふるさと教育など特色ある学校づくりや、
SDGsの目標につながる体験活動などに取り組む市立の幼稚園と小中学校を支援し、
探究的な学習や体験活動を通して学ぶ機会を確保する。
また、職員派遣事業に加え、「まつやま未来コネクト」に加入している企業などが
実施するSDGsに関連した事業や講師派遣などを活用する。

愚陀佛庵を再建し、管理・運営することで、『文学のまち』を広く発信し、
まちの新しい魅力と賑わいを創出するとともに、
こどもたちの松山への誇りと愛着を育む。
令和8年度は、施設の建設を進め、夏頃からの供用開始を目指すとともに、
プレイベントやオープニング式典などを行う。

まちづくり
推進課

島しょ部への定住を推し進めるため、
出会いの機会を提供する結婚支援イベントを開催する。

事　　業　　概　　要

少子化対策と子育て環境の充実

13,815,605 千円48 事業

柱１

不登校やその傾向にある生徒が学校内で安心できる居場所「校内サポートルーム」を
松山市立中学校に設置し、教員OB等の支援員による学習や相談等の支援を行う。
令和8年度は、未設置の中学校15校に「校内サポートルーム」の整備を進め、
全ての市立中学校への設置を完了させる。

事項 期間 限度額

愚陀佛庵整備事業 R7～R8年度 73,000

松山市愚陀佛庵指定管理委託 R7～R10年度 53,700

柱1



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

松山の教育研究開発事業 8,040 教育研修

センター事務所

教育の情報化推進事業 280,842 教育研修

センター事務所

（債務負担行為）

小学校教育用コンピュータ整備事業 807,737 教育研修

センター事務所

中学校教育用コンピュータ整備事業 361,120 教育研修

センター事務所

[小学校給食費の無償化]

【新規】 物資共同購入事業 1,419,300 保健体育課

【新規】 臨時特例　価格高騰分学校給食費負担事業 94,620 保健体育課

【物価高騰対策】

[中学校等給食費の価格高騰分の負担]

【拡充】 物資共同購入事業 888,905 保健体育課

【拡充】 臨時特例　価格高騰分学校給食費負担事業 208,210 保健体育課

【物価高騰対策】

【新規】 不登校対策総合推進事業[フリースクール等利用補助事業分] 9,900 教育支援

センター事務所

（市民福祉関係）

平和事業［「掩体壕」活用・平和の語り部派遣分］ 825 市民生活課

「平和資料展」や「平和の語り部」の派遣、市指定有形文化財「掩体壕」の利活用などで、
市民の平和への意識を高めるとともに、平和の大切さを語り継いでいく。
また、市内の小学生に「掩体壕」を見学する機会を提供し、
戦争の悲惨さや平和の尊さを、次世代を担うこどもたちに伝えていく。

小中学校と協働した授業づくり等の研究や教材の開発、
センター研究発表会などを通して、教職員の授業力を向上させ、
児童生徒の確かな学力と豊かな心を育成する。
また、教材「ふるさと松山学」を活用し、特色ある松山の教育を推進する。

学校の事務処理の効率化と、児童生徒の情報活用能力などの育成のため、
ＩＣＴ環境を整備・管理し、情報教育の実践と調査研究を行う。
また、ICT支援員を配置し、児童生徒の情報活用能力や教職員のICTスキルを
向上させるとともに、教職員の業務負担を軽減する。

事項 期間 限度額

ICT支援員配置業務委託 R5～R8年度 178,200

GIGAスクール構想を進め、児童生徒1人1台端末や
校務用コンピュータなどを適切に管理する。
また、有効に活用するための教材用ソフトウェアや消耗品を整備する。
令和８年度は教育用・校務用コンピュータ等の更新を行う。

保護者の経済的負担を軽減し、子育て世帯を一層支援するため、
国・県の「給食費負担軽減交付金」に、松山市独自の支援を加え、
市立小学校の給食費を無償化する。

学校給食用の食材価格が高騰している中、保護者の経済的負担を増やすことなく、
これまでどおりの栄養バランスと量が維持された学校給食を提供するため、
食材の購入費用のうち、価格上昇分を引き続き、市が負担する。

フリースクール等を利用する不登校児童生徒の保護者に対して、
施設の利用料の一部を補助することで、保護者の経済的負担の軽減を図り、
不登校児童生徒の学習活動等を支援する。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

障がい児相談窓口事業 55,227 障がい福祉課

（債務負担行為）

結婚新生活支援事業 166,409 こどもえがお課

出会い・交流創出事業 9,184 こどもえがお課

【拡充】 児童クラブ運営事業 1,884,063 こどもえがお課

子育てひろば等支援事業 77,018 こどもえがお課

【拡充】 児童館等管理運営事業 759,290 こどもえがお課

（債務負担行為）

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業 43,362 こどもえがお課

休日子どもカレッジ推進事業 8,582 こどもえがお課

昼間、保護者のいない留守家庭児童に適切な遊びや生活の場を提供するため、
児童クラブを設置し、児童の健全育成を進める。
令和８年度は、新たに会計処理や書類作成等の事務を担う職員を配置する際に
委託料の加算を行うとともに、民間児童クラブへの補助を拡充させ、
受入定員を増やすことで、待機児童の解消につなげる。
また、公設児童クラブの入会手続きや保護者負担金の徴収を市が直接行うため、
システムを導入する。

ハーモニープラザにこどもの発達支援に関する相談窓口「こどもの相談室　ふらっと」
を設け、発達に不安があるこどもを継続的、専門的に支援する。

事項 期間 限度額

限度額

R5～R10年度

ハーモニープラザ
大規模改修工事

R7～R8年度

結婚を希望される方に出会いの場を提供するとともに、出会い・交流イベントに対する
一部補助を行い、出会いの場を創出する。

松山市中央児童センター等
指定管理委託

R5～R10年度 2,614,400

総合コミュニティセンターこども館内の「ToiToiToi（トイトイトイ）」など、
乳幼児とその保護者が気軽に集うことができる場所を設置し、子育て相談、情報提供、
助言その他の援助を行う。
また、地域の子どもの見守りに関する事業を行う団体に必要な費用を補助することで、
活動を促進し、こどもの居場所づくりにつなげる。

中央児童センター・南部児童センター・北条児童センター・新玉児童館・味生児童館・
久米児童館・久枝児童館・畑寺児童館などを管理運営し、「あそび」を通して
こどもとその保護者が楽しく過ごす場を提供する。
令和８年度は、畑寺児童館で長期休暇中の児童の預かりを行い、居場所の充実に
取り組むほか、ハーモニープラザと味生ふれあいセンターの大規模改修工事を行う。

事項 期間

242,800

松山市中央児童センター等
指定管理委託

経済的な理由で結婚を諦めることがないよう、所得など一定の要件を満たす新婚世帯に
引越費用や家賃等の一部を補助し、経済的負担を軽減する。

2,614,400

児童クラブの待機児童対策としてクラブ室を整備するとともに、
増加する入会児童の生活環境を改善し、児童の健全育成を進める。
令和８年度は、双葉小学校に児童クラブ室を増設し、新たに約４５人分の
受入れを確保する。

愛媛県などと連携し、長期休暇中に保護者のいない留守家庭児童などに、
学びや遊びの場を提供する。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

【新規】 こどもの居場所づくり事業[こどもの居場所づくりコーディネーター分] 8,082 こどもえがお課

【拡充】 こどもの居場所づくり事業[こども食堂支援事業分］ 7,235 こどもえがお課

地域子育て支援拠点事業（直営型） 8,133 すくすく支援課

【新規】 妊婦・乳児健康診査事業 442,377 すくすく支援課

不妊治療・不育症検査助成事業 53,333 すくすく支援課

妊娠・出産支援事業 380,060 すくすく支援課

【新規】 妊娠・出産支援事業[産前・産後ママパパサポート準備事業分］ 300 すくすく支援課

プレコンセプションケア推進事業 12,869 すくすく支援課

ファミリー・サポート・センター運営等事業 18,817 子育て支援課

子育て応援券交付事業 89,173 子育て支援課

出産世帯応援事業 823,560 子育て支援課

主に乳幼児と保護者が気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で交流し、
育児相談などができる環境を整備することで、
こどもと保護者を支援する。

妊産婦や乳児に健康診査等を行い、異常を早期に発見し、必要な治療の勧奨などの
保健指導を行う。
令和８年度は、1か月児健康診査を開始する。

早くから性や健康の知識を持ち、ライフデザインや将来の健康を考えて健康管理を行う、
プレコンセプションケアの推進を目的に、現在の体の状態を知るための検査費用を
補助するとともに、大学生等を対象に普及啓発を行う。

地域の居場所づくり活動を支援するコーディネーターを市社会福祉協議会に配置し、
地域の実情に応じた、地域主体の活動をサポートし、
こどもの健やかな成長のために必要な居場所の充実を図る。

こども食堂の開催に要する費用を補助し、
こどもの健やかな成長のために必要な居場所の充実を図る。
令和8年度は、これまでの実績と物価上昇の影響等を考慮し、補助限度額を引上げる。

こどもの送迎や預かり等のサービスを運営し、その利用料を助成するなど、
子育てにやさしいまちづくりを推進する。

第2子以降のこどもの紙おむつ購入費用を支援し、
安心してこどもを産み育てることができる環境を整備する。

こどもを望む夫婦が経済的な理由で出産を諦めることがないよう、県と連携して、
出産後1年以内の世帯に、出産前後に必要な育児用品等の購入費用の一部を補助し、
経済的負担を軽減する。

初めての不妊検査・治療や、生殖補助医療と併せて行った先進医療に係る費用を
補助する。
また、不妊・不育症に悩む方からの相談に応じるほか、先進医療の不育症検査を
受けた場合に、その費用の一部を補助する。

出産や育児の不安を軽減し、安心して子育てができる環境を整えることを目的に、
訪問指導・各種教室等を通じて伴走型の相談支援を行うとともに、産後の不安に
寄り添う産後ケア事業や、多胎妊産婦・多胎家庭に寄り添うサポート事業を行う。
また、子ども・子育て支援法に基づき、
妊娠時・出産時に給付（妊婦のための支援給付）を行う。

孤立が心配される妊産婦等を対象に、産後うつや虐待などに至らないよう、
育児援助や相談支援を行う産前・産後ママパパサポート事業の準備を進め、
令和9年度開始を目指す。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

出産世帯奨学金返還支援事業 209,126 子育て支援課

子育て短期支援事業 6,180 子育て支援課

ひとり親家庭等自立支援事業[こどもの学習支援事業分] 35,797 子育て支援課

（債務負担行為）

子ども医療助成事業 2,711,173 子育て支援課

養育支援訪問事業 14,385 こども相談課

要保護児童対策事業 11,350 こども相談課

【新規】 要保護児童対策事業[こども家庭相談のデジタル化分］ 28,199 こども相談課

（債務負担行為）

こどもの学習支援事業業務委託
（東部・西部分）

R6～R8年度 6,800

高校生など18歳年度末までのこどもの保険診療での入院・通院費の自己負担分を
無料化する。これにより、子育て家庭の経済的な負担を減らすほか、病気の早期発見と
治療を支援し、安心して子育てができる環境を充実させる。

若年妊婦や、育児ストレス、産後に強い不安感や孤立感を抱えるなど様々な原因で
養育支援が必要な家庭に、保健師、保育士などが訪問し、具体的な養育に関する
指導や助言等を行う。これにより、育児不安の軽減や個々の家庭の抱える養育上の
諸問題の解決などを目指す。

タブレットを活用し、現場と事務所間でリアルタイムに情報共有することで、
適切な支援につなげるシステムを構築する。
また、相談支援職員が電話などで行う記録作業を効率化し、
こどもや家庭への対応をよりきめ細かく行う。

こどもの学習支援事業業務委託 R5～R8年度

要保護児童支援情報
共有システム機器等賃貸借

R8～R11年度 20,000

事項 期間 限度額

こどもを望む夫婦が経済的な理由で出産を諦めることがないよう、県と連携して、
出産後1年以内の世帯に、出産前後の奨学金返還にかかる費用の一部を補助し、
経済的負担を軽減する。

保護者が仕事や病気、家庭の事情等で児童の養育が一時的に困難となった場合、
児童養護施設等や里親宅で7日間以内で預かる。
また、夫等の暴力から一時的に逃れる場合や経済的問題等で緊急一時的に保護が
必要な場合に、県母子生活支援センター等で母親と児童を保護する。

ひとり親世帯や経済的に困難な状況にある世帯の小学５・６年生を対象に「まつじゅく」を、
中学生を対象に「土曜塾」を、高校生を対象に「土曜塾プラス」を実施するほか、
中学３年生に模擬試験受験料を、高校３年生に模擬試験・大学等受験料を補助することで、
貧困の連鎖を防ぐ。

期間 限度額事項

支援対象児童等への継続した支援、総合的な支援、予防的支援を目的として、
児童虐待などの問題に、福祉・医療・教育・警察・司法など各分野の専門機関や
団体で構成する要保護児童対策地域協議会の連携強化や体制整備を進める。

24,900



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

こども相談事業 35,876 こども相談課

ヤングケアラー支援事業 16,007 こども相談課

児童育成支援拠点事業 23,264 こども相談課

（債務負担行為）

一時預かり事業 299,519 保育・幼稚園課

地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 146,343 保育・幼稚園課

病児・病後児保育事業 159,011 保育・幼稚園課

保育士等確保支援事業 193,378 保育・幼稚園課

待機児童対策・保育の質向上事業 353,423 保育・幼稚園課

[保育所等給食費の価格高騰分の負担]

【拡充】 待機児童対策・保育の質向上事業 192,744 保育・幼稚園課

【拡充】 保育所事務管理費 38,318 保育・幼稚園課

【物価高騰対策】

保護者が就労などで、病気のこども（小学校6年生まで）を家庭で保育できない場合に、
病児保育実施施設で、一時的な預かり保育を行う。

栄養バランスや量を保った給食が園児に提供されるよう、
認可外保育施設を含む各施設には価格高騰分に対して助成を実施し、
公立保育園分は市が負担する。

待機児童対策に加え、保育の質向上を目的とし、4月に1，2歳児の定員を超えて
受け入れている施設への助成、入所予約制の導入、加配保育士に対する助成、
障がい児保育を担う保育士への助成等を行い、保育サービスの充実を目指す。
また、使用済み紙おむつの処分費用を助成し、保護者と保育士の負担を軽減する。
さらに、こどもの安全対策と保育士の負担軽減のため、私立保育所などに、
登園管理などの業務をICT化するためのシステム導入に必要な経費を補助する。

待機児童対策や保育の質の維持・向上に必要な保育人材を確保するため、
現場への復帰を希望する潜在保育士や保育士資格の取得を目指す者、
清掃など保育の周辺業務を行う者を雇用する保育所などに補助する。
また、保育士確保のための住居借上料や県外から移住し保育所等に就職する
引越費用等のほか、保育士資格等を取得する費用の一部を補助する。
さらに、新任保育士への職場定着研修や中・高校生などへの出前講座を行うほか、
関係機関と連携して保育士の魅力発信に取り組む。

保護者の就労や傷病等に伴う心理的・肉体的負担を解消するため、認可保育所などで
一時的な保育を実施する。

ヤングケアラー・コーディネーターを配置し、専門相談窓口を設け、相談対応や学校訪問を
行うとともに、周知・啓発で認知度の向上に取り組み、ヤングケアラーの早期発見と
適切な支援につなげる。また、ヤングケアラーの負担軽減につながる公的サービスの
利用調整や家事援助ヘルパーの派遣などを行う。

認可保育所などが開設する地域子育て支援センターで、地域の子育て家庭からの
育児の相談に担当者が対応するほか、親子が気軽に集うなど、情報交換や交流が
できる場を提供する。

事項 期間 限度額

児童育成支援拠点事業業務委託 R7～R9年度 52,200

0歳から18歳までのこどもに関する、子育て、虐待、不登校、問題行動など様々な相談に、
こどもや家庭に寄り添い、関係機関と連携しながら迅速で的確に対応し、個々の状況に
応じた必要な支援につなげる。

養育環境等に配慮を要するこどもが、安心して過ごせる居場所を開設し、こどもや
家庭に応じた生活習慣の形成や学習のサポート、食事の提供等を行うとともに、
関係機関と連携した寄り添い型支援を実施する。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

柱１

【新規】 保育所事務管理費[登園準備らくらく事業分] 7,544 保育・幼稚園課

【拡充】 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）（私立分） 147,753 保育・幼稚園課

これまで保護者が用意していた敷布団を、園で準備する昼寝マットに変更し、
保護者と保育士の負担を軽減する。

全てのこどもの育ちを応援するため、0歳6ヵ月から満3歳未満のこどもを対象に、
保護者の就労要件を問わず、時間単位で保育所等を利用可能とする
「こども誰でも通園」制度を令和7年度に開始した。
令和8年度は、対象施設を増やし、より利用しやすい環境を整備する。



柱２ （単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【新規】 文化振興事業［東京ガールズコレクション地方創生プロジェクト誘致事業分］ 30,000 文化・ことば課

文化振興事業 39,934 文化・ことば課

ことばのちからイベント事業 31,781 文化・ことば課

俳句ポスト事業 7,804 文化・ことば課

文学賞運営事業 24,463 文化・ことば課 

（債務負担行為）

市民スポーツ活動活性化事業 4,443

社会体育振興事業 41,265

【新規】 社会体育振興事業［女子野球広島広域都市圏交流事業分］ 3,000

地域の活性化を目指す「東京ガールズコレクション地方創生プロジェクト」を誘致し、
ファッションや音楽などの若者文化に活気を与えるとともに、
本市の魅力を全国に発信する。

文学賞運営業務委託 R7～R8年度 22,000

令和8年度 市長公約関連事業

事　　業　　概　　要

交通の利便性向上とまちの賑わい創出

6,481,24236 事業 千円

スポーティング
シティ推進課

市民が生涯にわたりスポーツを楽しむことができるよう、各種スポーツ大会や
市民体育祭を開催するとともに、市長旗杯大会を開催する各種団体を支援する。

スポーティング
シティ推進課

スポーツの振興・普及のため、「愛媛マラソン」「トライアスロン中島大会」などの
大規模な大会や各種スポーツ大会への支援に加え、スポーツ功労者の表彰などに
取り組む。

スポーティング
シティ推進課

広島広域都市圏の女子野球チームとの交流試合や、野球体験教室等のイベントを開催し、
競技力向上や競技人口・認知度の拡大につなげる。

文化芸術の振興による魅力あふれるまちづくりのため、松山市文化芸術振興計画の
将来ビジョン「市民全員が“まつやま文化人”」を目指す。
引き続き、市民が文化芸術に気軽に触れられる機会を創出するほか、
将来の文化施設の在り方を検討する。

「俳句甲子園」や「俳都松山PR事業」、「街はことばのミュージアム」など、
ことばをキーワードとした事業を展開し、
「ことばを大切にするまち松山」を市内外に発信する。
引き続き、過去の「ことば募集」で寄せられた、
ことば作品の掲出や群読コンクールを開催する。

俳句ポストに投稿された俳句の選考と発表を行い、観光客や市民が
より松山の俳句文化に親しめる環境を整える。
また、俳句投稿サイト「俳句ポスト365」を運営し、俳都松山をPRする。

俳句と同じく短いことばでアイデアを表現する「ショートショート」の文学賞である
「坊っちゃん文学賞」で、「ことばと文学のまち松山」を一層全国に発信する。

事項 期間 限度額

柱２



柱２ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 スポーツセンター管理事業［陸上競技場 天然芝 全面張替え工事分］ 57,000

（債務負担行為）

スポーティングシティまつやま推進事業 54,665

（文教消防関係）

文化財めぐり事業 1,939 文化財課

埋蔵文化財センター管理・教育普及事業 ［施設管理以外］ 13,033 文化財課

子規記念博物館管理運営事業 ［施設管理以外］ 34,609 子規記念博物館

子規記念博物館企画展示事業 13,898 子規記念博物館

（市民福祉関係）

【拡充】 高齢者いきいきチャレンジ事業 6,639 長寿福祉課

【拡充】 高齢者いきいきチャレンジ事業【介護】 17,000 長寿福祉課

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 1,272 障がい福祉課

生涯健康づくり推進事業 6,518 健康づくり推進課

スポーティング
シティ推進課

北条スポーツセンター陸上競技場の天然芝を全面的に張り替え、
陸上やサッカー等の競技環境を改善する。

事項 期間 限度額

北条スポーツセンター
陸上競技場天然芝
全面張替え工事

R8～R9年度 113,000

松山市健康増進計画に基づき、ウォーキングや健康教育等の各種事業を通じて、
市民の生涯を通じた健康づくりを支援する。

国・県・市指定文化財など、郷土にある様々な文化遺産を見学する機会を作り、
文化財保護の意識を高める。

市民が、本市の埋蔵文化財や歴史・文化への理解を深めるために、常設展に加え、
特別展や講演会などの教育普及活動を行い、埋蔵文化財を保護する意識の啓発や
市民の地域学習などでの埋蔵文化財の活用を進める。

子規顕彰全国俳句大会、子規顕彰全国短歌大会、子規顕彰松山市小中高校生俳句大会、
子規さん俳句かるた大会などを開催し、俳句や短歌などの文学の
普及・振興に取り組むほか、SNSなどを活用して子規の業績を広く発信する。

正岡子規をはじめ、周辺の人々やふるさと松山の資料を体系的に展示する。
令和8年度の特別企画展は、愚陀佛庵再建と
漱石の小説「坊っちやん」発表120周年を記念し、子規と漱石の交流や
小説「坊っちやん」の舞台とされる当時の松山などについて紹介する。
また収蔵資料を活用した特別展のほか、資料修復やデジタルアーカイブなどで、
収蔵資料を適切に保管し活用する。

健康アプリを利用した65歳以上の高齢者を対象に、イベントの参加や、
目標歩数の達成、脳トレゲーム、食事の記録、健診の受診等にポイントを付与する。
令和8年度は、更なる登録者の増加、外出機会の創出を図るため、
高齢者がアプリの登録や、使い方などを気軽に相談できる相談窓口を増設する。

障がい者スポーツをサポートする指導員の育成を支援する。
また、障がい者が健康増進のため、地域で広くスポーツに親しむことができるよう、
スポーツ大会を開催するなど、活躍の場を提供することで、
障がい者の社会参加の促進と障がい者スポーツの振興を目指す。

スポーティング
シティ推進課

スポーツを切り口に、国内外での交流人口の拡大を目指し、関係団体や民間事業者と
一層連携し、スポーツコンベンションの誘致やプロスポーツ支援に取り組む。



柱２ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（都市整備関係）

都市再生協議会運営事業 39,237 都市・交通計画課

【新規】 大手町通り整備事業 40,000 都市・交通計画課

【新規】 中心市街地回遊性向上事業 10,000 都市・交通計画課

【拡充】 中心市街地活性化対策事業［中心市街地回遊性向上事業分］ 15,000 市街地整備課

【拡充】 市駅前広場整備事業 289,273 交通拠点整備課

みんなで育む美しい街並みと賑わい創出事業 10,149 市街地整備課

市街地再開発支援事業 1,075 市街地整備課

【拡充】 城山公園整備事業 904,124 公園管理課

城山公園管理事業 348,869 公園管理課

都市緑化推進事業［植木まつり分］ 3,030 公園管理課

R4～R9年度 663,100

松山植木まつりの開催により、市民の緑化に対する理解促進及び機会創出を行い、
花と緑のあふれるまちをつくる。

公・民・学が連携する、都市再生協議会の活動拠点である
「松山アーバンデザインセンター」が行うまちづくりの調査研究や
計画立案、人材育成の活動などの運営経費を負担する。

JR松山駅のバスタプロジェクトと連携し、大手町通りの回遊性向上や
賑わいを創出するため、社会実験と街路整備を行う。
令和8年度は、街路空間整備の影響や効果を検証する社会実験を実施するとともに、
街路整備計画・予備設計に関する委託業務を行う。

公共交通の乗り継ぎ利便性の向上や、賑わい空間の創出による
中心市街地の活性化を促すため、１日約３万人の乗降客が行き交う松山市駅前を、
新たに「交流広場」として整備する。
令和８年度は秋の広場完成に向けて、「交流広場」の整備と車道舗装工事を
実施するとともに、完成後は、賑わいの創出に向けたイベントを実施する。

美しい街並みや賑わいの創出に取り組むため、民間が行う施設整備などを支援する。

中心市街地を活性化しコンパクトシティを推進するため、
土地の合理的で健全な高度利用と都市機能を更新する
民間主導の市街地再開発事業を支援する。

史跡であり、都市公園でもある城山公園の堀之内地区を、
史跡の遺構を保存・活用しながら市民や観光客が自由に集い憩える
緑豊かな公園として整備する。
令和8年度は、第２期整備の完成に向けて、舗装や植栽、外構整備を
実施するとともに、歴史や文化を感じることのできるイベントを実施する。

事項

二之丸史跡庭園や観光交流ホールを含め、一体的に城山公園の維持管理を実施すること
により、快適な憩いの場を創出する。

(債務負担行為)

愚陀佛庵の再建を契機に、文学的背景を持つ史跡への案内を充実させ、
魅力ある空間づくりに取り組む。
令和8年度は、案内サインを更新するほか、中心市街地に質の高い滞留空間を創出し、
賑わい創出などの効果を検証する。

期間 限度額

松山城二之丸史跡庭園・
その他付帯施設等指定管理委託

城山公園及び公園内施設等の
管理に係る指定管理委託

R4～R9年度 366,000



柱２ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

松山城管理事業【松山城】 165,514 公園管理課

（産業経済関係）

松山市商業振興対策事業［商店街等連携・賑わい創出支援事業分］ 17,000

商店街等活性化事業 10,736

【新規】 商店街等活性化事業［チャレンジショップ等支援事業分］ 15,000

【新規】 商店街空き店舗出店促進事業 ［商店街空き店舗利子補給事業分］ 1,000

（債務負担行為）

まつやま産業まつり事業 15,510

二之丸史跡庭園誘客促進事業 5,465

松山を楽しもうキャンペーン事業 23,000

松山城誘客促進事業【松山城】 56,897

松山城天守・ロープウエイ
東雲口駅舎等指定管理委託

R4～R9年度 1,020,900

令和8年度から、中央商店街の空き店舗に出店し、
出店に係る資金を金融機関から融資を受けた
事業者に対し、年額５万円を限度に
２年間で最大10万円を利子補給する。

限度額

商店街空き店舗対策
利子補給金

松山城やロープウェイ等を適切に管理運営し、重要文化財や史跡等の魅力を
広く発信するとともに、観光客の満足度を高める。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

ふるさと納税・
経営支援課

地域の特産品の展示・販売などを通じ、各種産業を広く周知することで、
活力ある産業の発展につなげるとともに、城山公園周辺の賑わいを創出するため、
「えひめ・まつやま産業まつり」を愛媛県と共同開催する。

観光・
国際交流課

二之丸史跡庭園で季節に応じたイベントを開催し魅力を充実させることで、
集客を促し、来場者の満足度を高める。

観光・
国際交流課

中心市街地を活性化するため、新聞社や放送局などの県内主要メディアが一体となり
行政と連携しながら、城山公園を中心に「松山を楽しもうキャンペーン」を開催する。

観光・
国際交流課

松山城で夜間のライトアップイベントを開催するなど、魅力を充実させることで
集客を促し、来場者の満足度を高める。

企業立地・
産業創出課

企業立地・
産業創出課

商店街の活性化に取り組む団体の活動を支援することで、空き店舗率の改善や
商店街の利用者増加につなげて、市内商店街の賑わいを創出する。

企業立地・
産業創出課

銀天街周辺の空き店舗等に創業者向けのチャレンジショップができる場を提供するほか、
中央商店街の活性化イベントを支援することで賑わいを創出する。

企業立地・
産業創出課

中央商店街の空き店舗に出店し、金融機関から出店に係る資金の融資を受けた事業者に
対し、利子補給による支援を行うことで、金利負担の軽減を図る。

事項 期間

商店街等の魅力創出や回遊性向上を図る取組を支援し、賑わいを創出する。



柱２ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（松山駅周辺整備関係）

松山駅周辺整備事業 4,103,083 交通拠点整備課

【新規】 JR松山駅にぎわい・回遊性創出事業 18,017 交通拠点整備課

松山駅周辺土地区画整理事業
に伴う支障物件移転補償事業

（建物）
R6～R8年度 33,000

松山駅周辺土地区画整理事業
に伴う支障物件移転補償事業

（設備）
R6～R8年度 1,230,000

千舟町空港線道路整備工事 R７～R8年度 204,000

JR松山駅にぎわい・
回遊性創出事業

R8～R10年度 34,500

松山駅周辺施設整備等
アドバイザリー業務委託

R７～R8年度 57,900

松山駅東口駅前広場
歩行者用通路整備事業

R７～R8年度 85,000

JR松山駅周辺エリアでイベントを定期的に開催し、賑わいを創出する。
また、松山市駅前の広場（令和８年秋完成）と連動したイベントを
実施することで、２つの拠点間の回遊性を高める。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

移転補償や宅地造成、道路・電線共同溝の工事などの土地区画整理事業及び
街路事業を実施する。また、松山駅周辺まちづくりを推進するため、
市取得予定の車両基地跡地や駅前広場の整備検討を行う。



柱３ （単位：千円）

予算額 担当課

（都市整備関係）

松山空港国際化支援事業補助金 206,885 都市・交通計画課

松山空港利用促進協議会負担金事業 51,236 都市・交通計画課

（産業経済関係）

スタートアップ総合支援事業 13,894

　 データサイエンス活用支援事業 5,592

【拡充】 中小企業資金貸付事業 2,708,855

【物価高騰対策】

（債務負担行為）

令和8年度 市長公約関連事業

事　　業　　概　　要

経済の活性化と雇用環境の整備

28 4,294,213事業 千円

松山空港ビル㈱が実施する、航空会社に対する空港施設使用料等への助成事業に、
県と連携して支援する。

松山空港の航空路線の維持や拡充を目的に設立した
松山空港利用促進協議会の運営費の一部を負担する。
また、松山空港ビル㈱が実施する空港の利用促進に向けた取組を支援する。

中小企業者などの創業や経営を支援するため、低金利融資や保証料補助、
利子補給を行う。
令和８年度は、本市の融資制度の融資上限額の拡大と、経営安定化資金融資制度を
利用する事業者又は当該融資を行った金融機関及び生活衛生改善貸付制度を利用する
事業者を対象とした利子補給を行う。

経営安定化資金利子補給金

令和8年度から、本市が実施している
経営安定化資金融資制度を利用する事業者
又は当該融資を行った金融機関を対象に、
年0.5%を限度として利子補給する。

生活衛生改善貸付利子補給金

令和8年度から、日本政策金融公庫が取り扱う
生活衛生同業組合等向けの融資
（生活衛生改善貸付）制度を利用する事業者を
対象に、年1.0%を限度として利子補給する。

限度額

令和2年度から、松山市中小企業資金融資制度を
利用して一定の要件を満たす中小企業者又は
当該融資を行った金融機関に対し、年1.5％を
限度として利子補給する。

企業立地・
産業創出課

社会課題を解決しながら経済活性化をけん引し、急速に成長することで、多くの雇用を
生み出すスタートアップの創出に向け、大学などと連携した学生等への起業支援のほか、
市内企業が新しいビジネスを創出し持続的に成長するため、
市外企業とのマッチング支援等を行う。

企業立地・
産業創出課

大学生等を対象にデータサイエンティストを育成するとともに、学生と企業が市内企業の
データを活用しながら企業の課題解決への取組を支援する。

ふるさと納税・
経営支援課

平成24年度から、日本政策金融公庫が取り扱う
創業者向けの融資制度を利用して市内で創業する
事業者に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山市設備資金融資
利子補給金

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を
利用して一定の要件を満たす中小企業者又は
当該融資を行った金融機関に対し、年1.0％を
限度として利子補給する。

事項 期間

松山市新型コロナウイルス対策等
資金融資利子補給金

創業者支援利子補給金

柱３



柱３ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

中小企業販路拡大事業 16,318

【新規】 中小企業販路拡大事業 ［関西圏での共同ＰＲ販売会分］ 1,170

松山しごと創造センター運営事業 49,074

（債務負担行為）

人材確保・育成支援事業 15,152

【拡充】 賃上げ応援奨励金 329,000

【物価高騰対策】

中小企業デジタルイノベーション支援事業 23,590

【新規】 事業承継推進事業         2,000

（債務負担行為）

【新規】 デジタル人材活用・定着プロジェクト                2,500

国際観光客誘致促進事業 496,607

【新規】 国際観光客誘致促進事業［インバウンド等誘客促進事業分］ 12,000

物価高騰等の影響を受ける中、持続的な賃上げに取り組む市内中小事業者を
後押しするため、従業員の賃金を引き上げた中小事業者等に奨励金を給付する。
令和8年度は、対象者への奨励金を1,500人分追加し、約6,500人に給付する。

松山圏域で連携し、中小企業などが県内外の複数の大手企業などに直接売り込む
「逆」商談会を地元で開催し、販路を拡大する。また、台湾を中心とする海外へ販路拡大を
支援する。さらに、ECモールへ進出する事業者への支援も行う。

観光・
国際交流課

本市と交流が深い台湾と消費単価が高い欧米豪をターゲットとして、
モニターツアーを開催するなど、戦略的にインバウンド誘客を推し進める。

R5～R8年度 147,000

ふるさと納税・
経営支援課

事項 期間 限度額

ふるさと納税・
経営支援課

創業や経営の支援など、「しごと」に関する幅広いサービスを、ワンストップで提供する
「松山しごと創造センター」を管理運営する。

事項 期間 限度額

ふるさと納税・
経営支援課

令和８年度から、日本政策金融公庫が取り扱う
事業承継向けの融資制度を利用して
市内の事業を承継する事業者に対し、
年1.0％を限度として利子補給する。

市内中小事業者のデジタル化基盤の強化とデジタル人材の地元定着等に向けて、
専門家等の支援による伴走支援プロジェクトを実施する。

松山しごと創造センター
運営委託

観光・
国際交流課

愛媛県などと連携したインバウンドの誘致促進などに取り組む。

事業承継利子補給金

ふるさと納税・
経営支援課

ふるさと納税・
経営支援課

ふるさと納税・
経営支援課

広島広域都市圏と松山圏域との相互連携に関する協定に基づき、
中小事業者の販路拡大及び圏域内産品の消費拡大に向け、
関西圏で共同ＰＲ・販売イベントを開催する。

ふるさと納税・
経営支援課

人材不足や物価高騰など厳しい経営環境の中でも、人への投資を行い、企業の成長に
つなげようとする企業を後押しするため、重要な経営資源である従業員の確保や
育成に取り組む企業を支援するほか、外国人材の日本語能力習得などにも取り組む。

ふるさと納税・
経営支援課

デジタル技術を活用した生産性向上等に取り組む事業者や、DXでビジネスモデルを
変革する事業者を支援する。
また、デジタル人材の育成と地元定着を促すため、
資格取得に対する支援や新入社員への奨学金返済支援を行う。

政府系金融機関の事業承継者向けの融資制度を利用して
市内で継承する事業者に対し、利子を補給する。
また、地域金融機関が持つネットワークを活用し、
事業承継を検討する中小企業向けにセミナーを開催する。



柱３ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 観光WEBプロモーション事業［インバウンド等誘客促進事業分］ 2,167

修学旅行誘致促進事業 5,016

広域・観光交流事業　 7,467

【拡充】 瀬戸内・松山観光ビジネス戦略事業 36,918

クルーズ船誘致・受入推進事業 30,671

広域連携による誘客推進事業 7,457

【新規】 ユニバーサルツーリズム推進事業                            7,020

【拡充】 道後温泉活性化事業 79,136 道後温泉事務所

【新規】 道後温泉活性化事業［道後地域の魅力拡大事業分］ 2,200 道後温泉事務所

水田農業担い手支援事業 1,012 農林水産振興課

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

R7～R8年度 11,200千円

観光・
国際交流課

今後も増加が見込まれる高齢者や障がい者などの旅行需要に対応するため、
そのニーズを的確に把握するとともに、誰もが快適に旅行できる環境づくりに
取り組むことで、「ユニバーサルツーリズム」の普及・定着を目指す。
令和８年度は、高齢者や障がい者に関係する事業者などと連携し、
モニターツアーを実施する。

観光・
国際交流課

学校や旅行会社への営業活動や情報発信、体験メニューの開発などを行うことで、
修学旅行の誘致・定着を図る。

観光・
国際交流課

道後温泉活性化事業 R7～R8年度 57,200千円

アートプロジェクト「蜷川実花 with EiM × 道後温泉 DOGO ART」を引き続き開催し、
更なる地域経済の活性化と賑わい創出に取り組む。

外国人向けインスタグラムアカウントを開設するほか、公式観光ＷＥＢサイトに
自動翻訳機能を導入し、外国人の関心の高い情報を、タイムリーかつ正確に発信する。

事項 期間 限度額

クルーズ船受入等業務委託

水田農業の経営発展と水田の効率的な利用のため、農地中間管理事業を利用し、
新たに水田を集積する農地利用者に奨励金を交付する。

観光・
国際交流課

広域的な誘客を推進する各種団体に参画し、
本市の観光PR及び戦略的なプロモーションを行う。

観光・
国際交流課

観光・
国際交流課

松山港に寄港するクルーズ船を誘致するために愛媛県と連携し、船会社への
商談会などに参加し、本市の魅力をPRするほか、寄港時には乗客に観光案内などで
市内周遊を促し、地域経済の活性化につなげる。

道後温泉の上人坂エリアで体験コンテンツの創出や定期的なイベントを開催することで、
道後温泉地区の周遊性・滞在性の向上につなげ、更なる賑わい創出を目指す。

観光・
国際交流課

(債務負担行為)

本市とのゆかりや深いつながりがある都市や近隣市町との連携事業などを実施し、
観光交流人口の拡大につなげる。

広島地域の自治体や交通事業者と連携した観光商品の造成やPR活動など、
幅広い地域からの誘客に取り組むことで、
瀬戸内・松山地域の周遊旅行の定着を目指す。
令和８年度は、生成AIを活用した対話型の観光案内を試行する。



柱３ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

有害鳥獣捕獲緊急対策事業 114,075 農林水産振興課

農業後継者対策事業 635 農林水産振興課

担い手等経営発展支援事業 2,061 農林水産振興課

流通販売促進事業 23,469 農林水産振興課

荒廃農地再生利用事業 521 農林水産振興課

新たな森林経営管理制度推進事業［木材出荷支援事業分］ 6,125 農林水産振興課

新たな森林経営管理制度推進事業［再造林促進事業分］ 30,890 農林水産振興課

新たな森林経営管理制度推進事業［林業経営体支援事業分］ 3,500 農林水産振興課

「まつやま農林水産物ブランド」を生産者、販売者、消費者が誇れる
トップブランドに成長させるため、消費者や社会的ニーズに対応したPR活動や
情報発信、販売促進活動に取り組む。
また、松山で採れた旬の果物や野菜などを集めた「まつやま農林水産まつり」を開催し、
地場産品の魅力を知る機会を提供するとともに、地産地消や消費拡大につなげる。

林業の担い手を確保するため、林業従事者の労働安全性を高める資機材や
装備品の購入等の経費の一部を補助する。

優良農地の確保や荒廃している農地の有効活用、生産者の事業拡大のため、
農地を再生し、利用する経費の一部を補助する。

森林整備の推進と安定した木材の供給や林業経営のため、市内の森林所有者や
林業経営者が木材出荷のため実施する伐採等の経費の一部を補助する。

地域での話し合いにより目指すべき将来の農地利用の姿を明確化した
「地域計画」の達成に向けた取組を推し進めるなど、認定農業者などの経営や
地域農業の発展に取り組む。

農作物の被害軽減のため、有害鳥獣（イノシシ・サル・シカなど）を捕獲した場合に
報償金を支払うほか、侵入を防ぐ電気柵等の資材購入費用などを補助する。

新規就農者や農業後継者が直面する様々な課題解決に取り組み、
本市の農業の持続的な発展に必要な次世代の農業経営者を育成する。

森林資源の循環利用と持続可能な林業経営のため、森林を伐採した後の
植栽等の再造林の経費の一部を補助する。



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 産学官まちづくり事業 32,940 企画戦略課

【拡充】 市政広報事業 186,084

（債務負担行為）

市税の徴収事業[Web口座振替受付サービス導入分] 4,328 納付推進課

車両等管理事務［車両電動化促進による脱炭素化推進事業分］ 13,417 管財課

都市ブランド戦略推進事業 16,053

都市イメージ向上事業 30,226

（債務負担行為）

令和8年度 市長公約関連事業

事　　業　　概　　要

1,991,613事業 千円

事項 期間 限度額

税金等の公金の納付にかかる口座振替をオンラインで受け付けるサービスを
導入し、市民の利便性向上と納期内の納付率向上につなげる。

公用車をガソリン車から電気自動車へ段階的に転換し、
CO2の排出量を削減するとともに、災害時の非常用電源としても活用する。
また、市が電気自動車を積極的に導入することで、脱炭素の取組を普及啓発する。

『暖暖松山』魅力発信事業 R6～R９年度

82,300

広報まつやま等配送事業 R7～R10年度 232,600

広報まつやま発行事業 R7～R8年度

安全・安心で持続可能なまちづくり

45

人口減少などの地域課題に民間と連携して取り組む体制を強化するため、
産学官連携組織に対して支援するほか、市民意識調査等により実態を把握しながら、
総合計画の進行管理を行う。また、SDGsの担い手育成や企業版ふるさと納税制度を
活用した財源を確保し、持続可能なまちづくりを推進する。
令和８年度は、地域活性化起業人制度を活用して、多数の企業が参画する
コミュニティ運営等の経験がある民間人材の知見を取り入れ、
産学官連携組織の活性化につなげる。

シティプロモー
ション推進課

広報紙やホームページ、点字広報など、本市の広報手段を活用し、
市の基本方針や事業などをPRすることで、市政への正しい理解と協力を求める。
令和8年度は、市の公式ウェブサイトに生成AIを活用したナビゲーション機能を
導入し、利便性を高める。

シティプロモー
ション推進課

「第2期松山市都市ブランド戦略」に基づき、市の内外から選ばれるまちの実現を
目指し、効果的なブランディングを推し進める。
令和8年度は、「幸せになろう。」メッセージの受賞作品を活用した
プロモーションのほか、ウェブサイトやSNS等での情報発信に取り組む。

シティプロモー
ション推進課

「選ばれる都市」を実現するため、本市の魅力ある資源や特性を生かして、
都市イメージと認知度を高める。また、フリーペーパー『暖暖松山』の発行や
インスタグラムを活用して、戦略的・効果的なシティプロモーションを展開する。

事項 期間 限度額

46,500

柱４



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 情報システム運用事業［公民館・学校施設等のオンライン予約システム導入等分］ 101,547 システム管理課

【拡充】 デジタル化推進事業 68,186 デジタル戦略課

【新規】 防災計画策定事業［大規模災害時の物資調達・輸送効率化事業分］ 7,799 危機管理課

【新規】 避難対策推進事業［まつやま総合防災マップ作成・配布事業分］ 40,194 危機管理課

【拡充】 切れ目のない全世代型防災リーダー育成事業 24,450 市民防災安全課

節水型都市推進事業 7,240 水資源対策課

『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業 9,644

590,700

松山市DX推進戦略などに基づき、市民生活の利便性の向上やデジタル技術を
活用した地域課題の解決に取り組む。
令和8年度は、来庁者の申請書作成などを補助する「窓口支援システム」を
福祉や子育てなどに関する手続きを行う窓口に導入し、利便性を高める。
また、電子契約・請求サービスの導入やノーコードツール・生成AIなど、
新たなデジタルツールを活用し、業務の効率化につなげるほか、職員が
ITパスポートなどの資格を取得する費用を助成し、デジタル人材の育成を推し進める。

事項 期間

公民館や体育館などの学校体育施設をオンラインで予約・決済ができるシステムを
新たに導入し、既存の公共施設予約システムとの将来的な統合を視野に運用する。
また、都市情報システムを再構築し、市民の利便性向上や業務の効率化につなげるほか、
庁外での活動や出張時などにモバイル端末等から庁内システムにアクセスできる
モバイルワークツールを導入し、多様な働き方を推進する。

産・官・学・民による「松山市防災教育推進協議会」を通じて、
小・中学校などの教育現場や、社会教育の場で全ての世代に防災教育を推し進める。
小学生から高齢者まで切れ目なく防災リーダーを育成し、
市民全体の防災意識を高めるとともに、地域の防災力を向上させる。
令和8年度は、国による防災気象情報の見直しや
県による新たな浸水想定区域の公表に対応し、正確で分かりやすい
情報伝達につなげるため、「松山市マイ・タイムライン防災アプリ」を改修する。

限度額

内部事務システム再構築及び
電子決裁基盤導入業務委託

R5～R9年度

地震等の大規模災害発生時に国や県からの支援物資を円滑に受け入れ、
避難所まで確実に物資を提供するため、物資の調達や輸送に必要な集積拠点を選定する。
また、調達から提供までの運営体制と輸送方法等をまとめたマニュアルを策定する。

電子契約・請求サービス
導入業務委託

R8～R9年度 17,300

節水型都市づくりの推進のため、節水につながるシャワーヘッドや、
水資源を有効利用する雨水タンクの購入に助成を行う。また、水循環や水の大切さを
楽しみながら学べる体験・参加型のイベントなどの啓発活動を行う。

まちづくり
推進課

坂の上の雲ミュージアムをまちづくりの中核施設として活用するとともに、
地域の宝の保存、活用、継承などを目的とした解説板や案内標識等の設置を支援する。
また、センターゾーン・サブセンターゾーンの地域資源を巡るウォーキングイベントや
サイクルロゲイニング大会の実施、パンフレットによる広報を行うなど、
『坂の上の雲』のまちづくりに取り組む。

国や県が南海トラフ巨大地震の被害想定を見直すことに伴い、
 「まつやま総合防災マップ」を最新の防災情報に更新するとともに、全戸配布する。
地域別の地図に災害リスクや指定避難所を表示するほか、
家庭内備蓄の必要性など啓発面を設け、
事前の避難場所・経路の確認や防災対策などを促し、更なる防災力の向上につなげる。



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

移住定住促進事業 54,287

【新規】 移住定住促進事業[移住体感ツアー運営事業分] 1,500

【新規】 移住定住促進事業[まつやま・家族いらっしゃい事業分] 2,000

【新規】 移住定住促進事業[移住者住宅改修支援事業分] 4,000

地域振興構想推進事業 23,175

【新規】 地域振興構想推進事業[北条地域移住定住促進事業分] 5,000

里島振興事業 35,565

【新規】 里島振興事業[里島留学促進事業分] 1,000

里島地域おこし推進事業 16,746

地域におけるまちづくり推進事業 [まちづくり協議会デジタル化支援分] 2,200

坂の上の雲ミュージアム企画展示事業 30,703

まつやま　首都圏シティプロモーション事業 1,022 東京事務所

まちづくり
推進課

松山への新しい人の流れをつくるため、若者目線で松山の魅力を発信する「マツワカ」の
活動のほか、移住希望者に寄り添ったオーダーメイド型移住体感ツアーや
若者・子育て世帯を対象に支援を行うことで、「住みたい」「住み続けたい」まちを目指す。

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

坂の上の雲
ミュージアム

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

若者のUIJターンを更に進めるため、
子育て世帯や若者夫婦等を対象に行っている引越し費用の支援の対象を、
３５歳未満の若者単身者まで拡大する。

県外からの移住者が行う空き家の改修等に対する補助金に
島しょ部枠を設け、お試し移住施設や空き家バンクと連携した
島しょ部への移住定住を促す。

忽那諸島、風早、三津浜、久谷について、松山市地域振興構想に掲げるめざすまちの姿を
達成するため、各地域の特色を生かしたまちづくりを地域と協働して進める。
また、大学やNPO等と連携したまちづくり人材の育成に取り組む。

北条地域に賑わい創出拠点を設置し、
地域の空き家・空き店舗等の情報収集とマッチングを目的とした
空き家バンクを構築することで、移住定住や新規出店を促す。

地域おこし協力隊が、島の魅力創出やプロモーション活動などに取り組み、
地域振興の担い手として交流人口の拡大や地域経済の活性化を目指す。

ＳＮＳを活用した情報発信や役員同士の情報共有など、まちづくり協議会活動の
デジタル化を支援し、持続可能な地域コミュニティを支える。

坂の上の雲ミュージアムで毎年開催する企画展の計画策定・展示設計・展示制作などを
行う。

松山の「地域イメージの向上」や、「交流・移住人口の増加」につなげるため、東京事務所の
立地面での利点を生かしながら、効果的なプロモーションを展開していく。

まちづくり
推進課

島しょ部への定住や交流を推し進めるため、お試し移住施設の運営や通勤通学補助、
里島ツーリズムの実施など、島しょ部の活性化に取り組む。

まちづくり
推進課

松山北高等学校 中島分校の魅力を発信し、
若者が中心となった里島振興を推し進めるため、
中島分校生のアイデアを生かした交流事業等を行う。

まちづくり
推進課

松山への移住に高い関心を持つ３５歳未満の女性向けに移住体感ツアーを開催し、
松山の魅力ある地域巡りや、企業見学、先輩移住者との交流会等で
「暮らし方」と「働き方」を体感してもらう。

まちづくり
推進課



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（文教消防関係）

通学等環境整備事業［通学用車両DX活用事業分］ 330 学校教育課

（市民福祉関係）

市民との対話事業 491

【拡充】 介護DX推進事業【介護】 8,896 介護保険課

個別避難計画作成事業（高齢者） 3,258 長寿福祉課

個別避難計画作成事業（障がい者） 4,385 障がい福祉課

小児慢性特定疾病・育成・養育医療費等給付事業 [個別避難計画作成分] 71 すくすく支援課

（都市整備関係）

【拡充】 河川水路管理事業［流域治水対応分］ 2,000 道路河川管理課

木造住宅耐震診断事業［耐震化緊急促進分］ 19,291 建築指導課

木造住宅耐震改修等補助事業［耐震化緊急促進分］ 262,477 建築指導課

ブロック塀等安全対策補助事業［耐震化緊急促進分］ 24,472 建築指導課

タウンミーティ
ング課

市民と直接対話することで、地域の魅力や課題を明らかにし、連携を深めるため、
「タウンミーティング」を開催するほか、市民が集まる場に市職員が出向いて、
市政の説明や意見交換を行う「笑顔のまつやま まちかど講座」を実施する。

災害発生時に、自ら避難することが困難な方々の避難支援の実効性を高めるため、
地域や福祉関係者等と連携し、個別避難計画を作成する。

災害に強いまちを目指し、以下の費用の一部を補助する。
(1)昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅の耐震診断費用
(2)耐震診断の結果、補強が必要とされた木造住宅の耐震改修等費用
(3)避難路などに面し、老朽化等により劣化が認められ、
     倒壊の恐れがあるブロック塀の撤去や建替えの費用
令和8年度は、木造住宅の耐震化を一層促進するため、資材高騰等を踏まえ、
耐震改修工事と併せて行う瓦屋根の改修費用の補助限度額を見直す。

気候変動の影響による水災害（河川氾濫など）への備えを強化するため、
まちづくりと一体となった流域治水に取り組む。
令和８年度は、国や県などの関係機関と連携して、
過去に浸水などの被害があった流域で被害の軽減に必要な対応策を検討する。

介護サービスや事務手続きにテクノロジーを活用し、効率化や負担軽減につなげる
「介護ＤＸ」を推進する取り組みとして、機器等の普及に向け体験会等を開催するほか、
AIが膨大なデータをもとに利用者の状態に応じたケアプランを提案する
「AIケアプラン支援システム」の有効性を検証するモデル事業に取り組む。
令和８年度は、介護DXの専門知識を持つアドバイザーを事業所に派遣し、
課題解決につながるテクノロジーの導入を支援する。

保護者・学校双方の負担軽減を図るため、山間部や島しょ部で運行している
通学用車両で位置情報サービスや乗車申請アプリを引き続き活用する。



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（環境企業関係）

環境教育啓発推進事業 15,078

地球温暖化対策事業 1,179

ゼロカーボンシティ松山推進事業 212,387

市内企業脱炭素促進事業 1,095

ふれあい収集事業 2,700 清掃課

【拡充】 重要施設への給水ルートの確保事業【上水】 35,200 公営企業局

【拡充】 雨水管渠等整備事業（浸水対策）【下水】 453,065 公営企業局

雨水貯留浸透施設改造助成事業【下水】 1,400 公営企業局

（産業経済関係）

都市部人材等活用支援事業 16,291

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課市民の環境意識の向上を目指し、小中学校や児童クラブのほか各種団体にエコリーダーを

派遣するとともに、「りっくるバスツアー」や「サマーエコキッズスクール」など、
体験型の環境学習を行う。
また、りっくる（まつやまRe・再来館）を拠点に「ごみ減量リサイクル」や「温暖化対策」、
「海洋プラスチックごみ問題」のほか、自然環境学習の各種講座を開催するなど、
環境全般にわたる啓発を行う。
さらに、食品ロスの削減を目的とする「3010運動」や「冷蔵庫チェック」、
「生ごみ３きり運動」を広く周知する。

市内企業の脱炭素経営を促すため、ＥＳＧ融資を活用した事業への外部審査手数料を
一部補助するほか、地元金融機関や商工会議所等と連携し、
脱炭素経営に関する周知啓発等を行う。

企業立地・
産業創出課

市内企業と都市部等の高度な技術やスキルを有する人材やスタートアップ企業等との
マッチングを支援し、新しいアイデアや高度な技術による新事業の創出につなげる。

地震等の大規模災害発生時は、重要施設への給水が最優先であるため、第３期計画として
透析医療機関８箇所への整備を実施する。

「第4次松山市下水道整備基本構想」に基づき、和泉・古川地区、空港通地区、
東山地区などで雨水管渠を整備し、浸水対策を進める。また、「松山市雨水管理総合計画」
で選定した20地区のうち8地区の基本計画に着手する。

公共下水道の接続で不要になった浄化槽を雨水貯留施設に改造する費用を助成する。

「松山市環境モデル都市行動計画」と「松山市役所温暖化対策実行計画」の進捗管理等を
行い、松山市域や市有施設から排出される温室効果ガスの削減に寄与する。

市内全域でごみ出しが難しい高齢者などを対象に、自宅前まで市職員が訪問して
ごみを収集することで、ごみ出しの負担を減らすとともに必要に応じて声掛けし、
孤立化を防ぐ「ふれあい収集」に取り組む。

カーボンニュートラルの実現に向け、国の交付金を活用して太陽光発電設備と蓄電池の
同時設置やＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）に対する補助を行うほか、
家庭用エコキュートや電気自動車などに対する補助を行い、脱炭素化を推し進める。
また、「まつやま環境フェア」の開催や、各種イベントでの啓発を通じて市民一人一人の
脱炭素型ライフスタイルへの転換を促す。



柱４ （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

産業立地セールス事業 113,302

デジタルマーケティングを活用した関係人口創出・拡大事業 52,722

鹿島賑わい活性化事業 21,275

農業ＤＸ推進事業 2,206 農林水産振興課

まつやま農業未来人材投資事業 3,736 農林水産振興課

新たな森林経営管理制度推進事業［木材利用促進事業分］ 15,000 農林水産振興課

観光・
国際交流課

鹿島公園を安全で快適に管理しながら、島の魅力を広く発信して
来島者の増加につなげる。

企業立地・
産業創出課

市内外企業への営業活動などで、本市への立地を促進する。

ふるさと納税・
経営支援課

デジタルマーケティングを用いた効果的なプロモーションにより、
観光・物産・ふるさと納税で回遊性を持たせながら、産業振興や関係人口の拡大、
データ活用人材の育成等により地域経済の活性化に取り組む。

木の良さのPRや市民の木材利用に関する意識を向上させるため、
多くの市民が利用する市内の民間施設の木質化にかかる経費の一部を補助する。

農業者の高齢化や労働力不足が続く中、農作業の負担を軽減し
効率化を推し進めるため、デジタル技術を活用し「農業ＤＸ」に取り組む。
スマートフォンやタブレットなどで栽培管理記録ができる営農用アプリや
遠隔操作で作業ができる草刈機の導入などに必要な経費の一部を補助する。

農業者の高齢化や労働力不足が続く中、効率的な営農で農業を
成長産業とするため、デジタル技術を活用し「農業ＤＸ」に取り組む。
農業指導センターでは、引き続き農業ＤＸ機器の説明会や営農指導を通して
体験機会を提供し、農業者の導入を後押しするとともに、アボカドの収穫量と
品質の向上のため、果実の生育に影響を与える昆虫の行動研究に
愛媛大学と共同で取り組む。



公約除く新規・拡充 （単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 採用試験事務 17,561 人事課

（債務負担行為）

【拡充】 税外債権管理事業 24,149 納付推進課

【新規】 公共施設マネジメント推進事業[公共施設照明LED化事業分] 24,100 管財課

（債務負担行為）

【拡充】 新庁舎整備事業 186,410 管財課

（継続費）

（債務負担行為）

建築から60年以上が経過する市庁舎別館、第3別館、第4別館の建替えに向けて、
令和8年度は、民間の高度な技術力やノウハウが活用できる
設計・施工一括発注方式（デザインビルド方式）により
事業者を選定したうえで、設計業務を実施する。

R8～R14年度

R8年度 144,000

市長公約関連事業を除く新規・拡充事業

事　　業　　概　　要

適切に採用試験を実施し、優秀な人材を確保する。
令和８年度は、新たな試験区分として、第1次試験で松山市政に関する知識を問う
「早期募集枠」や、子育てや介護等やむを得ない理由で退職した元職員を
再度採用する「カムバック枠」の採用試験を行い、人材の確保につなげる。
また、技術職員を確保するため、市から学生に対して面談の実施や受験を
直接働きかける「オファー型採用」を引き続き行う。

事項 期間 限度額

R10年度 5,235,000

R9年度 574,000

新庁舎整備デザインビルド事業

事項 期間 年度 年割額

R13年度 773,000

R14年度 165,000

事項 期間 限度額

公共施設照明LED化事業 R8～R12年度 2,952,400

採用試験事務
（R9.3卒分）

R7～R8年度 900

採用試験事務
（R10.3卒分）

R8～R9年度 1,000

効果的・効率的な債権管理を行うために、税外債権の徴収を段階的に集約する。
令和8年度は、市税と介護保険料、後期高齢者医療保険料を一元管理し、
滞納整理を実施する。

本市公共施設の照明LED化の調査・設計・施工を一括で発注することで、
コストの削減や工期の短縮につなげる。
債務負担行為を設定し、令和8年度から令和12年度までの５年間での完了を目指す。

R11年度 6,786,000

R12年度 6,223,000

新庁舎整備に係る
コンストラクション・マネジメント

業務委託
R8～R14年度 172,000

新庁舎整備に係る事業手法調査
及び事業者選定支援等業務委託

R7～R8年度 32,000

事項 期間 限度額



公約除く新規・拡充 （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 総合コミュニティセンター管理運営事業 816,801

（債務負担行為）

（文教消防関係）

【新規】 垣生地区複合施設整備事業 109,784 学習施設課

【新規】 湯山地区複合施設整備事業 320,720 学習施設課

【新規】 学校保健・健康管理事業[血清クレアチニン分] 4,136 保健体育課

（市民福祉関係）

【新規】 犯罪被害者等支援事業 3,781 市民生活課

【新規】 男女共同参画推進事業［女性活躍モデル企業育成事業分］ 9,900

【新規】 男女共同参画推進事業［女性のデジタル人材育成・キャリア支援事業分］ 5,000

【拡充】 高齢者離島生活支援事業 22,199 長寿福祉課

【新規】 終活支援事業 168 長寿福祉課

人権・共生社会
推進課

本市の「女性活躍」や「働き方改革」を一層推し進めるため、
魅力的な職場・環境づくりに積極的な市内企業等を伴走型で支援する。
若手・中堅社員の育成セミナー開催や、専門家による助言などにより、
「働きがい」「働きやすさ」を備えた企業等の増加を目指すほか、
女性活躍の企業認証取得等に向け、レベルアップを支援する。

重症慢性腎臓病の早期発見につなげるため、
小児生活習慣病予防健診で実施している血液検査の検査項目に
血清クレアチニンを追加する。

人権・共生社会
推進課

地方で活躍し、安定した収入が得られる女性デジタル人材を育成するため、
出産・育児から復職を目指す女性や非正規で働く女性等を対象に
デジタル技術の習得などリスキリングやキャリア形成を支援し、
希望する多様な働き方の実現や就業機会の拡充につなげる。

3,924,200

スポーティング
シティ推進課

教育文化の振興や市民の健康増進、市民福祉の高揚を目的に設置された
総合コミュニティセンターの管理運営を指定管理者に委託し、
利用促進とサービスの維持・向上を目指す。
令和8年度は、体育館棟東側広場の花壇の撤去や通路の拡張などを行い、
スムーズかつ安全な入退場や、賑わいづくりの強化につなげる。

事項 期間 限度額

垣生小学校体育館の改築にあわせて、
体育館、垣生公民館、垣生支所の複合施設を整備する。

湯山公民館の改築にあわせて、湯山支所との複合施設を整備する。

松山市総合コミュニティセンター
指定管理委託

R5～R10年度

中島地区の高齢者を対象に、健康チェックや食事の提供、創作活動などの
デイサービス事業や、食料品等の買物支援を通じた安否確認などの
生活支援対策を行い、住み慣れた地域で安心して元気に暮らせる環境を整備する。
令和8年度は、新たに興居島地区をデイサービス事業の対象に加える。

希望する高齢者に、終活の出前講座を実施する。
また、民間事業者に、葬儀や死亡後の手続きに関する支援について協力体制を調査する。

県市連携で犯罪被害者等に見舞金を給付する「県犯罪被害者等支援金制度」に加え、
令和８年度は「日常生活支援金制度」を松山市独自で創設し、
犯罪被害者等の早期の回復と生活再建を図るとともに、
誰もが安心して暮らすことができる社会の実現につなげる。



公約除く新規・拡充 （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【新規】 老人福祉センター管理事業［福祉避難所シャワー設備導入分］ 9,930 長寿福祉課

【新規】 総合福祉センター管理事業［福祉避難所シャワー設備導入分］ 9,930 長寿福祉課

【拡充】 権利擁護推進事業［市民後見人バンク登録事業分］【介護】 631 長寿福祉課

【拡充】 重度障がい者タクシー利用助成事業 35,905 障がい福祉課

【新規】 ひとり親家庭等自立支援事業［官民連携自立支援プログラム策定推進事業分］ 233 子育て支援課

【新規】 骨粗鬆症検診事業  15,860 健康づくり推進課

【新規】 生涯健康づくり推進事業［女性の健康づくり推進事業分］ 5,100 健康づくり推進課

【新規】 ひきこもり対策事業 8,686 保健予防課

【新規】 食品衛生事業［食品衛生監視のデジタル化分］ 583 衛生検査課

（都市整備関係）

【新規】 自転車国際会議(Velo-city)開催事業 51,356 都市・交通計画課

【新規】 公園緑地一般管理事業［Velo-city対応分］ 5,500 公園管理課

令和9年5月に本市で開催されるVelo-city（自転車国際会議）に向けて
愛媛県が行う開催準備、運営等に要する経費を負担する。
また、河川空間を活用したサイクリング等の環境を整備するため、
サイクルポートやサイン（路面標示など）の設置工事を行う。

タクシー利用料金の一部を助成して、重度障がい者の移動交通手段を確保し、
付添介護者の負担を軽減するとともに、社会参加を促し、在宅福祉を増進させる。
令和８年度は、助成対象に身体障害者手帳２級の所持者と
精神障害者保健福祉手帳１級の所持者を追加する。

複雑困難化している「ひきこもり」に対応するため、相談支援や居場所づくり等の
「ひきこもり支援ステーション事業」を実施し、ひきこもり状態にある本人や
その家族の支援を強化する。

健康増進法に基づき、40歳から70歳の5歳刻みの節目にあたる女性を対象に、
エックス線を使用した精度の高い検査方法であるDXA（デキサ）法による
骨量測定を医療機関で実施し、骨粗鬆症の早期発見・早期治療につなげる。

食品取扱施設への立ち入り監視指導をタブレット端末で実施することにより、効率化する。

女性のヘルスリテラシー向上のためのイベント実施や女性特有の健康課題に関する
相談窓口の充実等で支援を強化し、暮らしやすいまちの実現につなげるとともに、
いきいきと働き続ける人や家庭・コミュニティーを支える人材を増やす。

ひとり親家庭に対して、個々の状況に応じた「自立支援プログラム」を策定し、
就労支援を行うことで、プログラムの策定率を向上させるため、
民間が実施する「コスメバンクプロジェクト」と連携し、
女性が前向きに就労やキャリア形成を考えられるよう支援する。

災害の発生に備え、福祉避難所である松山市総合福祉センターと
鷹子老人福祉センターにポータブル水循環型シャワー設備を導入する。

一般市民が市民後見人としての役割を担い、地域ぐるみで成年後見制度を支える体制を
整えるため、市民後見人養成講座を開催し、市民後見人の養成を推進する。
令和8年度は、市民後見人養成講座（基礎・実践編）の受講者に対し実務研修、
面談を実施後、市民後見人バンク登録を行う。



公約除く新規・拡充 （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（環境企業関係）

【拡充】 蛍光灯・使用済乾電池の運搬・処理事業 7,577 清掃課

【拡充】 プラスチック等リサイクル事業 36,614 清掃課

（産業経済関係）

【新規】 観光振興計画策定事業 12,017

【拡充】 一般会計繰出金【競輪】 500,000 競輪事務所

【拡充】 オールスター競輪開催事業【競輪】 17,482,019 競輪事務所

（債務負担行為）

【新規】 高温耐性米導入支援事業 2,615 農林水産振興課

米の安定生産と農業者の所得向上のため、高温に強く収穫量が多い品種
「にじのきらめき」の種や苗の購入費用の一部を補助する。

オールスター競輪の開催に向け、デジタルサイネージなど様々な媒体を活用し、
幅広い広報を実施することで、新規ファン獲得や車券売上金の増加につなげる。
令和8年度は、全国放送によるテレビCMに加え、SNSやウェブ広告、人気ユーチューバー
を活用するほか、首都圏の主要駅や空港等での広報を効果的に実施する。

競輪の収益を一般会計に繰り出し、教育・文化・福祉・産業・まちづくりなど地域社会の
振興に活用する。
令和8年度は、令和7年度当初予算の3億円から増額し、5億円を繰り出す。

家庭から排出される蛍光灯やボタン電池、ペットボトル、ガラスびん等の再資源化を行う。
令和９年４月からの乾電池や製品プラスチック等の分別変更を円滑に進めるため、
令和８年度は、説明会や様々な媒体による広報を実施し、市民への周知を行う。

観光・
国際交流課

観光を取り巻く環境が変化する中、松山市の観光振興の方向性を明確にし、
戦略的かつ効果的な施策を推進していくため、「（仮称）松山市観光振興計画」
を策定する。

事項 期間 限度額

オールスター競輪
広報・イベント等事業

R7～R8年度 200,000



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課

（文教消防関係）

教育委員会議費 6,363 教育総務課

奨学資金貸付事業 155,849 教育総務課

教育振興補助金交付事業 10,423 教育総務課

学校・家庭・地域連携協力推進事業（再掲） 76,176 地域学習振興課

はたちの集い事業 7,171 地域学習振興課

教職員事務事業 54,242 学校教育課

研究指定校事業 600 学校教育課

研究指定校事業［コミュニティ・スクール推進事業分］ 1,581 学校教育課

学習アシスタント活用支援事業 21,013 学校教育課

未来の「ふるさと松山」創造事業（次代に向けた特色ある学校づくり）（再掲） 17,365 学校教育課

児童生徒の基礎基本の定着と、確かな学力を身に付けさせるため、
学習アシスタント（教員免許所持者等）を活用する小中学校を支援する。

園児・児童生徒が、ふるさと松山で持続可能な社会の創り手になるため、
「ふるさと松山学」を活用したふるさと教育など特色ある学校づくりや、
SDGsの目標につながる体験活動などに取り組む市立の幼稚園と小中学校を支援し、
探究的な学習や体験活動を通して学ぶ機会を確保する。
また、職員派遣事業に加え、「まつやま未来コネクト」に加入している企業などが
実施するSDGsに関連した事業や講師派遣などを活用する。

私立中学校・高等学校などの生徒が安定した学校生活を送れるよう、
教育振興のための助成を行う。

放課後や週末等に小学校の余裕教室などを活用して、
こどもの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参画を得ながら
勉強やスポーツ・文化活動を行うほか、地域学校協働本部の整備などを進め、
こどもたちの成長を支える地域学校協働活動を更に推進する。

青年に地域社会の一員としての自覚を促すため、地域住民が主体となって、
地域の特性を生かした式典や記念行事を実施する。

市立小中学校に在籍する教職員の人事・給与（諸手当）などの事務を行う。
また、教員の事務を支援するスクール・サポート・スタッフを小中学校に配置したり、
教職員からの相談を受けたりすることで、教員の負担を軽減し、
より児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備する。

教育内容等を向上させるため、市立の小中学校から研究指定校を選定し、
一定のテーマについて実践研究を行い、その研究成果を各校に還元する。

未来を担う子どもたちの豊かな成長に向け、社会総掛かりでの教育を実現するために、
松山市立の小中学校に段階的に文部科学省型のコミュニティ・スクールを導入する。

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

教育委員会を適切に運営し、地方教育行政の諸問題に対応する。

経済的事情で大学への修学が困難な人に、学業継続の機会を確保するため、
修学に必要な資金を無利子で貸し付ける。
・県内大学進学者  入学支度金 30万円   奨学金　月額 3万円
・県外大学進学者  入学支度金 50万円   奨学金　月額 5万円



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

幼保小中連携推進事業 120 学校教育課

まつやま小中学生文化等体験学習事業［愚陀佛庵・平和教育プログラム分を含む］（再掲） 22,555 学校教育課

文化部活動支援事業 16,960 学校教育課

小規模校等学校間交流等支援事業 1,027 学校教育課

通学等環境整備事業 33,441 学校教育課

（債務負担行為）

通学等環境整備事業［通学用車両DX活用事業分］（再掲） 330 学校教育課

小・中学校外国語教育推進事業 229,729 学校教育課

障がい等のある子どものための支援事業 194,375 学校教育課

学校図書館運営支援事業 42,811 学校教育課

特別支援教育事業 31,649 学校教育課

保護者・学校双方の負担軽減を図るため、山間部や島しょ部で運行している
通学用車両で位置情報サービスや乗車申請アプリを引き続き活用する。

児童生徒に生きた英語を提供するため、小中学校に外国語指導助手（ALT）を派遣し、
外国語活動や外国語科の学習を支援する。

障がい等のある子どもが豊かな学校生活を過ごすことができ、障がいの有無に
かかわらず、多様な教育的ニーズのある子どもたちが共に学べる環境を整えるための
学校生活支援員や学級支援員を配置して各学校を支援する。

確かな学力の基盤となる児童生徒の読書活動を推進するため、
学校司書を置き、魅力的で機能的な図書館づくりを支援する。

特別な教育的支援を必要とする子どもの教育活動を充実させるため、
特別支援教育指導員による派遣相談などの教育相談を実施する。
特別支援学級の子どもたちの活躍や交流の機会をつくるために、連合行事を開催する。

通学区域の弾力化などで、全市域から児童生徒を受け入れている小中学校に通う
通学困難な児童生徒に、通学用車両の運行や船舶の定期代を支援し、
通学環境を整備する。

事項 期間 限度額

通学用車両運行業務委託 R5～R8年度 79,800

現行の6・3制の枠内で、地域に根ざした持続可能な連携教育についての研究を進め、
幼児教育施設から小学校1年生、小学校6年生から中学校1年生へ進学する時期に
見られる問題（いわゆる小1プロブレム、中1ギャップ）の解消と学力向上を目指す。

こどもの豊かな感受性を育むとともに、将来への可能性を引き出すことを目指し、
児童生徒に優れた文化芸術に触れる機会を提供するほか、
子規記念博物館内の「愚陀佛庵」を訪問し、人のつながりや出会いの大切さを学んだり、
「掩体壕」を見学し、平和の大切さを学んだりできる機会を提供する。

松山市立中学校の文化部活動で、外部人材の活用や、休日の部活動の地域展開に
向けた支援等を通して、部活動指導における教員の負担軽減等を図るほか、
松山市を代表して全国大会等に参加する松山市立小中学校に対し、
参加に要する交通費等の一部を補助し、文化部活動を支援する。

小規模校の児童生徒が、他校との交流を深めることにより新たな人間関係や
経験を広げるなど、こども達の生きる力を育む教育の充実に繋げるため、
必要な移動経費を支援し学校間交流等を行いやすい環境を整備する。



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

いじめ対策総合推進事業（いのちを守る相談事業） 8,793 学校教育課

【拡充】 校内サポートルーム設置事業（再掲） 37,473 学校教育課

医療的ケア児に対する支援体制整備事業 39,188 学校教育課

小学校就学援助費（学用品費等）支給事業 120,911 学校教育課

中学校就学援助費（学用品費等）支給事業 186,425 学校教育課

寄宿舎運営管理事業 23,673 学校教育課

教職員研修事業 1,783 教育研修

センター事務所

学校支援事業 1,118 教育研修

センター事務所

松山の教育研究開発事業 （再掲） 8,040 教育研修

センター事務所

教育の情報化推進事業 （再掲） 280,842 教育研修

センター事務所

（債務負担行為）

小中学校と協働した授業づくり等の研究や教材の開発、
センター研究発表会などを通して、教職員の授業力を向上させ、
児童生徒の確かな学力と豊かな心を育成する。
また、教材「ふるさと松山学」を活用し、特色ある松山の教育を推進する。

学校の事務処理の効率化と、児童生徒の情報活用能力などの育成のため、
ＩＣＴ環境を整備・管理し、情報教育の実践と調査研究を行う。
また、ICT支援員を配置し、児童生徒の情報活用能力や教職員のICTスキルを
向上させるとともに、教職員の業務負担を軽減する。

事項 期間 限度額

ICT支援員配置業務委託 R5～R8年度 178,200

不登校やその傾向にある生徒が学校内で安心できる居場所「校内サポートルーム」を
松山市立中学校に設置し、教員OB等の支援員による学習や相談等の支援を行う。
令和8年度は、未設置の中学校15校に「校内サポートルーム」の整備を進め、
全ての市立中学校への設置を完了させる。

医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する小中学校に、
学校での医療的ケアに対応できる看護師を配置し、支援する。

経済的な理由で公立小中学校への就学が難しい家庭に、学用品費などを援助する。

中島中学校の寄宿舎「青潮寮」を運営管理し、
市内全域から中島中学校へ通う生徒を受け入れる。

社会の変化や学校のニーズに応じて
教職生活全体を見通した研修体系をつくるとともに、
大学と連携して、多様な研修の内容や方法の改善を検討し、質の高い研修を行う。

学校からの要請によって、指導主事が校内研修の講師や個別相談を通して、
各学校の研究推進や授業づくりを支援する。
また、科学、芸術文化等の講師を各学校へ派遣し、児童生徒の興味・関心を高める。

社会問題となっている「いじめ問題」に対応するため、いのちを守る相談活動や
子どもから広がるいじめ０活動など、子どもが安心して学校生活を送れるように
支援し、いじめの防止と早期発見、早期解決を目指す。



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

小学校教育用コンピュータ整備事業 （再掲） 807,737 教育研修

センター事務所

中学校教育用コンピュータ整備事業 （再掲） 361,120 教育研修

センター事務所

小学校施設維持管理事業 1,121,659 学習施設課

中学校施設維持管理事業 614,582 学習施設課

（債務負担行為）

小学校体育館空調整備事業 22,072 学習施設課

中学校体育館空調整備事業 11,725 学習施設課

（債務負担行為）

小学校施設マネジメント事業 1,128,669 学習施設課

中学校施設マネジメント事業 1,152,163 学習施設課

（債務負担行為）

【新規】 垣生地区複合施設整備事業（再掲） 109,784 学習施設課

校納金徴収管理一元化事業 17,600 保健体育課

【新規】 学校保健・健康管理事業[血清クレアチニン分]（再掲） 4,136 保健体育課

久枝小学校外２校
長寿命化改良事業

R8～R9年度 3,130,010

垣生小学校体育館の改築にあわせて、
体育館、垣生公民館、垣生支所の複合施設を整備する。

教職員の負担軽減や事務効率の向上、保護者の利便性を高め、
教職員の本来業務であるこどもと向き合う時間を充実させるため、
松山市が校納金の徴収・管理を行う。

重症慢性腎臓病の早期発見につなげるため、
小児生活習慣病予防健診で実施している血液検査の検査項目に
血清クレアチニンを追加する。

たちばな小学校
長寿命化改良事業

R7～R8年度 857,000

三津浜中学校
長寿命化改良事業

R7～R8年度 1,126,000

小中学校体育館空調整備に係る
事業手法調査及び

事業者選定支援等業務委託
R7～R8年度 33,000

安全・安心な施設を整備するため、長寿命化計画に基づき、
小中学校施設の老朽化状況や将来の需要に応じて、
適切な時期に適切な規模で改修などを行い、長寿命化などを進める。

事項 期間 限度額

中学校エアコン整備ＰＦＩ事業 H28～R11年度 2,200,000

教育環境の向上と避難所機能強化のため、小中学校の体育館に空調を整備する。

事項 期間 限度額

GIGAスクール構想を進め、児童生徒1人1台端末や校務用コンピュータなどを
適切に管理する。また、有効に活用するための教材用ソフトウェアや消耗品を整備する。
令和８年度は教育用・校務用コンピュータ等の更新を行う。

小中学校施設の安全性を確保し、良好な教育環境を維持するため、
施設・設備の保守・修繕などを適切に行う。

事項 期間 限度額

小学校エアコン整備ＰＦＩ事業 H28～R11年度 4,400,000



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

学校体育振興事業 25,138 保健体育課

学校体育振興事業[水泳学習指導事業分] 12,182 保健体育課

（債務負担行為）

中学校運動部活動指導支援事業 106,797 保健体育課

[小学校給食費の無償化]

【新規】 物資共同購入事業（再掲） 1,419,300 保健体育課

【新規】 臨時特例　価格高騰分学校給食費負担事業（再掲） 94,620 保健体育課

【物価高騰対策】

[中学校等給食費の価格高騰分の負担]

【拡充】 物資共同購入事業（再掲） 888,905 保健体育課

【拡充】 臨時特例　価格高騰分学校給食費負担事業（再掲） 208,210 保健体育課

【物価高騰対策】

（仮称）久谷学校給食共同調理場整備事業 保健体育課

（債務負担行為）

（継続費）

（仮称）久谷学校給食
共同調理場整備事業

R７～R９年度

R7年度 981,640

R8年度 0

R9年度 1,472,460

（仮称）久谷学校給食共同調理場
整備事業（厨房備品購入分）

R８～R９年度 578,000

事項 期間 年度 年割額

市内各中学校の運動部活動の競技力を高め、
教員の負担を軽減するため、外部指導者を活用する。
また、教員の働き方改革の一つとして、学校長の監督の下、単独で部活動の実技指導や、
大会などへの引率ができる部活動指導員を希望する学校に配置する。
さらに、休日の部活動を地域へ展開する国の方針に基づき、
地域クラブ活動の活動費等の支援や推進体制の整備等を行う。

保護者の経済的負担を軽減し、子育て世帯を一層支援するため、
国・県の「給食費負担軽減交付金」に、松山市独自の支援を加え、
市立小学校の給食費を無償化する。

学校給食用の食材価格が高騰している中、保護者の経済的負担を増やすことなく、
これまでどおりの栄養バランスと量が維持された学校給食を提供するため、
食材の購入費用のうち、価格上昇分を引き続き、市が負担する。

学校給食を引き続き安定的に供給するため、
老朽化している久米調理場、浮穴調理場を統合し、
恵原町（恵原荘跡地）に（仮称）久谷学校給食共同調理場を整備する。

事項 期間 限度額

児童生徒に練習の成果を発揮する場として、総合体育大会や新人大会などを
開催するとともに、全国大会や四国大会に参加する学校の負担を軽減するため、
交通費相当額を補助する。

安心・安全な水泳授業を継続するために、民間施設や公的施設のプール活用、
学校間での共同利用に取り組む。

事項 期間 限度額

松山市立小学校
水泳指導等業務委託

R6～R9年度 15,600



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

よりよい学校給食推進事業 1,413,127 保健体育課

（債務負担行為）

問題行動等対策事業 13,811

不登校対策総合推進事業 90,698

【新規】 不登校対策総合推進事業[フリースクール等利用補助事業分]（再掲） 9,900

ＰＴＡ活動推進事業 9,203

松山市青少年育成市民会議運営支援事業 3,000

子ども安全安心対策推進事業 13,342

教育支援
センター事務所

PTA学級や親子ふれあい事業、親学の推進など、学びや体験活動で得たことを、
各単位PTAや家庭で実践することで、家庭教育力の向上と青少年の健全育成を目指す。

教育支援
センター事務所

家庭や学校、市民団体、企業などが連携・協力し、社会全体でこどもを育むことを
目的とした松山市青少年育成市民会議の活動を支援する。

教育支援
センター事務所

こどもたちの安全を確保するため、地域ぐるみでこどもの安全安心を
見守る体制を整備する。

教育支援
センター事務所

児童生徒の問題行動などについて、学校からの要請にもとづき、
生徒指導の経験が豊かな指導員を派遣し、教師や関係機関と連携しながら
支援するとともに、松山市自立支援教室を運営するなど、
問題行動傾向にある児童生徒の学校復帰・社会復帰を目指す。

教育支援
センター事務所

不登校児童生徒の状況に応じてきめ細かく支援するため、「こども相談課」と連携し、
来所・家庭訪問等による相談や学習などの支援に加え、
少人数での学習・スポーツ・体験活動などを通じた支援として、
松山わかあゆ教室・北条文化の森教室の運営を行う。

教育支援
センター事務所

フリースクール等を利用する不登校児童生徒の保護者に対して、
施設の利用料の一部を補助することで、保護者の経済的負担の軽減を図り、
不登校児童生徒の学習活動等を支援する。

浮穴学校給食
共同調理場給食業務委託

R7～R9年度 147,700

久枝、城北及び中島学校給食
共同調理場給食業務委託

R7～R12年度 1,268,900

湯山及び日浦学校給食
共同調理場給食業務委託

R6～R11年度 560,500

松山南学校給食
共同調理場給食業務委託

R7～R12年度 1,085,500

三津浜学校給食
共同調理場給食業務委託

R6～R11年度 519,000

味生学校給食
共同調理場給食業務委託

R6～R11年度 481,000

北条学校給食
共同調理場給食業務委託

R5～R10年度 518,500

久米学校給食
共同調理場給食業務委託

R6～R9年度 284,100

（仮称）新垣生学校給食
共同調理場給食業務委託

R3～R8年度 941,000

桑原学校給食
共同調理場給食業務委託

R4～R9年度 786,800

「よりよい学校給食推進実施計画」に基づき、地産地消や食育の推進などの
重点施策を進めるとともに、給食業務を民間委託する。

事項 期間 限度額

新玉学校給食
共同調理場給食業務委託

R3～R8年度 468,500



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

青少年センター管理運営事業 210,686

（債務負担行為）

幼稚園事務管理費 32,262 保育・幼稚園課

市立幼稚園預かり保育事業 26,185 保育・幼稚園課

（市民福祉関係）

児童発達支援センターひまわり園運営事業 206,095 障がい福祉課

（債務負担行為）

障害児等療育支援事業 11,817 障がい福祉課

結婚新生活支援事業（再掲） 166,409 こどもえがお課

少子化対策推進事業 11,922 こどもえがお課

（債務負担行為）

出会い・交流創出事業（再掲） 9,184 こどもえがお課

結婚を希望される方に出会いの場を提供するとともに、出会い・交流イベントに対する
一部補助を行い、出会いの場を創出する。

事項 期間 限度額

まつやま こども・子育てサイト
「にこっと」及びインスタグラム

「にこっと」運用業務委託
R８～R１１年度 18,800

松山市身体障害者福祉センター等
指定管理委託

R5～R10年度 2,118,800

障がい児（者）への専門的な機能を持つ施設に委託し、在宅障がい児（者）の
地域での生活を支えるため、訪問・指導・外来相談・施設指導を行う。

経済的な理由で結婚を諦めることがないよう、所得など一定の要件を満たす新婚世帯に
引越費用や家賃等の一部を補助し、経済的負担を軽減する。

まつやま こども・子育てサイト「にこっと」などで、少子化対策やこども施策を効果的に
発信し、子育てしやすいまちを実感してもらうとともに、社会全体で少子化対策に
取り組む気運を醸成する。

市立幼稚園に校務員や幼児教育支援員を配置するほか、芝生化した園庭の維持管理
などを行い、幼児教育の振興を目指す。
市立幼稚園1園で集団保育が可能な医療的ケア児の受け入れに備え、
訪問看護ステーションの看護師によるケアを行うとともに、保育支援員を配置し、
園児の園生活を支援する体制を整える。

保護者の急用や就労などによる長時間保育のニーズに対応し、子育て支援の環境を整備
するため、教育時間開始前や終了後、長期休業中に預かり保育を行う。

障がいのある未就学児を保護者の下から通わせて、日常生活の基本的動作の指導や
集団生活への適応訓練などを行う松山市児童発達支援センターひまわり園の運営や、
地域の方に、障がい児支援の中核的な役割を担う機関として、障がいや特性のある
子どもへの関わり方など専門的なアドバイスや技術指導を行う。

事項 期間 限度額

教育支援
センター事務所

施設管理と青少年育成活動の一部を指定管理者に委託し、
青少年センターの利用促進や各青少年育成団体と連携した活動を行う。

事項 期間 限度額

松山市青少年センター
指定管理委託

R5～R10年度 377,500



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

こども意見反映推進事業 1,398 こどもえがお課

【拡充】 児童クラブ運営事業 （再掲） 1,884,063 こどもえがお課

子育てひろば等支援事業 （再掲） 77,018 こどもえがお課

【拡充】 児童館等管理運営事業（再掲） 759,290 こどもえがお課

（債務負担行為）

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業（再掲） 43,362 こどもえがお課

休日子どもカレッジ推進事業（再掲） 8,582 こどもえがお課

【新規】 こどもの居場所づくり事業[こどもの居場所づくりコーディネーター分]（再掲） 8,082 こどもえがお課

【拡充】 こどもの居場所づくり事業[こども食堂支援事業分］（再掲） 7,235 こどもえがお課

児童クラブの待機児童対策としてクラブ室を整備するとともに、増加する入会児童の
生活環境を改善し、児童の健全育成を進める。
令和８年度は、双葉小学校に児童クラブ室を増設し、新たに約４５人分の
受入れを確保する。

愛媛県などと連携し、長期休暇中に保護者のいない留守家庭児童などに、
学びや遊びの場を提供する。

地域の居場所づくり活動を支援するコーディネーターを市社会福祉協議会に配置し、
地域の実情に応じた、地域主体の活動をサポートし、
こどもの健やかな成長のために必要な居場所の充実を図る。

こども食堂の開催に要する費用を補助し、こどもの健やかな成長のために必要な
居場所の充実を図る。
令和8年度は、これまでの実績と物価上昇の影響等を考慮し、補助限度額を引上げる。

松山市中央児童センター等
指定管理委託

R5～R10年度 2,614,400

ハーモニープラザ
大規模改修工事

R7～R8年度 242,800

こどもの意見を施策に反映するために、こども施策や「松山市こども計画」の指標に係る
部分についてアンケート調査を実施する。
また、こどもが意見を表明しやすい環境づくりに向けて、こどもの意見を聴く
ファシリテーターを養成し、こどもの意見表明を推進する。

昼間、保護者のいない留守家庭児童に適切な遊びや生活の場を提供するため、
児童クラブを設置し、児童の健全育成を進める。
令和８年度は、新たに会計処理や書類作成等の事務を担う職員を配置する際に
委託料の加算を行うとともに、民間児童クラブへの補助を拡充させ、
受入定員を増やすことで、待機児童の解消につなげる。
また、公設児童クラブの入会手続きや保護者負担金の徴収を市が直接行うため、
システムを導入する。

総合コミュニティセンターこども館内の「ToiToiToi（トイトイトイ）」など、
乳幼児とその保護者が気軽に集うことができる場所を設置し、子育て相談、情報提供、
助言その他の援助を行う。
また、地域の子どもの見守りに関する事業を行う団体に必要な費用を補助することで、
活動を促進し、こどもの居場所づくりにつなげる。

中央児童センター・南部児童センター・北条児童センター・新玉児童館・味生児童館・
久米児童館・久枝児童館・畑寺児童館などを管理運営し、「あそび」を通して
こどもとその保護者が楽しく過ごす場を提供する。
令和８年度は、畑寺児童館で長期休暇中の児童の預かりを行い、居場所の充実に
取り組むほか、ハーモニープラザと味生ふれあいセンターの大規模改修工事を行う。

事項 期間 限度額



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

地域子育て支援拠点事業（直営型）（再掲） 8,133 すくすく支援課

【新規】 妊婦・乳児健康診査事業（再掲） 442,377 すくすく支援課

母子保健育児支援事業 22,354 すくすく支援課

幼児健康診査事業 30,871 すくすく支援課

小児慢性特定疾病・育成・養育医療費等給付事業 211,538 すくすく支援課

不妊治療・不育症検査助成事業（再掲） 53,333 すくすく支援課

妊娠・出産支援事業（再掲） 380,060 すくすく支援課

【新規】 妊娠・出産支援事業[産前・産後ママパパサポート準備事業］（再掲） 300 すくすく支援課

プレコンセプションケア推進事業（再掲） 12,869 すくすく支援課

母子歯科保健事業 11,335 すくすく支援課

早くから性や健康の知識を持ち、ライフデザインや将来の健康を考えて健康管理を行う、
プレコンセプションケアの推進を目的に、現在の体の状態を知るための検査費用を
補助するとともに、大学生等を対象に普及啓発を行う。

妊婦の口腔疾患の予防と乳幼児のむし歯有病者を減らすため、妊娠中の
歯科健康診査の受診に係る経費を助成する。また、乳幼児とその保護者に対し、
歯みがき教室等で歯科健康診査や歯科保健指導、フッ化物塗布等を無料で実施する。

乳幼児の健康の保持増進や保護者への育児支援のため、発達相談や育児講座等を
実施するほか、小児科医師が母子保健事業について医学的な助言や指導を行い、
地域に住む全てのこどもが健やかに成長できるよう、支援体制を充実させる。

幼児期の身体発達・精神発達の節目である1歳6か月児・3歳児・５歳児に対して
健康診査を行い、幼児の健やかな発育や保護者の育児不安の軽減を目指す。

小児慢性特定疾病児童等の健全育成のため、医療費の助成や日常生活用具の給付、
自立支援事業を行うほか、身体の障がい・未熟児などへ医療費を助成する。

初めての不妊検査・治療や、生殖補助医療と併せて行った先進医療に係る費用を
補助する。
また、不妊・不育症に悩む方からの相談に応じるほか、先進医療の不育症検査を
受けた場合に、その費用の一部を補助する。

出産や育児の不安を軽減し、安心して子育てができる環境を整えることを目的に、
訪問指導・各種教室等を通じて伴走型の相談支援を行うとともに、産後の不安に
寄り添う産後ケア事業や、多胎妊産婦・多胎家庭に寄り添うサポート事業を行う。
また、子ども・子育て支援法に基づき、
妊娠時・出産時に給付（妊婦のための支援給付）を行う。

孤立が心配される妊産婦等を対象に、産後うつや虐待などに至らないよう、
育児援助や相談支援を行う産前・産後ママパパサポート事業の準備を進め、
令和9年度開始を目指す。

主に乳幼児と保護者が気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で交流し、
育児相談などができる環境を整備することで、
こどもと保護者を支援する。

妊産婦や乳児に健康診査等を行い、異常を早期に発見し、必要な治療の勧奨などの
保健指導を行う。
令和８年度は、1か月児健康診査を開始する。



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

ファミリー・サポート・センター運営等事業（再掲） 18,817 子育て支援課

子育て応援券交付事業 （再掲） 89,173 子育て支援課

出産世帯応援事業（再掲） 823,560 子育て支援課

出産世帯奨学金返還支援事業（再掲） 209,126 子育て支援課

母子生活支援施設事業 41,814 子育て支援課

子育て短期支援事業（再掲） 6,180 子育て支援課

ひとり親家庭等自立支援事業 80,835 子育て支援課

ひとり親家庭等自立支援事業[こどもの学習支援事業分]（再掲） 35,797 子育て支援課

（債務負担行為）

【新規】 ひとり親家庭等自立支援事業[官民連携自立支援プログラム策定推進事業分]（再掲） 233 子育て支援課

ひとり親家庭に対して、個々の状況に応じた「自立支援プログラム」を策定し、
就労支援を行うことで、プログラムの策定率を向上させるため、
民間が実施する「コスメバンクプロジェクト」と連携し、
女性が前向きに就労やキャリア形成を考えられるよう支援する。

こどもの学習支援事業業務委託 R5～R8年度 24,900

こどもの学習支援事業業務委託
（東部・西部分）

R6～R8年度 6,800

母子家庭の生活の安定と向上のため、支援が必要な母子家庭を母子生活支援施設に
入所させ、必要な指導と助言を行う。

保護者が仕事や病気、家庭の事情等で児童の養育が一時的に困難となった場合、
児童養護施設等や里親宅で7日間以内で預かる。
また、夫等の暴力から一時的に逃れる場合や経済的問題等で緊急一時的に保護が
必要な場合に、県母子生活支援センター等で母親と児童を保護する。

ひとり親家庭等の自立促進のため、相談への対応や資格取得のための支援などを
行うことで、生活支援・就労支援を行う。

ひとり親世帯や経済的に困難な状況にある世帯の小学５・６年生を対象に「まつじゅく」を、
中学生を対象に「土曜塾」を、高校生を対象に「土曜塾プラス」を実施するほか、
中学３年生に模擬試験受験料を、高校３年生に模擬試験・大学等受験料を補助することで、
貧困の連鎖を防ぐ。

事項 期間 限度額

こどもの送迎や預かり等のサービスを運営し、その利用料を助成するなど、
子育てにやさしいまちづくりを推進する。

第2子以降のこどもの紙おむつ購入費用を支援し、安心してこどもを産み育てることが
できる環境を整備する。

こどもを望む夫婦が経済的な理由で出産を諦めることがないよう、県と連携して、
出産後1年以内の世帯に、出産前後に必要な育児用品等の購入費用の一部を補助し、
経済的負担を軽減する。

こどもを望む夫婦が経済的な理由で出産を諦めることがないよう、県と連携して、
出産後1年以内の世帯に、出産前後の奨学金返還にかかる費用の一部を補助し、
経済的負担を軽減する。



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

子ども医療助成事業（再掲） 2,711,173 子育て支援課

ひとり親家庭医療助成事業 675,168 子育て支援課

養育支援訪問事業（再掲） 14,385 こども相談課

要保護児童対策事業（再掲） 11,350 こども相談課

【新規】 要保護児童対策事業[こども家庭相談のデジタル化分]（再掲） 28,199 こども相談課

（債務負担行為）

こども相談事業（再掲） 35,876 こども相談課

ヤングケアラー支援事業（再掲） 16,007 こども相談課

児童育成支援拠点事業（再掲） 23,264 こども相談課

（債務負担行為）

延長保育事業 95,699 保育・幼稚園課

児童育成支援拠点事業業務委託 R7～R9年度 52,200

保護者の就労形態の多様化などに対応するため、私立保育所・認定こども園・
小規模保育事業所・事業所内保育事業所が行う延長保育の費用の一部を負担する。

0歳から18歳までのこどもに関する、子育て、虐待、不登校、問題行動など様々な相談に、
こどもや家庭に寄り添い、関係機関と連携しながら迅速で的確に対応し、個々の状況に
応じた必要な支援につなげる。

ヤングケアラー・コーディネーターを配置し、専門相談窓口を設け、相談対応や学校訪問を
行うとともに、周知・啓発で認知度の向上に取り組み、ヤングケアラーの早期発見と
適切な支援につなげる。また、ヤングケアラーの負担軽減につながる公的サービスの
利用調整や家事援助ヘルパーの派遣などを行う。

養育環境等に配慮を要するこどもが、安心して過ごせる居場所を開設し、こどもや
家庭に応じた生活習慣の形成や学習のサポート、食事の提供等を行うとともに、
関係機関と連携した寄り添い型支援を実施する。

事項 期間 限度額

事項 期間 限度額

要保護児童支援情報
共有システム機器等賃貸借

R8～R11年度 20,000

高校生など18歳年度末までのこどもの保険診療での入院・通院費の自己負担分を
無料化する。これにより、子育て家庭の経済的な負担を減らすほか、病気の早期発見と
治療を支援し、安心して子育てができる環境を充実させる。

ひとり親家庭の医療費を助成し、生活の安定と福祉の増進を目指す。

若年妊婦や、育児ストレス、産後に強い不安感や孤立感を抱えるなど様々な原因で
養育支援が必要な家庭に、保健師、保育士などが訪問し、具体的な養育に関する
指導や助言等を行う。これにより、育児不安の軽減や個々の家庭の抱える養育上の
諸問題の解決などを目指す。

支援対象児童等への継続した支援、総合的な支援、予防的支援を目的として、
児童虐待などの問題に、福祉・医療・教育・警察・司法など各分野の専門機関や
団体で構成する要保護児童対策地域協議会の連携強化や体制整備を進める。

タブレットを活用し、現場と事務所間でリアルタイムに情報共有することで、
適切な支援につなげるシステムを構築する。
また、相談支援職員が電話などで行う記録作業を効率化し、
こどもや家庭への対応をよりきめ細かく行う。



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

障害児保育支援事業 30,241 保育・幼稚園課

施設型給付保育所事業 2,841,783 保育・幼稚園課

施設型給付幼稚園事業 1,150,195 保育・幼稚園課

一時預かり事業（再掲） 299,519 保育・幼稚園課

地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）（再掲） 146,343 保育・幼稚園課

地域型保育給付事業 1,845,665 保育・幼稚園課

地域保育所施設運営補助事業 31,241 保育・幼稚園課

病児・病後児保育事業（再掲） 159,011 保育・幼稚園課

施設型給付認定こども園事業 9,513,832 保育・幼稚園課

地域保育所保育料補助事業 13,577 保育・幼稚園課

商店街保育事業 72,926 保育・幼稚園課

（債務負担行為）

商店街保育事業 R4～R9年度 294,100

子ども・子育て支援新制度に基づき、認定こども園（幼保連携型・保育所型・幼稚園型・
地方裁量型）に、運営などの費用を給付する。

18歳未満の児童が3人以上いる世帯で、3人目以降の3歳未満児が地域保育所を
利用する場合、施設に補助する。

商店街の空き店舗を活用した保育室で、利用ニーズの高い3歳未満児の保育を
実施するとともに、一時的に児童を預かる託児事業や地域子育て支援拠点事業を併せて
行うことで、商店街を利用するこども連れ世帯の利便性を高める。

事項 期間 限度額

子ども・子育て支援新制度に基づき、新制度に移行した私立幼稚園に、運営などの
費用を給付する。

保護者の就労や傷病等に伴う心理的・肉体的負担を解消するため、認可保育所などで
一時的な保育を実施する。

認可保育所などが開設する地域子育て支援センターで、地域の子育て家庭からの
育児の相談に担当者が対応するほか、親子が気軽に集うなど、情報交換や交流が
できる場を提供する。

子ども・子育て支援新制度に基づき、「小規模保育」「事業所内保育」などの
地域型保育事業を実施する施設に、運営などの費用を給付する。

地域保育所（認可外保育施設）に通う児童の福祉の向上のため、地域保育所に施設の
運営費用の一部を補助する。

保護者が就労などで、病気のこども（小学校6年生まで）を家庭で保育できない場合に、
病児保育実施施設で、一時的な預かり保育を行う。

保育所等に入所している障がい児や発達が気になるこどもの保護者の相談や支援を
行うとともに、関係機関と連携し、障がい児の福祉の増進を目指す。
また、市内の保育士等を対象に障がい児支援に関する研修会を開催するなどで、
職員の資質を向上する。
さらに、集団保育が可能な医療的ケア児を受け入れる保育所等に、
訪問看護ステーションの看護師を派遣してケアを行うとともに、保育支援員を配置し、
園児の園生活を支援する。

子ども・子育て支援新制度に基づき、私立認可保育所に、運営などの費用を給付する。



☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

保育士等確保支援事業（再掲） 193,378 保育・幼稚園課

待機児童対策・保育の質向上事業（再掲） 353,423 保育・幼稚園課

[保育所等給食費の価格高騰分の負担]

【拡充】 待機児童対策・保育の質向上事業［物価高騰対策分］（再掲） 192,744 保育・幼稚園課

【拡充】 保育所事務管理費［物価高騰対策分］（再掲） 38,318 保育・幼稚園課

【物価高騰対策】

【新規】 保育所事務管理費［登園準備らくらく事業分］（再掲） 7,544 保育・幼稚園課

子育てのための施設等利用給付事業 506,814 保育・幼稚園課

【拡充】 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）（私立分）（再掲） 147,753 保育・幼稚園課

公立保育所整備事業 509,226 保育・幼稚園課

（債務負担行為）

朝美保育園大規模改修事業 R7～R8年度 74,200

つばき保育園改築事業 R８～R９年度 342,900

これまで保護者が用意していた敷布団を、園で準備する昼寝マットに変更し、
保護者と保育士の負担を軽減する。

令和元年10月開始の「幼児教育・保育の無償化」で、無償化対象施設などの「確認」が
完了した新制度未移行幼稚園や預かり保育事業、認可外保育施設などを利用する
こどもの利用料を、施設または保護者に給付する。

全てのこどもの育ちを応援するため、0歳6ヵ月から満3歳未満のこどもを対象に、
保護者の就労要件を問わず、時間単位で保育所等を利用可能とする
「こども誰でも通園」制度を令和7年度に開始した。
令和8年度は、対象施設を増やし、より利用しやすい環境を整備する。

朝美保育園の大規模改修工事や、つばき保育園の改築工事のほか、
堀江保育園の外部改修その他工事を行うとともに、
東雲保育園の大規模改修に向けた実施設計を行う。

事項 期間 限度額

待機児童対策や保育の質の維持・向上に必要な保育人材を確保するため、
現場への復帰を希望する潜在保育士や保育士資格の取得を目指す者、
清掃など保育の周辺業務を行う者を雇用する保育所などに補助する。
また、保育士確保のための住居借上料や県外から移住し保育所等に就職する
引越費用等のほか、保育士資格等を取得する費用の一部を補助する。
さらに、新任保育士への職場定着研修や中・高校生などへの出前講座を行うほか、
関係機関と連携して保育士の魅力発信に取り組む。

待機児童対策に加え、保育の質向上を目的とし、4月に1，2歳児の定員を超えて
受け入れている施設への助成、入所予約制の導入、加配保育士に対する助成、
障がい児保育を担う保育士への助成等を行い、保育サービスの充実を目指す。
また、使用済み紙おむつの処分費用を助成し、保護者と保育士の負担を軽減する。
さらに、こどもの安全対策と保育士の負担軽減のため、私立保育所などに、
登園管理などの業務をICT化するためのシステム導入に必要な経費を補助する。

栄養バランスや量を保った給食が園児に提供されるよう、
認可外保育施設を含む各施設には価格高騰分に対して助成を実施し、
公立保育園分は市が負担する。



☆人と人の支えあいをつなぐ【福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課

（市民福祉関係）

重層的支援体制整備事業 27,092 長寿福祉課

緊急通報体制整備事業 13,737 長寿福祉課

敬老マッサージ補助事業 11,927 長寿福祉課

高齢者優待割引入浴事業 37,357 長寿福祉課

愛の一声訪問事業 26,809 長寿福祉課

長寿祝品支給事業 18,017 長寿福祉課

高齢クラブ助成事業 7,740 長寿福祉課

独居高齢者みまもり員設置事業 7,918 長寿福祉課

軽費老人ホーム事務費補助事業 176,802 長寿福祉課

松山市社会福祉協議会運営事業 182,081 長寿福祉課

松山市社会福祉事業団運営事業 94,236 長寿福祉課

社会福祉法人が設立するケアハウスの入居者が負担する利用料のうち、
事務費の一部を施設が減免した場合に、その減免した額を補助する。

地域福祉活動を推進し、すべての人が安心して暮らせる豊かな福祉社会を実現するため、
松山市社会福祉協議会の運営に必要な経費に対し補助する。

社会福祉施設の経営を効率化し、福祉の向上と増進に寄与する、
松山市社会福祉事業団の運営に必要な経費に対し補助する。

高齢者の健康と福祉の向上のため、70歳以上の高齢者に、
あんま・マッサージに必要な施術料の一部を補助する。

65歳以上の高齢者に、椿の湯を含む一般公衆浴場の入浴料を
年度で50回まで助成することで、高齢者の健康保持と憩いの場を作り、
高齢者福祉の増進を目指す。

希望する77歳以上のひとり暮らしの高齢者に原則週２回、乳酸菌飲料を訪問配布して
安否を確認し、事故防止と社会的孤立感の解消を目指す。

長寿の節目（88歳・100歳）を迎えられた方に、長寿祝品を支給する。

各地域で社会奉仕活動などを行う高齢クラブに対し補助することにより、
高齢クラブの健全な育成を目指すとともに、高齢者の社会参加活動や
健康増進活動などを推進する。

独居高齢者が安心して暮らすことができるよう独居高齢者みまもり員を配置し、
訪問活動などで独居高齢者の状況を把握し、安否を確認することで、
不測の事故を防止するなど、高齢者の福祉の増進を目指す。

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

複雑化・複合化した問題を抱える「支援の届かない狭間」を解決するため、
各相談支援機関の連携を強化し、世代や属性を問わない包括的な支援体制の構築を行う。

緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センターなどが迅速で適切に措置できる体制を
整備する。



☆人と人の支えあいをつなぐ【福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

いきがい交流センターしみず管理運営事業 16,063 長寿福祉課

【拡充】 高齢者離島生活支援事業（再掲） 22,199 長寿福祉課

【拡充】 高齢者いきいきチャレンジ事業（再掲） 6,639 長寿福祉課

【拡充】 高齢者いきいきチャレンジ事業【介護】（再掲） 17,000 長寿福祉課

地域包括支援センター運営事業 813,564 長寿福祉課

（債務負担行為）

生活支援体制整備事業 57,847 長寿福祉課

ふれあい・いきいきサロン事業 70,453 長寿福祉課

高齢者補聴器購入費助成事業 6,000 長寿福祉課

【新規】 終活支援事業（再掲） 168 長寿福祉課

施設措置入所事業 375,114 長寿福祉課

【新規】 老人福祉センター管理事業［福祉避難所シャワー設備導入分］（再掲） 9,930 長寿福祉課

【新規】 総合福祉センター管理事業［福祉避難所シャワー設備導入分］（再掲） 9,930 長寿福祉課

単身や夫婦のみの高齢者世帯などが増加する中、
地域で支え合う体制づくりを進めるため、
松山市社会福祉協議会に生活支援コーディネーターを配置するとともに、
関係者が地域の課題や取組を話し合う機会をつくることで、
地域福祉活動の充実・強化に取り組む。

介護予防を目的とする活動に取り組む住民主体のグループを支援するほか、
デジタルツールを活用した新しい介護予防活動を推進し、
高齢者の心身機能の維持・向上を目指す。

６５歳以上の中等度難聴の高齢者に対して、補聴器の購入に要した費用を助成し、
聴力低下により閉じこもりにならないよう高齢者の外出機会や地域交流を支援する。

希望する高齢者に、終活の出前講座を実施する。
また、民間事業者に、葬儀や死亡後の手続きに関する支援について協力体制を調査する。

心身や生活環境、経済上の理由で、居宅で養護を受けることが困難な高齢者を
養護老人ホームで養護する。

災害の発生に備え、福祉避難所である松山市総合福祉センターと
鷹子老人福祉センターにポータブル水循環型シャワー設備を導入する。

健康アプリを利用した65歳以上の高齢者を対象に、イベントの参加や、目標歩数の達成、
脳トレゲーム、食事の記録、健診の受診等にポイントを付与する。
令和8年度は、更なる登録者の増加、外出機会の創出を図るため、
高齢者がアプリの登録や、使い方などを気軽に相談できる相談窓口を増設する。

地域に密着した地域包括支援センターの運営で、高齢者の総合相談や支援、
地域のケアマネジャーなどを支援する。

事項 期間 限度額

地域包括支援センター
運営業務委託

R6～R9年度 2,331,500

清水小学校の余裕教室を活用した複合施設を利用して、地域住民などとの交流事業や
各種講座などを実施する。

中島地区の高齢者を対象に、健康チェックや食事の提供、創作活動などの
デイサービス事業や、食料品等の買物支援を通じた安否確認などの
生活支援対策を行い、住み慣れた地域で安心して元気に暮らせる環境を整備する。
令和8年度は、新たに興居島地区をデイサービス事業の対象に加える。



☆人と人の支えあいをつなぐ【福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

認知症高齢者支援事業 【介護】 3,166 長寿福祉課

権利擁護推進事業 【介護】 50,950 長寿福祉課

【拡充】 権利擁護推進事業［市民後見人バンク登録事業分］【介護】（再掲） 631 長寿福祉課

在宅医療・介護連携推進事業 【介護】 4,540 長寿福祉課

認知症総合支援事業 【介護】 3,677 長寿福祉課

地域ケア会議推進事業【介護】 9,064 長寿福祉課

保険料還付事業【国保】 30,000 健康保険課

高齢者の保健事業と介護予防の一体的推進事業 16,600 保険給付・年金課

医療費適正化事業【国保】 20,198 保険給付・年金課

介護保険特別会計低所得者保険料軽減繰出金 707,752 介護保険課

保険料の減免等により発生する過誤納金（過年度分）の還付を行う。

健診や医療、介護のデータから、個人や地域の健康課題を把握し、疾病の予防や
重症化防止に取り組む。また、通いの場などで健康相談や健康教育を実施し、
フレイル（加齢等に伴う虚弱状態）予防に関する啓発や、フレイル状態にある人を
早期に発見し、医療や介護サービスへつなげる。

国民健康保険制度の医療費の増加に対応するため、医療費等の分析や、
重複・多剤服薬、重複・頻回受診の適正化、後発医薬品普及啓発、高血圧や
糖尿病性腎症の重症化予防対策を実施し、医療費の適正化を推進する。

低所得者の介護保険料を軽減するため、一般会計から繰出す。

認知症サポーターの養成などで、認知症の正しい知識の普及・啓発を目指す。
また、徘徊するおそれのある認知症高齢者へ電波発信機を貸与し、
早期発見や事故防止につなげる。

親族の支援が期待できない認知症高齢者などの人権を擁護し、
必要な介護サービスなどを提供するため、市が家庭裁判所に成年後見制度の審判を
申し立てる。
また、認知症高齢者が地域で安心して住み続けられるよう、「松山市権利擁護センター」で
高齢者や家族へ権利擁護に関する相談や支援を行う。

一般市民が市民後見人としての役割を担い、地域ぐるみで成年後見制度を支える体制を
整えるため、市民後見人養成講座を開催し、市民後見人の養成を推進する。
令和8年度は、市民後見人養成講座（基礎・実践編）の受講者に対し実務研修、
面談を実施後、市民後見人バンク登録を行う。

医療と介護の両方を必要とする状態の在宅高齢者が、住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを続けることができるよう、市が中心となり、
医療・介護の関係団体等と、相談支援や情報共有などの連携体制をつくる。

地域包括支援センターに「認知症初期集中支援チーム」や「認知症地域支援推進員」を
配置するとともに、「チームオレンジ」を整備し、認知症の人やその家族を支援する体制を
つくる。

高齢者の自立支援・介護予防の観点から、多職種の専門的な視点に基づいて助言する
ケア会議を開催し、サービスの提供などの知識や技術をケアマネジャーなどが
取得することで、高齢者の生活の課題を解決し、生活の質の向上を目指す。



☆人と人の支えあいをつなぐ【福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 介護DX推進事業【介護】（再掲） 8,896 介護保険課

介護予防・生活支援サービス事業 【介護】 2,087,600 介護保険課

介護給付適正化事業 【介護】 4,671 介護保険課

心身障がい者共同作業所運営補助事業 9,300 障がい福祉課

日中一時支援事業 19,000 障がい福祉課

巡回入浴サービス事業 13,560 障がい福祉課

日常生活用具給付貸与事業 153,360 障がい福祉課

重度身体障がい者等緊急通報体制整備事業 526 障がい福祉課

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業  （再掲） 1,272 障がい福祉課

【拡充】 重度障がい者タクシー利用助成事業（再掲） 35,905 障がい福祉課

身体障がい者等入浴料割引事業 1,338 障がい福祉課

障がい者スポーツをサポートする指導員の育成を支援する。
また、障がい者が健康増進のため、地域で広くスポーツに親しむことができるよう、
スポーツ大会を開催するなど、活躍の場を提供することで、
障がい者の社会参加の促進と障がい者スポーツの振興を目指す。

タクシー利用料金の一部を助成して、重度障がい者の移動交通手段を確保し、
付添介護者の負担を軽減するとともに、社会参加を促し、在宅福祉を増進させる。
令和８年度は、助成対象に身体障害者手帳２級の所持者と
精神障害者保健福祉手帳１級の所持者を追加する。

身体障がい者などを対象に、椿の湯を含む一般公衆浴場の入浴料を年度で50回まで
助成することで、障がい者の健康保持と憩いの場を作り、障がい者福祉の増進を目指す。

利用者への適切なサービスの提供を目的として、ケアプランのチェックなどを実施し、
介護の給付に必要な費用の適正化を目指す。

企業などでの就労が困難な障がい者に作業訓練を行う心身障がい者共同作業所に
補助する。

在宅の障がい児（者）を介護している保護者や家族が、疾病などの理由で
一時的に介護ができない場合に、障がい児（者）に活動の場を提供し、
保護者などの負担を軽減する。

在宅の身体障がい者でサービス事業所への通所が困難な方に、巡回入浴車による
入浴サービスを提供する。

身体障がい者（児）が日常生活を円滑に行えるよう、障がいの種類・程度に応じた
日常生活用具を支給する。

重度の身体障がい者などに緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センターなどが
迅速で適切な措置がとれる体制を整備する。

介護サービスや事務手続きにテクノロジーを活用し、効率化や負担軽減につなげる
「介護ＤＸ」を推進する取り組みとして、機器等の普及に向け体験会等を開催するほか、
AIが膨大なデータをもとに利用者の状態に応じたケアプランを提案する
「AIケアプラン支援システム」の有効性を検証するモデル事業に取り組む。
令和８年度は、介護DXの専門知識を持つアドバイザーを事業所に派遣し、
課題解決につながるテクノロジーの導入を支援する。

要支援認定者などに対して、要介護状態等の予防や軽減のほか、
地域での自立した日常生活を支援するため、訪問・通所サービスを行う。



☆人と人の支えあいをつなぐ【福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

移動支援等事業 92,856 障がい福祉課

身体障がい者航送料補助事業 815 障がい福祉課

障害者自立支援制度（福祉サービス）事務事業 128,609 障がい福祉課

（債務負担行為）

障害福祉サービス事業 24,526,859 障がい福祉課

重度障がい児訪問看護利用助成事業 111 障がい福祉課

障がい者総合相談窓口事業 47,888 障がい福祉課

古着等回収支援事業 5,400 障がい福祉課

障がい者相談支援事業 113,500 障がい福祉課

（債務負担行為）

障がい児相談窓口事業（再掲） 55,227 障がい福祉課

（債務負担行為）

重度心身障害者医療助成事業 2,017,217 障がい福祉課

松山市中央児童センター等
指定管理委託

R5～R10年度 2,614,400

医療費を助成することで、重度心身障がい者の健康管理の向上に寄与するとともに、
生活の安定と福祉の増進を目指す。

障がい者相談支援業務委託 R6～R9年度 356,700

ハーモニープラザにこどもの発達支援に関する相談窓口「こどもの相談室　ふらっと」
を設け、発達に不安があるこどもを継続的、専門的に支援する。

事項 期間 限度額

居宅介護や就労系サービスなどの障害福祉サービスと放課後等デイサービス、
児童発達支援などの障がい児通所サービスを提供する。

医療的ケアを常時必要とする重度の障がいがある児童生徒が、在籍する学校で
訪問看護を利用した場合の経費を助成し、保護者の介護・看護負担を軽減する。

福祉・子育て相談窓口に様々な障がいの相談に応じる総合相談窓口を設け、
サービスの向上につなげるほか、就労支援専門員を配置して障がい者の就労を促す。

障がい者の雇用・就労支援策や循環型社会への意識啓発の一環として、
障がい者による古着・廃食用油の回収を行い、障がい者の就労機会の創出及び
工賃の支援を目指す。

市内南北2か所に「地域相談支援センター」を設け、全ての障がい種別に対応する
窓口体制を整え、利用者の利便性を高める。

事項 期間 限度額

事項 期間 限度額

福祉総合システム
再構築業務委託

R8～R16年度 875,000

単独で屋外での移動が困難な障がい者などに外出の支援を行い、地域での自立生活や
社会参加を促す。

島しょ部の身体障がい者に、自動車などを利用して乗船する場合の費用を
助成することで、移動の負担を軽減し、社会参加の促進を目指す。

障害福祉サービス利用にかかる認定調査や市町村審査会の運営、支給決定、
障害福祉サービス費の支払いに関する事務や地域生活支援事業に関する事務を行う。



☆人と人の支えあいをつなぐ【福祉】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

生活保護適正実施推進事業 20,817 生活福祉総務課

ホームレス自立支援事業 499 生活福祉総務課

医療・介護扶助適正化事業 49,817 生活福祉総務課

生活保護受給者就労支援事業 20,089 生活福祉総務課

（債務負担行為）

生活困窮者自立支援事業 43,395 生活福祉総務課

（債務負担行為）

生活保護支給事業 19,040,000 生活福祉総務課

救護施設委託事務費支弁事業 260,383 生活福祉総務課

【新規】 ひきこもり対策事業 （再掲） 8,686 保健予防課

（産業経済関係）

シルバー人材センター運営支援事業 153,588

生活に困窮する全ての市民へ、困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、
最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長する。

身体や精神に著しい障がいがあるため、日常生活を営むことが困難な要保護者を
救護施設で援護する。

複雑困難化している「ひきこもり」に対応するため、相談支援や居場所づくり等の
「ひきこもり支援ステーション事業」を実施し、ひきこもり状態にある本人や
その家族の支援を強化する。

ふるさと納税・
経営支援課

市内在住の高齢者に臨時的・短期的な仕事を提供するとともに、就業機会の拡大のため
松山市シルバー人材センターに対して支援を行う。

生活困窮者の自立に向けた相談支援を行うほか、住居確保給付金を給付して、
社会的経済的な自立と生活基盤の安定を目指すとともに、就労支援では、
切れ目なく寄り添った支援を行い継続的な就労促進を目指す。

事項 期間 限度額

松山市被保護者等就労支援及び
就労準備支援事業業務委託

R6～R9年度 33,700

レセプト点検や介護報酬点検などを行い、医療扶助及び介護扶助の適正化を目指す。

生活保護受給者が希望する就労条件や企業の人材ニーズを把握して、
企業とのマッチングなどを行うことで受給者の就労を促すとともに、
切れ目なく寄り添った支援を行い継続的な就労促進を目指す。

事項 期間 限度額

松山市被保護者等就労支援及び
就労準備支援事業業務委託

R6～R9年度 33,700

年金受給支援員の活用により、保護世帯の自立を支援するほか、債権徴収職員、
口座振替の活用により徴収金などの確実な徴収を目指す。
また、不正受給対策を強化し、保護の適正実施を更に推進する。

市で民間の借家を借上げ、ホームレスへ一時的に無償で貸し出すことで、
自らの意思で自立して生活できるよう支援する。



☆健康をつなぐ【健康・医療】
（単位：千円）

予算額 担当課

（市民福祉関係）

特定健康診査事業 【国保】 329,746 保険給付・年金課

特定保健指導事業 【国保】 39,222 保険給付・年金課

（債務負担行為）

後期健康診査事業【後期】 15,929 保険給付・年金課

急患医療センター運営事業 252,113 医事薬事課

休日診療所運営補助金 13,780 医事薬事課

病院群輪番制病院運営事業補助金 63,415 医事薬事課

小児救急医療支援事業補助金 171,500 医事薬事課

離島診療連絡船維持管理事業 16,099 医事薬事課

（債務負担行為）

離島診療連絡船
運航等業務委託

R5～R8年度 31,400

松山圏域（3市3町）の二次救急医療体制を維持するため、実施病院へ補助する。
また、救急搬送患者の受入体制を維持するため、救急搬送患者の受入実績に応じて
補助する。
・診療体制…14医療機関　365日・24時間
・診療科目…外科等

松山圏域（3市3町）の小児の二次救急医療体制を維持するため、実施病院へ補助する。

中島地域で常駐医師がいない中島本島以外の5島の地域医療の維持を目的とし、
各島の診療所に医療スタッフを運ぶため、離島診療連絡船「しまどりⅡ」の運航と
維持管理をする。

事項 期間 限度額

特定保健指導業務委託
（令和８年契約分）

R７～R９年度 20,800

疾病の早期発見、健康意識の向上のため、健康診査を実施し、健康寿命の延伸を目指す。

松山圏域（3市3町）の住民に夜間の一次救急医療を提供する。
・診療体制…内　科　月～土曜日  21時～24時（1月1日を除く）
　　　　　　　  小児科  毎日　21時～翌8時

日曜・祝日などの一次救急医療体制を維持するため、松山市医師会が実施する
休日診療所などの運営経費の一部を補助する。
・診療体制…日曜、祝日、1月1日～3日
・内科　10時～13時 ・ 小児科　11時～14時
　　　　 14時～17時　　　　　　　15時～18時

事項 期間 限度額

特定保健指導業務委託
（令和7年契約分）

R6～R8年度 21,300

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

40歳から74歳までの被保険者を対象に、生活習慣病に関する健康診査を無料で行う。

生活習慣病の予防を目的に、特定健康診査の結果に応じた保健指導を行う。
特定保健指導の実施率などの成果に応じて委託料を支払う
「成果連動型民間委託契約方式（PFS：Pay For Success）」を導入し、
実施率の向上を目指す。



☆健康をつなぐ【健康・医療】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

患者搬送車維持管理事業 7,827 医事薬事課

小児救急医療確保事業 35,255 医事薬事課

（債務負担行為）

中島等地域医療確保事業 81,580 医事薬事課

（債務負担行為）

島しょ部航路運賃助成事業 6,959 医事薬事課

医療安全支援センター運営事業 550 医事薬事課

がん対策事業 374,775 健康づくり推進課

（債務負担行為）

ドナー制度普及啓発事業 990 健康づくり推進課

食育推進事業 2,923 健康づくり推進課

骨髄、臓器等の移植医療の推進やドナー登録者の増加を目的に、骨髄ドナーへの
助成金の交付、各移植医療に関する普及啓発を行う。

松山市食育推進計画に基づき、食育の推進に関する施策を計画的に進める。

医療への苦情や相談などに対応する「相談窓口」を設けるほか、医療安全への助言指導や
市民への啓発を行う。また、関係機関との連絡調整などを行う「医療安全推進協議会」の
開催や講習会などの実施で、医療従事者の資質向上を目指す。

本市の死亡原因第1位である「がん」の早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診を
行うほか、中学2年生の希望者に、ピロリ菌検査を実施する。
また、がん治療による外見の変化を補うために購入したウィッグや乳房補整具等の
購入費用の一部助成や回復の見込みがないと医師が判断した若年のがん患者が
利用する訪問介護サービス等の負担軽減などで、がん患者を支援する。

事項 期間 限度額

健診のしおり作成・
封入封緘業務委託
（令和7年契約分）

R7～R10年度 3,300

島しょ部に居住する方が、通院を目的に航路を利用した場合に、
その経費の一部を補助することで、負担を軽減し、島しょ部への定住を促す。

中島等地域医療確保事業 R4～R8年度 296,000

事項 期間 限度額

地域小児保健医療確保事業 R８～R１２年度 184,000

中島地域の一次救急医療や離島診療を安定して継続するため、病院等を運営する法人に
補助する。また、興居島を含む6島診療所の施設の維持管理を行う。

救急車のない中島本島で365日24時間の患者搬送体制を維持するため、
患者搬送車1台の運行と維持管理をする。

小児救急医療体制を安定化するため、愛媛大学医学部の寄附講座や小児科研修医の
実地研修のほか、救急医療の正しい利用方法の啓発を行う。また、急患医療センターへ
出務可能な医師が高齢化により年々減少していることから、小児科医を確保するため、
市内に小児科を新規開業する場合に、費用の一部を補助する。

事項 期間 限度額



☆健康をつなぐ【健康・医療】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

歯科保健事業 43,734 健康づくり推進課

（債務負担行為）

【新規】 骨粗鬆症検診事業 （再掲）  15,860 健康づくり推進課

生涯健康づくり推進事業 （再掲） 6,518 健康づくり推進課

【新規】 生涯健康づくり推進事業［女性の健康づくり推進事業分］ （再掲） 5,100 健康づくり推進課

感染症対策事業 21,770 保健予防課

自殺対策事業 10,254 保健予防課

A類定期予防接種事業 1,138,467 保健予防課

（債務負担行為）

B類定期予防接種事業 862,290 保健予防課

精神障害者地域移行・地域定着支援事業 2,886 保健予防課

予防接種ワクチン
供給業務委託

R７～R８年度 677,000

予防接種法に規定されたB類疾病（高齢者インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症等）
の発生や重症化を防ぎ、市民の健康を守るため、定期予防接種を行う。

精神科病院等に入院している退院可能な精神障がい者に対し、地域生活への円滑な
移行促進及び安定した地域生活の継続のため、退院のための訓練や
社会的自立のための支援を行う。

感染症の発生動向を調査し、感染予防のための情報発信や注意喚起などの
啓発を行うとともに、感染症発生時には、疫学調査を実施し、感染拡大を防ぐなど、
まん延対策を行う。

自殺が重大な社会問題となっている中、松山市自殺対策基本条例や
第3次松山市自殺対策基本計画に基づき、自殺対策の充実に向けた各種施策を行う。

予防接種法に規定されたA類疾病（日本脳炎、HPV等）の発生やまん延を防ぎ、
市民の健康を守るため、定期予防接種を行う。

事項 期間 限度額

女性のヘルスリテラシー向上のためのイベント実施や女性特有の健康課題に関する
相談窓口の充実等で支援を強化し、暮らしやすいまちの実現につなげるとともに、
いきいきと働き続ける人や家庭・コミュニティーを支える人材を増やす。

節目歯周病検診通知書等
作成・封入封緘業務委託

（令和7年契約分）
R7～R10年度 15,300

健康増進法に基づき、40歳から70歳の5歳刻みの節目にあたる女性を対象に、
エックス線を使用した精度の高い検査方法であるDXA（デキサ）法による
骨量測定を医療機関で実施し、骨粗鬆症の早期発見・早期治療につなげる。

松山市健康増進計画に基づき、ウォーキングや健康教育等の各種事業を通じて、
市民の生涯を通じた健康づくりを支援する。

歯周病等の歯科疾患の予防と歯と口の健康づくりに関する意識の向上を目的に、
１８歳以上の方を対象に歯周病検診・歯科保健指導等を行い、生涯を通じた口腔の
健康管理を進める。

事項 期間 限度額



☆健康をつなぐ【健康・医療】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

動物愛護推進事業 31,346 生活衛生課

松山市斎場再整備事業 37,942 生活衛生課

（債務負担行為）

【新規】 食品衛生事業［食品衛生監視のデジタル化分］ （再掲） 583 衛生検査課

感染症等検査体制整備事業 980 衛生検査課

食品取扱施設への立ち入り監視指導をタブレット端末で実施することにより、効率化する。

病原体を安全に取り扱うことができる検体前処理室（陰圧室）やＰＣＲ機器等を設置し、
将来の感染症の流行を含め、様々な状況に対応できる検査体制を整備する。

今後の火葬需要の増加や既存施設の老朽化に対応するため、松山市斎場の再整備に
取り組む。
令和8年度は、砂防堰堤付近の河川整備を進めるとともに、PFI事業者が実施する
業務内容のモニタリングなどを行う。

事項 期間 限度額

松山市斎場再整備・運営事業 R6～R29年度 14,097,800

はぴまるの丘（松山市動物愛護センター）を拠点とし、動物の適正な飼育や市民の
動物愛護への意識を高め、人と動物が共に安心して暮らせるまちを目指す。
また、クラウドファンディング等の寄附金を活用し、猫の不妊・去勢手術補助事業を
充実させる。



☆自分らしさと誇りをつなぐ【共生社会・コミュニティ】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業（再掲） 9,644

地域振興構想推進事業 （再掲） 23,175

【新規】 地域振興構想推進事業[北条地域移住定住促進事業分]（再掲） 5,000

里島振興事業（再掲） 35,565

【新規】 里島振興事業[里島留学促進事業分]（再掲） 1,000

里島振興事業［里島出会い創出分］（再掲） 2,100

里島地域おこし推進事業（再掲） 16,746

地域におけるまちづくり推進事業（再掲） 87,049

地域協働活動応援事業 58,384

市民活動推進事業 11,323

まちづくり
推進課

まちづくり協議会の設立に向けた支援や設立後の運営支援を行うことで、
住民が主体的にまちづくりに取り組むことができる環境をつくり、
地域課題の解決や魅力創出を進める。
また、まちづくり協議会の活動の情報発信や人材育成などを通じて、
活動の活性化に取り組む。

まちづくり
推進課

防犯や社会福祉活動などで地域コミュニティの活性化に取り組む町内会連合会などの
支援を行う。また、住民が安心してコミュニティ活動に参加できるよう、
活動中に発生した事故を対象とする保険に市が加入する。

まちづくり
推進課

市民や企業からの寄付金と同額の市費を市民活動推進基金として積み立て、
地域の課題解決などに取り組む団体に補助金を交付し、市民活動を支援する。

まちづくり
推進課

松山北高等学校 中島分校の魅力を発信し、
若者が中心となった里島振興を推し進めるため、
中島分校生のアイデアを生かした交流事業等を行う。

まちづくり
推進課

島しょ部への定住を推し進めるため、
出会いの機会を提供する結婚支援イベントを開催する。

まちづくり
推進課

地域おこし協力隊が、島の魅力創出やプロモーション活動などに取り組み、
地域振興の担い手として交流人口の拡大や地域経済の活性化を目指す。

まちづくり
推進課

忽那諸島、風早、三津浜、久谷について、松山市地域振興構想に掲げるめざすまちの姿を
達成するため、各地域の特色を生かしたまちづくりを地域と協働して進める。
また、大学やNPO等と連携したまちづくり人材の育成に取り組む。

まちづくり
推進課

北条地域に賑わい創出拠点を設置し、
地域の空き家・空き店舗等の情報収集とマッチングを目的とした
空き家バンクを構築することで、移住定住や新規出店を促す。

まちづくり
推進課

島しょ部への定住や交流を推し進めるため、お試し移住施設の運営や通勤通学補助、
里島ツーリズムの実施など、島しょ部の活性化に取り組む。

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

まちづくり
推進課

坂の上の雲ミュージアムをまちづくりの中核施設として活用するとともに、
地域の宝の保存、活用、継承などを目的とした解説板や案内標識等の設置を支援する。
また、センターゾーン・サブセンターゾーンの地域資源を巡るウォーキングイベントや
サイクルロゲイニング大会の実施、パンフレットによる広報を行うなど、
『坂の上の雲』のまちづくりに取り組む。



☆自分らしさと誇りをつなぐ【共生社会・コミュニティ】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

坂の上の雲ミュージアム企画展示事業（再掲） 30,703

文化振興事業 （再掲） 39,934 文化・ことば課

【新規】 文化振興事業［東京ガールズコレクション地方創生プロジェクト誘致事業分］（再掲） 30,000 文化・ことば課

【新規】 愚陀佛庵整備事業（再掲） 82,742 文化・ことば課

【新規】 愚陀佛庵管理運営事業（再掲） 21,231 文化・ことば課

（債務負担行為）

ふるさと館管理運営事業 54,524

（債務負担行為）

市民会館管理運営事業 245,008

（債務負担行為）

【拡充】 総合コミュニティセンター管理運営事業（再掲） 816,801

（債務負担行為）

スポーティング
シティ推進課

教育文化の振興や市民の健康増進、市民福祉の高揚を目的に設置された
総合コミュニティセンターの管理運営を指定管理者に委託し、
利用促進とサービスの維持・向上を目指す。
令和8年度は、体育館棟東側広場の花壇の撤去や通路の拡張などを行い、
スムーズかつ安全な入退場や、賑わいづくりの強化につなげる。

事項 期間 限度額

松山市総合コミュニティセンター
指定管理委託

R5～R10年度 3,924,200

スポーティング
シティ推進課

教育文化施設である松山市民会館の管理運営を指定管理者に委託し、
利用促進とサービスの維持・向上を目指すとともに、北条市民会館を管理運営する。

事項 期間 限度額

松山市民会館指定管理委託 R5～R10年度 1,232,400

スポーティング
シティ推進課

教育文化施設であるふるさと館の管理運営を指定管理者に委託し、
利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

北条ふるさと館指定管理委託 R3～R8年度 178,500

愚陀佛庵整備事業 R7～R8年度 73,000

松山市愚陀佛庵指定管理委託 R7～R10年度 53,700

坂の上の雲
ミュージアム

坂の上の雲ミュージアムで毎年開催する企画展の計画策定・展示設計・展示制作などを
行う。

文化芸術の振興による魅力あふれるまちづくりのため、松山市文化芸術振興計画の
将来ビジョン「市民全員が“まつやま文化人”」を目指す。
引き続き、市民が文化芸術に気軽に触れられる機会を創出するほか、
将来の文化施設の在り方を検討する。

地域の活性化を目指す「東京ガールズコレクション地方創生プロジェクト」を誘致し、
ファッションや音楽などの若者文化に活気を与えるとともに、
本市の魅力を全国に発信する。

愚陀佛庵を再建し、管理・運営することで、『文学のまち』を広く発信し、
まちの新しい魅力と賑わいを創出するとともに、
こどもたちの松山への誇りと愛着を育む。
令和8年度は、施設の建設を進め、夏頃からの供用開始を目指すとともに、
プレイベントやオープニング式典などを行う。

事項 期間 限度額



☆自分らしさと誇りをつなぐ【共生社会・コミュニティ】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

松山市文化・スポーツ振興財団事業振興補助金 116,868

文化スポーツ振興事業補助金 30,917

野外活動センター管理運営事業 251,278

（債務負担行為）

市民スポーツ活動活性化事業（再掲） 4,443

社会体育振興事業 （再掲） 41,265

【新規】 社会体育振興事業［女子野球広島広域都市圏交流事業分］（再掲） 3,000

スポーツセンター管理事業 149,315

（債務負担行為）

【新規】 スポーツセンター管理事業［陸上競技場 天然芝 全面張替え工事分］（再掲） 57,000

（債務負担行為）

中島Ｂ＆Ｇ海洋センター事業 59,660

（債務負担行為）

スポーティング
シティ推進課

海洋性レクリエーションや自然と触れ合う生涯学習・生涯スポーツを通じて、
青少年の健全育成や地域住民の健康づくりにつなげるため、
中島B&G海洋センターなどの管理運営を指定管理者に委託し、
利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

中島B&G海洋センター及び
西中島多目的広場指定管理委託

R7～R10年度 192,100

スポーティング
シティ推進課

北条スポーツセンター陸上競技場の天然芝を全面的に張り替え、
陸上やサッカー等の競技環境を改善する。

事項 期間 限度額

北条スポーツセンター
陸上競技場天然芝
全面張替え工事

R8～R9年度 113,000

スポーティング
シティ推進課

北部地域のスポーツ活動拠点である北条スポーツセンターなどの管理運営を
指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

北条スポーツセンター及び
北条体育館指定管理委託

R5～R10年度 587,400

スポーティング
シティ推進課

市民が生涯にわたりスポーツを楽しむことができるよう、各種スポーツ大会や
市民体育祭を開催するとともに、市長旗杯大会を開催する各種団体を支援する。

スポーティング
シティ推進課

スポーツの振興・普及のため、「愛媛マラソン」「トライアスロン中島大会」などの
大規模な大会や各種スポーツ大会への支援に加え、スポーツ功労者の表彰などに
取り組む。

スポーティング
シティ推進課

広島広域都市圏の女子野球チームとの交流試合や、野球体験教室等のイベントを開催し、
競技力向上や競技人口・認知度の拡大につなげる。

事項 期間 限度額

松山市野外活動センター
指定管理委託

R5～R10年度 1,198,100

スポーティング
シティ推進課

松山市文化・スポーツ振興財団の運営を支援し、財団運営の安定化に取り組む。

スポーティング
シティ推進課

松山市文化・スポーツ振興財団が行う事業を支援し、文化・スポーツ活動の活性化を
進める。

スポーティング
シティ推進課

野外活動で心身の健康を増進し、市民に四季を通して憩える場を提供するため、
管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。



☆自分らしさと誇りをつなぐ【共生社会・コミュニティ】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

体育施設管理運営事業 86,050

（債務負担行為）

中央公園管理運営事業 899,772

（債務負担行為）

中央公園改修整備事業 195,558

（債務負担行為）

（文教消防関係）

公民館笑顔あふれる絆づくり推進事業 30,320 地域学習振興課

公民館元気活力支援事業 38,684 地域学習振興課

中島総合文化センター管理事業 27,923 地域学習振興課

台北市との小中学校友好交流事業 41 学校教育課

分館建設事業 105,573 学習施設課

温もりのある地域の絆をより深めるため、
住民自らのアイデアと工夫で行う地域の素材や特性を生かした活動を支援する。

地域住民のニーズに合った講座や地域課題の解決につながる活動等を行うことで、
地域に密着した円滑な公民館運営と生涯学習の推進を目指す。

施設の維持管理や中島地域の生涯学習を振興するとともに、
島の文化を内外に発信する。

友好交流協定を締結した台北市との友好関係の更なる発展や、
国際理解教育を推進するため、台北市の小中学校とのメッセージ交換等の交流や、
友好交流推進員（台北市の留学生を任命）を活用した台湾に関する学習を行う。

老朽化が進んでいる東石井分館（石井地区）を改築する。

スポーティング
シティ推進課

中央公園の施設機能を維持するとともに、利用者に安全で快適な施設を提供し、
スポーツの普及・振興につなげるため、施設や設備などを改修整備する。

事項 期間 限度額

アクアパレットまつやま
建物改修事業

R7～R8年度 87,800

松山中央公園指定管理委託 R5～R10年度 2,986,500

松山中央公園プール
指定管理委託

R7～R10年度 1,191,600

別府第一市民運動広場等
指定管理委託

R5～R10年度 160,000

スポーティング
シティ推進課

スポーツ活動の拠点である中央公園の管理運営を指定管理者に委託し、
利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

スポーティング
シティ推進課

体育施設を適切に維持管理し、充実したスポーツ施設として市民に提供するため、
管理運営を指定管理者に委託し、利用促進とサービスの維持・向上を目指す。

事項 期間 限度額

河野別府公園市民グランド等
指定管理委託

R3～R8年度 40,200



☆自分らしさと誇りをつなぐ【共生社会・コミュニティ】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

公民館施設マネジメント事業 47,840 学習施設課

【新規】 湯山地区複合施設整備事業（再掲） 320,720 学習施設課

文化財保護管理事業 3,608 文化財課

文化財めぐり事業 （再掲） 1,939 文化財課

釣島灯台旧官舎管理運営事業 1,366 文化財課

県指定史跡庚申庵活用事業 13,299 文化財課

（債務負担行為）

一草庵公開活用事業 2,976 文化財課

渡部家住宅保存管理事業 4,217 文化財課

埋蔵文化財センター管理・教育普及事業 （再掲） 256,268 文化財課

（債務負担行為）

市内遺跡発掘調査事業 24,264 文化財課

埋蔵文化財の保存・保護のため、個人住宅などの開発に必要な
発掘調査費用の負担を軽減するとともに、市民の文化財保護の意識を高める。

事項 期間 限度額

松山市立埋蔵文化財センター
指定管理委託

R5～R10年度 1,145,000

松山市庚申庵史跡庭園
指定管理委託

R5～R10年度 67,100

種田山頭火の終焉の地に建つ「一草庵」を土曜、日曜、祝日など年間約120日公開し、
俳句のまちにふさわしい文化的観光施設として積極的に活用する。

国の重要文化財「渡部家住宅」を適切に保存管理しながら、日曜日に公開する。

松山市立埋蔵文化財センターを適正で効率的に管理運営するとともに、
埋蔵文化財や本市の歴史・文化を普及啓発する。

湯山公民館の改築にあわせて、湯山支所との複合施設を整備する。

所管施設の維持管理業務を行うほか、
令和６年７月に文化庁の認定を受けた文化財保存活用地域計画を基に、
継続性と一貫性のある文化財の保存や活用を促進する。

国・県・市指定文化財など、郷土にある様々な文化遺産を見学する機会を作り、
文化財保護の意識を高める。

維持管理ボランティアによる体験学習会の実施や、
灯台や旧官舎を見学するクルージング事業を支援するなど、
貴重な近代化遺産である釣島灯台旧官舎を公開活用する。

松山の俳人、栗田樗堂が造った草庵、
県指定史跡庚申庵の庭園や庵を管理し、史跡を公開活用する。

事項 期間 限度額

安全・安心な施設を整備するため、長寿命化計画に基づき、
公民館の老朽化状況や将来の需要に応じて、
適切な時期に適切な規模で改修などを行い長寿命化などを進める。
令和8年度は、味生地区で工事を実施する。



☆自分らしさと誇りをつなぐ【共生社会・コミュニティ】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

久米官衙遺跡群遺構保全事業 2,176 文化財課

葉佐池古墳公園公開活用事業　 5,591 文化財課

図書館運営事業 404,583

（債務負担行為）

図書館資料購入事業 49,000

読書振興事業 813

ブックスタート事業 1,829

（市民福祉関係）

平和事業［「掩体壕」活用・平和の語り部派遣分を含む］（再掲） 3,659 市民生活課

【新規】 男女共同参画推進事業［女性活躍モデル企業育成事業分］（再掲） 9,900

【新規】 男女共同参画推進事業［女性のデジタル人材育成・キャリア支援事業分］（再掲） 5,000

「平和資料展」や「平和の語り部」の派遣、市指定有形文化財「掩体壕」の利活用などで、
市民の平和への意識を高めるとともに、平和の大切さを語り継いでいく。
また、市内の小学生に「掩体壕」を見学する機会を提供し、
戦争の悲惨さや平和の尊さを、次世代を担うこどもたちに伝えていく。

人権・共生社会
推進課

本市の「女性活躍」や「働き方改革」を一層推し進めるため、
魅力的な職場・環境づくりに積極的な市内企業等を伴走型で支援する。
若手・中堅社員の育成セミナー開催や、専門家による助言などにより、
「働きがい」「働きやすさ」を備えた企業等の増加を目指すほか、
女性活躍の企業認証取得等に向け、レベルアップを支援する。

人権・共生社会
推進課

地方で活躍し、安定した収入が得られる女性デジタル人材を育成するため、
出産・育児から復職を目指す女性や非正規で働く女性等を対象に
デジタル技術の習得などリスキリングやキャリア形成を支援し、
希望する多様な働き方の実現や就業機会の拡充につなげる。

中央図書館
事務所

市民の生涯学習を支援する情報拠点としての機能を果たすため、
新しい資料の購入や汚破損資料の更新などを行い、
社会情勢の変化や最新のニーズに対応した資料の充実を目指す。

中央図書館
事務所

子どもの発達段階に応じた読書習慣の形成と、各世代の読書活動推進に
取り組むため、情報を収集し、関係機関と連携した取組やイベントを充実させる。

中央図書館
事務所

本市の全ての新生児とその保護者に絵本を手渡すことで、
乳幼児期の読み聞かせを通じて、ふれあいの大切さを伝える。

松山市立図書館窓口等運営業務
委託（中央・三津浜・北条図書館）

R7～R12年度 923,500

中央図書館大規模改修 R8～R9年度 563,000

国史跡に指定された久米官衙遺跡群を適切に保存管理しながら、
整備手法や活用方法を検討する。

葉佐池古墳公園を適切に維持管理するとともに、文化財を公開活用する。

中央図書館
事務所

窓口等運営業務を民間に委託し効率的に管理運営するとともに、
図書館情報システムを活用し、利用者の利便性を高める。
また、老朽化した施設を改修し、施設の保全を図る。

事項 期間 限度額



☆自分らしさと誇りをつなぐ【共生社会・コミュニティ】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

男女共同参画推進センター管理運営事業 193,876

（債務負担行為）

松山市人権教育推進協議会事業 15,144

企業に対する人権教育推進事業 869

（都市整備関係）

松山城管理事業【松山城】 165,514 公園管理課

（産業経済関係）

（公財）松山国際交流協会運営補助事業 116,430

国際交流推進事業 13,582

国際交流推進事業［サクラメント市姉妹都市提携45周年記念事業分］ 1,548

観光・
国際交流課

国際体験による人材育成や在住外国人の支援など、市民の国際交流の機会をつくり、
地域の国際化、多文化共生の推進に取り組む松山国際交流協会に運営費を補助する。
令和８年度は、サクラメント市からの代表団の受入を行う。

観光・
国際交流課

姉妹・友好都市を中心に国際交流を推進するとともに、国際性豊かな人材育成や
国際交流の機会をつくることで、本市の国際化につなげる。

観光・
国際交流課サクラメント市姉妹都市提携45周年を記念した事業を実施し、サクラメント市との交流を

更に深める。

事項 期間 限度額

松山城天守・ロープウエイ
東雲口駅舎等指定管理委託

R4～R9年度 1,020,900

人権・共生社会
推進課

関係機関・団体・企業などと連携し、人権教育や啓発活動を推し進める。

人権・共生社会
推進課

中小企業等の従業員などを対象に人権啓発講座を開催し、人権尊重意識を高める。

松山城やロープウェイ等を適切に管理運営し、重要文化財や史跡等の魅力を
広く発信するとともに、観光客の満足度を高める。

(債務負担行為)

松山市男女共同参画推進センター
外壁改修工事

R7～R8年度 44,500

松山市男女共同参画推進センター
エレベーター改修工事

R8～R9年度 43,300

事項 期間 限度額

松山市男女共同参画推進センター
指定管理委託

R5～R10年度 670,000

人権・共生社会
推進課

男女共同参画の視点を盛り込んだ様々なテーマの講座を開催するほか、
企業や市民グループへの講師派遣など各種事業を実施することで、
社会のあらゆる分野で男女が共に参画することができる環境づくりを推し進める。



☆ワクワクを全国・世界へつなぐ【都市の魅力】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

まつやま　首都圏シティプロモーション事業（再掲） 1,022 東京事務所

都市ブランド戦略推進事業（再掲） 16,053

都市イメージ向上事業（再掲） 30,226

（債務負担行為）

移住定住促進事業（再掲） 54,287

【新規】 移住定住促進事業[移住体感ツアー運営事業分]（再掲） 1,500

【新規】 移住定住促進事業[まつやま・家族いらっしゃい事業分]（再掲） 2,000

【新規】 移住定住促進事業[移住者住宅改修支援事業分]（再掲） 4,000

ことばのちからイベント事業 （再掲） 31,781 文化・ことば課

俳句ポスト事業（再掲） 7,804 文化・ことば課

まちづくり
推進課

県外からの移住者が行う空き家の改修等に対する補助金に
島しょ部枠を設け、お試し移住施設や空き家バンクと連携した
島しょ部への移住定住を促す。

「俳句甲子園」や「俳都松山PR事業」、「街はことばのミュージアム」など、
ことばをキーワードとした事業を展開し、
「ことばを大切にするまち松山」を市内外に発信する。
引き続き、過去の「ことば募集」で寄せられた、
ことば作品の掲出や群読コンクールを開催する。

俳句ポストに投稿された俳句の選考と発表を行い、観光客や市民が
より松山の俳句文化に親しめる環境を整える。
また、俳句投稿サイト「俳句ポスト365」を運営し、俳都松山をPRする。

まちづくり
推進課

松山への新しい人の流れをつくるため、若者目線で松山の魅力を発信する「マツワカ」の
活動のほか、移住希望者に寄り添ったオーダーメイド型移住体感ツアーや
若者・子育て世帯を対象に支援を行うことで、「住みたい」「住み続けたい」まちを目指す。

まちづくり
推進課

松山への移住に高い関心を持つ３５歳未満の女性向けに移住体感ツアーを開催し、
松山の魅力ある地域巡りや、企業見学、先輩移住者との交流会等で
「暮らし方」と「働き方」を体感してもらう。

まちづくり
推進課

若者のUIJターンを更に進めるため、
子育て世帯や若者夫婦等を対象に行っている引越し費用の支援の対象を、
３５歳未満の若者単身者まで拡大する。

シティプロモー
ション推進課

「選ばれる都市」を実現するため、本市の魅力ある資源や特性を生かして、
都市イメージと認知度を高める。また、フリーペーパー『暖暖松山』の発行や
インスタグラムを活用して、戦略的・効果的なシティプロモーションを展開する。

事項 期間 限度額

『暖暖松山』魅力発信事業 R6～R９年度 46,500

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

松山の「地域イメージの向上」や、「交流・移住人口の増加」につなげるため、東京事務所の
立地面での利点を生かしながら、効果的なプロモーションを展開していく。

シティプロモー
ション推進課

「第2期松山市都市ブランド戦略」に基づき、市の内外から選ばれるまちの実現を
目指して、効果的なブランディングを推し進める。
令和8年度は、「幸せになろう。」メッセージの受賞作品を活用した
プロモーションのほか、ウェブサイトやSNS等での情報発信に取り組む。



☆ワクワクを全国・世界へつなぐ【都市の魅力】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

文学賞運営事業（再掲） 24,463 文化・ことば課 

（債務負担行為）

スポーティングシティまつやま推進事業（再掲） 54,665

（文教消防関係）

子規記念博物館管理運営事業（再掲） 175,794 子規記念博物館

（債務負担行為）

子規記念博物館企画展示事業 （再掲） 13,898 子規記念博物館

（産業経済関係）

商店街空き店舗出店促進事業 35,200

【新規】 商店街空き店舗出店促進事業 ［商店街空き店舗利子補給事業分］ （再掲） 1,000

（債務負担行為）

まつやま産業まつり事業（再掲） 15,510

商店街空き店舗対策
利子補給金

令和8年度から、中央商店街の空き店舗に出店し、
出店に係る資金を金融機関から融資を受けた
事業者に対し、年額５万円を限度に
２年間で最大１０万円を利子補給する。

ふるさと納税・
経営支援課

地域の特産品の展示・販売などを通じ、各種産業を広く周知することで、
活力ある産業の発展につなげるとともに、城山公園周辺の賑わいを創出するため、
「えひめ・まつやま産業まつり」を愛媛県と共同開催する。

正岡子規をはじめ、周辺の人々やふるさと松山の資料を体系的に展示する。
令和8年度の特別企画展は、愚陀佛庵再建と
漱石の小説「坊っちやん」発表120周年を記念し、子規と漱石の交流や
小説「坊っちやん」の舞台とされる当時の松山などについて紹介する。
また収蔵資料を活用した特別展のほか、資料修復やデジタルアーカイブなどで、
収蔵資料を適切に保管し活用する。

企業立地・
産業創出課

商店街の空き店舗を減らし、魅力を高め、賑わいを創出するため、商店街の空き店舗への
新規出店者に対し、出店奨励金を給付する。

企業立地・
産業創出課

中央商店街の空き店舗に出店し、金融機関から出店に係る資金の融資を受けた事業者に
対し、利子補給による支援を行うことで、金利負担の軽減を図る。

事項 期間 限度額

事項 期間 限度額

子規記念博物館指定管理委託 R6～R11年度 705,000

文学賞運営業務委託 R7～R8年度 22,000

スポーティング
シティ推進課

スポーツを切り口に、国内外での交流人口の拡大を目指し、関係団体や民間事業者と
一層連携し、スポーツコンベンションの誘致やプロスポーツ支援に取り組む。

子規記念博物館の管理運営に指定管理者制度を導入し、
民間が持つ経験と知識を生かした博物館の活性化と効果的な運営を行う。

俳句と同じく短いことばでアイデアを表現する「ショートショート」の文学賞である
「坊っちゃん文学賞」で、「ことばと文学のまち松山」を一層全国に発信する。

事項 期間 限度額



☆ワクワクを全国・世界へつなぐ【都市の魅力】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

デジタルマーケティングを活用した関係人口創出・拡大事業（再掲） 52,722

国際観光客誘致促進事業 （再掲） 496,607

【新規】 国際観光客誘致促進事業［インバウンド等誘客促進事業分］ （再掲） 12,000

（公財）松山観光コンベンション協会運営補助事業 230,594

二之丸史跡庭園誘客促進事業（再掲） 5,465

松山を楽しもうキャンペーン事業（再掲） 23,000

観光WEBプロモーション事業 6,707

【新規】 観光WEBプロモーション事業［インバウンド等誘客促進事業分］ （再掲） 2,167

松山はいく事業 11,382

誘客促進・観光おもてなし事業 2,455

鹿島賑わい活性化事業（再掲） 21,275

修学旅行誘致促進事業（再掲） 5,016

広域・観光交流事業（再掲）　 7,467

観光・
国際交流課

鹿島公園を安全で快適に管理しながら、島の魅力を広く発信して
来島者の増加につなげる。

観光・
国際交流課

学校や旅行会社への営業活動や情報発信、体験メニューの開発などを行うことで、
修学旅行の誘致・定着を図る。

観光・
国際交流課

本市とのゆかりや深いつながりがある都市や近隣市町との連携事業などを実施し、
観光交流人口の拡大につなげる。

観光・
国際交流課外国人向けインスタグラムアカウントを開設するほか、公式観光ＷＥＢサイトに

自動翻訳機能を導入し、外国人の関心の高い情報を、タイムリーかつ正確に発信する。

観光・
国際交流課

歴史や文学をテーマとする有料まち歩きガイド「松山はいく」の旅行商品の開発と
販売の促進により、交流人口を拡大し観光客の満足度を向上させる。

観光・
国際交流課

まつやま観光キッズの活動や、観光事業者などを対象にした講座などにより、
国内外の観光客の受入態勢を充実させる。

観光・
国際交流課

二之丸史跡庭園で季節に応じたイベントを開催し魅力を充実させることで、
集客を促し、来場者の満足度を高める。

観光・
国際交流課

中心市街地を活性化するため、新聞社や放送局などの県内主要メディアが一体となり
行政と連携しながら、城山公園を中心に「松山を楽しもうキャンペーン」を開催する。

観光・
国際交流課

観光情報公式WEBサイト「四国松山　瀬戸内松山」や公式SNSの運営・更新などを行う。

観光・
国際交流課

愛媛県などと連携したインバウンドの誘致促進などに取り組む。

観光・
国際交流課本市と交流が深い台湾と消費単価が高い欧米豪をターゲットとして、

モニターツアーを開催するなど、戦略的にインバウンド誘客を推し進める。

観光・
国際交流課

国内外の観光客や国内・国際コンベンションの誘致などで、観光・物産の振興に取り組む
松山観光コンベンション協会に運営費を補助する。

ふるさと納税・
経営支援課

デジタルマーケティングを用いた効果的なプロモーションにより、
観光・物産・ふるさと納税で回遊性を持たせながら、産業振興や関係人口の拡大、
データ活用人材の育成等により地域経済の活性化に取り組む。



☆ワクワクを全国・世界へつなぐ【都市の魅力】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 瀬戸内・松山観光ビジネス戦略事業（再掲） 36,918

クルーズ船誘致・受入推進事業（再掲） 30,671

MICE誘致促進事業 4,217

【新規】 観光振興計画策定事業（再掲） 12,017

広域連携による誘客推進事業（再掲） 7,457

【新規】 ユニバーサルツーリズム推進事業 （再掲）                           7,020

松山城誘客促進事業【松山城】（再掲） 56,897

【拡充】 道後温泉活性化事業（再掲） 79,136 道後温泉事務所

【新規】 道後温泉活性化事業［道後地域の魅力拡大事業分］（再掲） 2,200 道後温泉事務所

源泉井戸及び分湯場施設等の改修事業 【道後】 13,300 道後温泉事務所

道後温泉の上人坂エリアで体験コンテンツの創出や定期的なイベントを開催することで、
道後温泉地区の周遊性・滞在性の向上につなげ、更なる賑わい創出を目指す。

道後温泉源泉井戸及び配湯施設等の改修実施計画に基づき、日常点検を踏まえて
優先順位をつけながら老朽化した施設等の改修工事などを行う。

アートプロジェクト「蜷川実花 with EiM × 道後温泉 DOGO ART」を引き続き開催し、
更なる地域経済の活性化と賑わい創出に取り組む。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

道後温泉活性化事業 R7～R8年度 57,200千円

観光・
国際交流課

広域的な誘客を推進する各種団体に参画し、
本市の観光PR及び戦略的なプロモーションを行う。

観光・
国際交流課

今後も増加が見込まれる高齢者や障がい者などの旅行需要に対応するため、
そのニーズを的確に把握するとともに、誰もが快適に旅行できる環境づくりに
取り組むことで、「ユニバーサルツーリズム」の普及・定着を目指す。
令和８年度は、高齢者や障がい者に関係する事業者などと連携し、
モニターツアーを実施する。

観光・
国際交流課

松山城で夜間のライトアップイベントを開催するなど、魅力を充実させることで
集客を促し、来場者の満足度を高める。

クルーズ船受入等業務委託 R7～R8年度 11,200千円

観光・
国際交流課

MICE誘致や開催支援を強化し、観光誘客のさらなる推進と地域経済の活性化を目指す。

観光・
国際交流課観光を取り巻く環境が変化する中、松山市の観光振興の方向性を明確にし、

戦略的かつ効果的な施策を推進していくため、「（仮称）松山市観光振興計画」
を策定する。

観光・
国際交流課

広島地域の自治体や交通事業者と連携した観光商品の造成やPR活動など、
幅広い地域からの誘客に取り組むことで、瀬戸内・松山地域の周遊旅行の定着を目指す。
令和８年度は、生成AIを活用した対話型の観光案内を試行する。

観光・
国際交流課

松山港に寄港するクルーズ船を誘致するために愛媛県と連携し、船会社への
商談会などに参加し、本市の魅力をPRするほか、寄港時には乗客に観光案内などで
市内周遊を促し、地域経済の活性化につなげる。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額



☆人と仕事と暮らしをつなぐ【経済・産業】
（単位：千円）

予算額 担当課

（都市整備関係）

松山港利用促進事業 1,626 都市・交通計画課

（産業経済関係）

松山市商業振興対策事業 3,220

松山市商業振興対策事業［商店街等連携・賑わい創出支援事業分］（再掲） 17,000

商店街等活性化事業 （再掲） 10,736

【新規】 商店街等活性化事業［チャレンジショップ等支援事業分］（再掲） 15,000

産業立地セールス事業 （再掲） 113,302

プロテイン・アイランド・松山開催事業 1,800

スタートアップ総合支援事業（再掲） 13,894

都市部人材等活用支援事業（再掲） 16,291

データサイエンス活用支援事業（再掲） 5,592

労働福祉団体貸付金事業 245,000

中小企業振興円卓会議運営事業 4,000 ふるさと納税・
経営支援課

中小企業振興円卓会議が実施する中小企業振興につながる取り組みを支援する。

企業立地・
産業創出課

市内企業と都市部等の高度な技術やスキルを有する人材やスタートアップ企業等との
マッチングを支援し、新しいアイデアや高度な技術による新事業の創出につなげる。

企業立地・
産業創出課

大学生等を対象にデータサイエンティストを育成するとともに、学生と企業が市内企業の
データを活用しながら企業の課題解決への取組を支援する。

ふるさと納税・
経営支援課

勤労者のための関係機関に資金を貸し付けることで、勤労者の福祉を向上させる。

企業立地・
産業創出課

市内外企業への営業活動などで、本市への立地を促進する。

企業立地・
産業創出課

本市をタンパク質研究やバイオの国際拠点にするため、愛媛大学や愛媛県、関係団体など
と共同で国際学術シンポジウムや一般向け体験セミナーなどを開催する。

企業立地・
産業創出課

社会課題を解決しながら経済活性化をけん引し、急速に成長することで、多くの雇用を
生み出すスタートアップの創出に向け、大学などと連携した学生等への起業支援のほか、
市内企業が新しいビジネスを創出し持続的に成長するため、
市外企業とのマッチング支援等を行う。

企業立地・
産業創出課

商店街等の魅力創出や回遊性向上を図る取組を支援し、賑わいを創出する。

企業立地・
産業創出課

商店街の活性化に取り組む団体の活動を支援することで、空き店舗率の改善や
商店街の利用者増加につなげて、市内商店街の賑わいを創出する。

企業立地・
産業創出課

銀天街周辺の空き店舗等に創業者向けのチャレンジショップができる場を提供するほか、
中央商店街の路面を活用した活性化イベントを支援することで賑わいを創出する。

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

松山港での集荷を促進し、国際定期貨物航路網の維持や拡充を目的に、
松山港利用促進協議会が実施する利用促進事業を支援する。

企業立地・
産業創出課

市内の商業振興支援団体が連携し、商業者の育成や販売促進などの支援を行う。



☆人と仕事と暮らしをつなぐ【経済・産業】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

商工会議所等支援事業 16,350

【拡充】 中小企業資金貸付事業（再掲） 2,708,855

【物価高騰対策】

（債務負担行為）

中小企業販路拡大事業 （再掲） 16,318

【新規】 中小企業販路拡大事業 ［関西圏での共同ＰＲ販売会分］（再掲） 1,170

【新規】 事業承継推進事業(再掲)         2,000

（債務負担行為）

【新規】 デジタル人材活用・定着プロジェクト(再掲)                2,500

事項 期間 限度額

事業承継利子補給金

令和８年度から、日本政策金融公庫が取り扱う
事業承継向けの融資制度を利用して
市内の事業を承継する事業者に対し、
年1.0％を限度として利子補給する。

ふるさと納税・
経営支援課

市内企業のデジタル化基盤の強化とデジタル人材の地元定着等に向けて、
専門家等の支援による課題解決プロジェクトを実施する。

ふるさと納税・
経営支援課

松山圏域で連携し、中小企業などが県内外の複数の大手企業などに直接売り込む
「逆」商談会を地元で開催し、販路を拡大する。また、台湾を中心とする海外へ販路拡大を
支援する。さらに、ECモールへ進出する事業者への支援も行う。

ふるさと納税・
経営支援課

広島広域都市圏と松山圏域との相互連携に関する協定に基づき、
中小事業者の販路拡大及び圏域内産品の消費拡大に向け、
関西圏で共同ＰＲ・販売イベントを開催する。

ふるさと納税・
経営支援課

政府系金融機関の事業承継者向けの融資制度を利用して
市内で継承する事業者に対し、利子を補給する。
また、地域金融機関が持つネットワークを活用し、
事業承継を検討する中小企業向けにセミナーを開催する。

松山市新型コロナウイルス対策等
資金融資利子補給金

令和2年度から、松山市中小企業資金融資制度を
利用して一定の要件を満たす中小企業者又は
当該融資を行った金融機関に対し、年1.5％を
限度として利子補給する。

経営安定化資金利子補給金

令和8年度から、本市が実施している
経営安定化資金融資制度を利用する事業者
又は当該融資を行った金融機関を対象に、
年0.5%を限度として利子補給する。

生活衛生改善貸付利子補給金

令和8年度から、日本政策金融公庫が取り扱う
生活衛生同業組合等向けの融資
（生活衛生改善貸付）制度を利用する事業者を
対象に、年1.0%を限度として利子補給する。

事項 期間 限度額

創業者支援利子補給金
平成24年度から、日本政策金融公庫が取り扱う
創業者向けの融資制度を利用して市内で創業する
事業者に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山市設備資金融資
利子補給金

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を
利用して一定の要件を満たす中小企業者又は
当該融資を行った金融機関に対し、年1.0％を
限度として利子補給する。

ふるさと納税・
経営支援課

商工業振興を担う松山商工会議所、北条商工会、中島商工会に補助する。

ふるさと納税・
経営支援課

中小企業者などの創業や経営を支援するため、低金利融資や保証料補助、
利子補給を行う。
令和８年度は、本市の融資制度の融資上限額の拡大と、経営安定化資金融資制度を
利用する事業者又は当該融資を行った金融機関及び生活衛生改善貸付制度を利用する
事業者を対象とした利子補給を行う。



☆人と仕事と暮らしをつなぐ【経済・産業】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

松山しごと創造センター運営事業（再掲） 49,074

（債務負担行為）

人材確保・育成支援事業（再掲） 15,152

【拡充】 賃上げ応援奨励金（再掲） 329,000

【物価高騰対策】

中小企業デジタルイノベーション支援事業（再掲） 23,590

松山市勤労者福祉サービスセンター共済事業 【勤労者】 77,003

中山間地域等直接支払推進事業 107,440 農林水産振興課

水田農業担い手支援事業（再掲） 1,012 農林水産振興課

経営所得安定対策等推進事業 4,300 農林水産振興課

環境保全型農業直接支援対策事業 7,236 農林水産振興課

有害鳥獣捕獲緊急対策事業（再掲） 114,075 農林水産振興課

新規就農者定着支援事業 112,721 農林水産振興課

農作物の被害軽減のため、有害鳥獣（イノシシ・サル・シカなど）を捕獲した場合に
報償金を支払うほか、侵入を防ぐ電気柵等の資材購入費用などを補助する。

農業経営開始直後の青年新規就農者の経営の安定と就農意欲の向上、
農業への定着を目指し、国の制度を活用して支援する。

ふるさと納税・
経営支援課

中小企業の勤労者が、豊かで充実した生活を送ることができるように
福利厚生事業を行う。

農業生産条件の不利な中山間地域などで農業生産を維持する活動を支援するため、
協定に基づき集落が行う農用地の維持・管理に必要な経費を、面積に応じて交付する。

水田農業の経営発展と水田の効率的な利用のため、農地中間管理事業を利用し、
新たに水田を集積する農地利用者に奨励金を交付する。

水田農業の振興のため、国の経営所得安定対策等推進事業の事務を担う
松山市地域農業再生協議会に補助する。

地球温暖化の防止や生物多様性の保全などに効果が高い営農活動の普及を
推し進めるため、有機農業などに取り組む農業者を支援する。

ふるさと納税・
経営支援課

人材不足や物価高騰など厳しい経営環境の中でも、人への投資を行い、企業の成長に
つなげようとする企業を後押しするため、重要な経営資源である従業員の確保や
育成に取り組む企業を支援するほか、外国人材の日本語能力習得などにも取り組む。

ふるさと納税・
経営支援課

物価高騰等の影響を受ける中、持続的な賃上げに取り組む市内中小事業者を
後押しするため、従業員の賃金を引き上げた中小事業者等に奨励金を給付する。
令和8年度は、対象者への奨励金を1,500人分追加し、約6,500人に給付する。

ふるさと納税・
経営支援課

デジタル技術を活用した生産性向上等に取り組む事業者や、DXでビジネスモデルを
変革する事業者を支援する。
また、デジタル人材の育成と地元定着を促すため、資格取得に対する支援や新入社員への
奨学金返済支援を行う企業に助成する。

ふるさと納税・
経営支援課

創業や経営の支援など、「しごと」に関する幅広いサービスを、ワンストップで提供する
「松山しごと創造センター」を管理運営する。

事項 期間 限度額

松山しごと創造センター
運営委託

R5～R8年度 147,000



☆人と仕事と暮らしをつなぐ【経済・産業】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

農地集積・集約化対策事業 17,075 農林水産振興課

農業後継者対策事業（再掲） 635 農林水産振興課

農業用廃プラスチック適正処理推進協議会補助金 1,399 農林水産振興課

担い手等経営発展支援事業（再掲） 2,061 農林水産振興課

流通販売促進事業（再掲） 23,469 農林水産振興課

荒廃農地再生利用事業（再掲） 521 農林水産振興課

産地生産基盤パワーアップ事業 135,001 農林水産振興課

農業ＤＸ推進事業（再掲） 2,206 農林水産振興課

野菜共同利用施設整備支援事業 9,899 農林水産振興課

【新規】 高温耐性米導入支援事業（再掲） 2,615 農林水産振興課

研究指導事業 7,418 農林水産振興課

野菜・花き・果樹の現地指導とタブレットやスマートフォンを活用した
栽培指導を行うとともに、消費者ニーズや生活様式の変化に対応した品目の
試験栽培や導入の推進、アボカド、ユーカリなどの優良種苗分譲で、
農家の安定した生産活動と所得向上を目指す。

「まつやま農林水産物ブランド」を生産者、販売者、消費者が誇れる
トップブランドに成長させるため、消費者や社会的ニーズに対応したPR活動や
情報発信、販売促進活動に取り組む。
また、松山で採れた旬の果物や野菜などを集めた「まつやま農林水産まつり」を開催し、
地場産品の魅力を知る機会を提供するとともに、地産地消や消費拡大につなげる。

優良農地の確保や荒廃している農地の有効活用、生産者の事業拡大のため、
農地を再生し、利用する経費の一部を補助する。

国の「産地生産基盤パワーアップ事業」などを活用し、大規模な施設整備で
多大な初期投資が必要となる農家などの負担を軽減するため、
県の樹園地再編整備に合わせて、農業用ハウスなどの費用と施工費の一部を補助する。

農業者の高齢化や労働力不足が続く中、農作業の負担を軽減し
効率化を推し進めるため、デジタル技術を活用し「農業ＤＸ」に取り組む。
スマートフォンやタブレットなどで栽培管理記録ができる営農用アプリや
遠隔操作で作業ができる草刈機の導入などに必要な経費の一部を補助する。

愛媛県内の野菜の共同集出荷施設の整備を、県と市町が連携して支援し、
作業や運搬の効率を高め、農業者の所得向上を目指す。

米の安定生産と農業者の所得向上のため、高温に強く収穫量が多い品種
「にじのきらめき」の種や苗の購入費用の一部を補助する。

農地中間管理機構の業務の一部を受託し、農地の集積・集約化の制度を周知するほか、
機構を通じた農地の賃借等による担い手への農地集積を進める。

新規就農者や農業後継者が直面する様々な課題解決に取り組み、
本市の農業の持続的な発展に必要な次世代の農業経営者を育成する。

農村の環境を保全し、農家の負担を軽減するため、使用済み農業生産資材の
リサイクルに取り組んでいる農業協同組合に、その費用の一部を補助する。

地域での話し合いにより目指すべき将来の農地利用の姿を明確化した
「地域計画」の達成に向けた取組を推し進めるなど、認定農業者などの経営や
地域農業の発展に取り組む。



☆人と仕事と暮らしをつなぐ【経済・産業】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

まつやま農業未来人材投資事業（再掲） 3,736 農林水産振興課

新たな森林経営管理制度推進事業（再掲） 187,096 農林水産振興課

森林・山村多面的機能発揮対策事業 260 農林水産振興課

全国植樹祭開催事業 8,741 農林水産振興課

（債務負担行為）

市有林保育・管理事業 8,726 農林水産振興課

離島漁業再生支援交付金事業 16,309 農林水産振興課

新規漁業就業者育成強化事業 2,800 農林水産振興課

漁場整備事業 13,022 農林水産振興課

農村地域多面的機能維持推進事業 40,733

水産資源を維持・保全し、漁獲量の増大と水産業振興のため、
漁業協同組合が行う稚魚の放流などの漁場整備を支援する。

農林水産
施設整備課

農業・農村が持つ多面的機能を維持保全するため、水路の泥上げ、
農道の草刈りなど、農地・農業用施設の維持管理活動や、農村環境保全のための
地域の共同活動、農業用施設の補修や更新など長寿命化の取組などに、
面積に応じて一定額を交付する。

第７６回全国植樹祭サテライト会場
設営・運営等業務委託

R7～R8年度 5,500

市有林を適正に管理・保育するため、計画的に間伐や管理道の補修などを行う。

離島の漁業集落が取り組む漁場の管理や改善、漁場監視などの
生産力向上の活動を支援するため、集落協定に基づき、交付金を交付する。

漁業就業者の減少や高齢化に対応するため、漁業協同組合が実施する
新規漁業就業者等を支援する取組に補助する。

農業者の高齢化や労働力不足が続く中、効率的な営農で
農業を成長産業とするため、デジタル技術を活用し「農業ＤＸ」に取り組む。
農業指導センターでは、引き続き農業ＤＸ機器の説明会や営農指導を通して
体験機会を提供し、農業者の導入を後押しするとともに、アボカドの収穫量と
品質の向上のため、果実の生育に影響を与える昆虫の行動研究に
愛媛大学と共同で取り組む。

平成31年4月に施行された森林経営管理法に基づき、
森林所有者に、所有する森林の経営や管理に関する意向調査などを行うほか、
森林の持つ多面的機能をより高度に発揮させるため、手入れされていない
スギやヒノキを間伐する。
また、林業の担い手育成や植栽等の再造林、木材の出荷、木材の利活用等に
必要な費用の一部を補助する。

地域住民、森林所有者、自伐林家などが協力して行う、里山林の保全や竹林整備、
森林資源の利活用などの取組を支援する。

令和8年５月１７日に「第76回 全国植樹祭」が開催されることを契機に、県と連携し、
市民の森林・緑に対する親しみや理解を深めるとともに、サテライト会場を設置・運営し、
本市の魅力を発信する。

事項 期間 限度額



☆人と仕事と暮らしをつなぐ【経済・産業】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

一般土地改良事業 162,603

（債務負担行為）

ため池防災対策事業 213,000

ため池等整備事業 69,220

農地整備換地事業 24,263

国費補助林道整備事業 75,304

水産基盤ストックマネジメント事業 127,300

海岸堤防等老朽化対策事業 120,336 農林水産
施設整備課

海岸堤防等を長寿命化するため、計画的に補修工事などを行う。

農林水産
施設整備課

優良園地の創出と高品質品種の導入のため、区画整理事業のうち、
農地集積と集約化に必要な換地作業などを実施する。

農林水産
施設整備課

林業者の労力軽減や生産性向上のため、森林組合などからの申請に基づき、
林道の開設や改良を行う。

農林水産
施設整備課

漁港施設を長寿命化するため、計画的に補修などの機能保全工事を行う。

一般土地改良事業
（正岡神田）

R7～R8年度 5,000

農林水産
施設整備課

市民の安全確保のため、決壊した場合に人的被害を与えるおそれのある
「防災重点ため池」の改修工事等を実施する。

農林水産
施設整備課

災害発生時のため池の決壊などによる災害の発生を未然に防止するため、
老朽化し早期に整備が必要なため池の改修工事を実施する。

農林水産
施設整備課

農業者の労力軽減や生産性向上のため、土地改良区などからの申請に基づき、
農業用施設（農道・ため池・取水堰等）の改良工事を行う。

事項 期間 限度額



☆まちとまちをつなぐ【交通】
（単位：千円）

予算額 担当課

（都市整備関係）

松山空港国際化支援事業補助金 （再掲） 206,885 都市・交通計画課

四国新幹線導入促進事業 982 都市・交通計画課

松山空港利用促進協議会負担金事業 （再掲） 51,236 都市・交通計画課

公共交通利用促進環境整備事業 508,938 都市・交通計画課

【新規】 大手町通り整備事業 （再掲） 40,000 都市・交通計画課

【拡充】 市駅前広場整備事業 （再掲） 289,273 交通拠点整備課

安全歩行空間整備事業（補助） 274,817 道路建設課

松山環状線西部 土居田町
L=1,410m、

W=7.5m
602,370 R元～R11年度

・歩道整備

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

中之川通線 湊町三丁目外
L=620m、
W=35m

760,054 R6～R15年度

三番町線 花園町外
L=240m、
W=15m

494,399 R元～R9年度

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

千舟町空港線 千舟町七丁目外
L=570m、
W=20m

1,252,803 R元～R10年度

松山空港の航空路線の維持や拡充を目的に設立した
松山空港利用促進協議会の運営費の一部を負担する。
また、松山空港ビル㈱が実施する空港の利用促進に向けた取組を支援する。

市民の生活交通を維持するため、離島航路、赤字バス路線、
予約制乗合タクシーの運行費、郊外電車の導入費用の一部を補助する。

JR松山駅のバスタプロジェクトと連携し、大手町通りの回遊性向上や
賑わいを創出するため、社会実験と街路整備を行う。
令和8年度は、街路空間整備の影響や効果を検証する社会実験を実施するとともに、
街路整備計画・予備設計に関する委託業務を行う。

公共交通の乗り継ぎ利便性の向上や、賑わい空間の創出による
中心市街地の活性化を促すため、１日約３万人の乗降客が行き交う松山市駅前を、
新たに「交流広場」として整備する。
令和８年度は秋の広場完成に向けて、「交流広場」の整備と車道舗装工事を
実施するとともに、完成後は、賑わいの創出に向けたイベントを実施する。

主に以下の路線について、無電柱化や歩道整備などを行う。

・無電柱化

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

松山空港ビル㈱が実施する、航空会社に対する空港施設使用料等への助成事業に、
県と連携して支援する。

四国新幹線の整備実現に向けて、四国の県庁所在地４市で勉強会を開催する。
また、引き続き愛媛県新幹線導入促進期成同盟会へ参画し、
関係機関への要望活動等を実施する。



☆まちとまちをつなぐ【交通】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

街路・幹線道路整備事業（補助） 980,650 道路建設課

・松山外環状道路

・その他の路線

（松山駅周辺整備関係）

松山駅周辺整備事業 （再掲） 4,103,083 交通拠点整備課

松山駅周辺施設整備等
アドバイザリー業務委託

R７～R8年度 57,900

松山駅東口駅前広場
歩行者用通路整備事業

R７～R8年度 85,000

松山駅周辺土地区画整理事業
に伴う支障物件移転補償事業

（設備）
R6～R8年度 1,230,000

千舟町空港線道路整備工事 R７～R8年度 204,000

移転補償や宅地造成、道路・電線共同溝の工事などの土地区画整理事業及び
街路事業を実施する。また、松山駅周辺まちづくりを推進するため、
市取得予定の車両基地跡地や駅前広場の整備検討を行う。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

松山駅周辺土地区画整理事業
に伴う支障物件移転補償事業

（建物）
R6～R8年度 33,000

本町宝塔寺線
宮西一丁目～
朝美一丁目

L=474m、
W=20m

2,779,000 H26～R10年度

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

中之川通線
竹原町～

竹原三丁目
L=219m、
W=18m

1,235,000 H24～R10年度

インター東線
（久米２４１号線）

来住町～
北土居二丁目

L=1,600m、
W=60m、

W=22.5m(市）
8,182,000 H30～R13年度

松山外環状道路等の整備などを行う。

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）



☆にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

情報通信基盤運用整備事業 47,196 システム管理課

節水型都市推進事業（再掲） 7,240 水資源対策課

（市民福祉関係）

共同給水施設補助事業 128,831 生活衛生課

（都市整備関係）

【新規】 自転車国際会議（Velo-city）開催事業（再掲） 51,356 都市・交通計画課

【新規】 公園緑地一般管理事業［Velo-city対応分］（再掲） 5,500 公園管理課

松山広域都市計画変更調査事業 53,315 都市・交通計画課

都市再生協議会運営事業 （再掲） 39,237 都市・交通計画課

【新規】 中心市街地回遊性向上事業（再掲） 10,000 都市・交通計画課

【拡充】 中心市街地活性化対策事業［中心市街地回遊性向上事業分］（再掲） 15,000 市街地整備課

河中地区、藤野地区等の共同給水施設の整備に補助金を交付する。

令和9年5月に本市で開催されるVelo-city（自転車国際会議）に向けて
愛媛県が行う開催準備、運営等に要する経費を負担する。
また、河川空間を活用したサイクリング等の環境を整備するため、
サイクルポートやサイン（路面標示など）の設置工事を行う。

持続可能なまちづくりを実現するため、本市の都市計画マスタープランや
都市交通の基本方針を示す総合交通戦略、立地適正化計画、都市計画道路の
見直しなどを行う。

公・民・学が連携する、都市再生協議会の活動拠点である
「松山アーバンデザインセンター」が行うまちづくりの調査研究や
計画立案、人材育成の活動などの運営経費を負担する。

愚陀佛庵の再建を契機に、文学的背景を持つ史跡への案内を充実させ、
魅力ある空間づくりに取り組む。
令和8年度は、案内サインを更新するほか、中心市街地に質の高い滞留空間を創出し、
賑わい創出などの効果を検証する。

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

市内の情報通信の格差を解消し、市域の均衡ある発展のために、島しょ部に整備した
情報通信基盤を安定稼働させるほか、市内の主要な観光施設や防災拠点などで
観光客や市民に公衆無線LAN（フリーWi-Fi）環境を提供する。

節水型都市づくりの推進のため、節水につながるシャワーヘッドや、
水資源を有効利用する雨水タンクの購入に助成を行う。また、水循環や水の大切さを
楽しみながら学べる体験・参加型のイベントなどの啓発活動を行う。



☆にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

生活道路整備事業 291,022 道路建設課

（債務負担行為）

がけ崩れ防災対策事業 95,136 道路建設課

道路等管理事業 259,500 道路河川管理課

（債務負担行為）

橋梁等管理事業 699,600 道路河川管理課

松山マイロードふれあい制度 1,350 道路河川管理課

河川水路管理事業 242,278 道路河川管理課

（債務負担行為）

【拡充】 河川水路管理事業［流域治水対応分］(再掲) 2,000 道路河川管理課

地籍調査事業 26,025 市街地整備課

河川水路管理事業
（下伊台町）

R７～R８年度 3,000

気候変動の影響による水災害（河川氾濫など）への備えを強化するため、
まちづくりと一体となった流域治水に取り組む。
令和８年度は、国や県などの関係機関と連携して、
過去に浸水などの被害があった流域で被害の軽減に必要な対応策を検討する。

都市部で地籍調査（境界確認等）を行う。
調査対象面積 ：安城寺地区（南部）0.8㎢

事項 期間 限度額

河川水路管理事業
（平井町）

R７～R８年度 3,000

道路等管理事業
（河野中須賀）

R7～R8年度 4,000

松山市道路橋梁長寿命化修繕計画に基づき、修繕・補修対策が必要な
橋梁の補修工事を行い、通行の安全を確保する。

ボランティア団体の道路・緑地帯での清掃美化活動を支援するなど、
市民と協働で美しく快適な道路環境をつくる。

下水排水路等の老朽化及び断面不足となっている水路の
排水機能を確保するための改修工事を行う。

姫原ほか2箇所のがけ崩れ防災工事などを行う。

老朽化した舗装や道路施設などを補修する。

事項 期間 限度額

道路等管理事業
（安城寺町）

R7～R8年度 4,000

生活道路整備事業
（市道堀江93号線）

R７～R８年度 16,000

生活道路整備事業
（市道桑原73号線）

R７～R８年度 18,000

事項 期間 限度額

生活道路整備事業
（市道伊台33号線）

R７～R８年度 16,000

住民に身近な生活道路を整備する。



☆にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

景観形成推進事業 3,727 市街地整備課

みんなで育む美しい街並みと賑わい創出事業 （再掲） 10,149 市街地整備課

中心市街地活性化対策事業 2,530 市街地整備課

市街地再開発支援事業 （再掲） 1,075 市街地整備課

【拡充】 城山公園整備事業（再掲） 904,124 公園管理課

公園整備安全安心対策事業 60,200 公園管理課

空港周辺公園整備事業 6,000 公園管理課

城山公園管理事業 348,869 公園管理課

都市緑化推進事業（再掲） 17,411 公園管理課

住宅セーフティネット推進事業 104,258 住宅課

城山公園及び公園内施設等の
管理に係る指定管理委託

R4～R9年度 366,000

地域の花壇やプランターでの花いっぱい運動を通じて
花づくりボランティアを育成する。また、生け垣・庭木などの緑化奨励事業、
松山植木まつりの開催などにより、市民と協働で花と緑のあふれるまちをつくる。

高齢者世帯や子育て世帯など住宅確保要配慮者の住居を安定的に確保するため、
様々な取組を検討し、実施する。
また、住宅リフォーム補助を実施し、空き家を抑制し、良好な住環境整備を促進する。
さらに、マンション管理の適正化を推進し、周囲の方が安心して暮らせる住環境を
確保する。

二之丸史跡庭園や観光交流ホールを含め、一体的に城山公園の維持管理を
実施することにより、快適な憩いの場を創出する。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

松山城二之丸史跡庭園・
その他付帯施設等指定管理委託

R4～R9年度 663,100

美しい街並みや賑わいの創出に取り組むため、民間が行う施設整備などを支援する。

中心市街地活性化基本計画の進行管理（事業の実施状況、数値目標の検証等）を
するとともに、中心市街地の活性化事業を横断的・総合的に調整し、
様々なまちづくりをサポートしている中心市街地活性化協議会の活動を支援する。

中心市街地を活性化しコンパクトシティを推進するため、
土地の合理的で健全な高度利用と都市機能を更新する
民間主導の市街地再開発事業を支援する。

史跡であり、都市公園でもある城山公園の堀之内地区を、
史跡の遺構を保存・活用しながら市民や観光客が自由に集い憩える
緑豊かな公園として整備する。
令和8年度は、第２期整備の完成に向けて、舗装や植栽、外構整備を
実施するとともに、歴史や文化を感じることのできるイベントを実施する。

都市公園で老朽化した遊戯施設などを整備する。

（財）空港振興・環境整備支援機構の助成金を活用して、
空港周辺の公園施設改修を行う。

良好な景観まちづくりを推進するため、景観計画の運用や
大規模行為への景観誘導の指導・届出審査などを行うとともに、
景観教育や景観賞などで景観の啓発に取り組む。



☆にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

空家対策推進事業 94,139 住宅課

市営住宅建替事業 1,272,627 住宅課

狭あい道路拡幅整備事業 60,450 建築指導課

（環境企業関係）

基幹管路の耐震化事業 【上水】 2,774,579 公営企業局

（継続費）

（債務負担行為）

【拡充】 重要施設への給水ルートの確保事業【上水】（再掲） 35,200 公営企業局

設備の災害対策事業【上水】

327,058 公営企業局

（債務負担行為）

硬質塩化ビニル管等の更新・改良事業【上水】 2,109,199 公営企業局

（債務負担行為）

鋳鉄管の更新・改良事業【上水】 29,700 公営企業局

緊急輸送道路等に埋設されている鋳鉄管の更新を計画的に進め、安定した水の供給を
維持する。

事項 期間 限度額

硬質塩化ビニル管等の
更新・改良事業（別府町ほか）

R7～R8年度 29,100

市之井手浄水場非常用発電設備
更新工事

R7～R8年度 292,000

更新時期を迎える硬質塩化ビニル管等を、より安全性に優れる耐震管に布設替えする。

地震等の大規模災害発生時は、重要施設への給水が最優先であるため、
第３期計画として透析医療機関８箇所への整備を実施する。

災害等で停電が発生した場合でも、浄水処理やポンプの運転を継続できるよう、
市之井手浄水場の非常用自家発電設備を増強して更新する。

事項 期間 限度額

事項 期間 限度額

市之井手系竹原送水管及び
中央配水本管布設替及び

シールド工事（その１）
R８～R１２年度 7,925,300

城北系送水管布設替及び
シールド工事

R6～R9年度

R6年度 442,310

R7年度 912,890

R8年度 1,032,790

R9年度 522,335

松山市公営住宅等長寿命化計画に基づき、和泉地区の市営住宅の集約建替えや、
愛媛県と連携して北条地区の市営住宅と県営住宅の集約建替えを行う。

道路後退用地を拡幅整備し、安全で良好な生活環境の充実につなげる。

今後３０年以内に、「６０～９０％程度以上」または「２０～５０％」の確率で
発生が懸念されている南海トラフ地震に備え、基幹管路の耐震化工事を行う。

事項 期間 年度 年割額

空家等対策計画に基づき、適切に管理されていない空き家の所有者に指導するほか、
危険な空き家の解体費用を補助することなどで、市民の生活環境を保全する。
また、現行計画の改定に伴い、市内の空き家等の現状を把握するため、
空き家等の実態調査を行う。



☆にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

設備の更新・改良事業 【上水】 1,541,593 公営企業局

（債務負担行為）

中島地区簡易水道施設の再編事業 【簡水】 35,310 公営企業局

工業用水道施設の耐震化事業 【工水】　 177,870 公営企業局

【拡充】 雨水管渠等整備事業（浸水対策）【下水】（再掲） 453,065 公営企業局

管渠改良事業（耐震化）【下水】 257,121 公営企業局

浄化センター建設事業（耐震化）【下水】 289,516 公営企業局

（債務負担行為）

管渠改良事業（ストックマネジメント） 【下水】 778,776 公営企業局

浄化センター建設事業（ストックマネジメント） 【下水】 1,354,331 公営企業局

（債務負担行為）

中央浄化センター用水機械・電気
設備更新工事

R8～R9年度 384,300

中央浄化センター
３系最終沈殿池機械・電気設備

改築工事
R7～R9年度 594,300

保免第2汚水中継ポンプ場ほか
機械・電気設備更新工事

R8～R9年度 697,500

計画的に管渠の長寿命化工事を進め、改築費用の平準化やライフサイクルコストの
低減に取り組む。

計画的に処理場や汚水中継ポンプ場の改築工事を進め、改築費用の平準化や
ライフサイクルコストの低減に取り組む。

事項 期間 限度額

西部浄化センター
用水施設機械・電気設備

改築工事
R7～R8年度 136,900

事項 期間 限度額

浅海汚水中継ポンプ場自家発電
設備工事

R8～R9年度 90,100

松山外環状道路の工事に併せて、ユーザー各社に送水する工業用水道の管路の
耐震化を進める。

「第4次松山市下水道整備基本構想」に基づき、和泉・古川地区、空港通地区、
東山地区などで雨水管渠を整備し、浸水対策を進める。また、「松山市雨水管理総合計画」
で選定した20地区のうち8地区の基本計画に着手する。

「松山市下水道総合地震対策計画」に基づき、管渠を耐震化し、震災時の被害防止や
軽減につなげる。また、「第4次松山市下水道整備基本構想」で計画した市立の小学校と
中学校へ災害用マンホールトイレの整備を進め、快適なトイレ環境を確保する。

「松山市下水道総合地震対策計画」に基づき、処理場や汚水中継ポンプ場の耐震化を
進め、震災時の被害防止や軽減につなげる。

溝辺送水ポンプほか更新工事 R7～R8年度 145,200

東中島地区と神浦地区の水道施設を廃止し、新しい水道施設を集約して整備することで、
建設コストを抑制するとともに、安全な水道水の安定供給を図る。

事項 期間 限度額

市之井手浄水場受配電設備
更新工事

R7～R9年度 931,700

水道施設の設備等について、維持管理を適正に行い、機能維持と長寿命化を図りながら、
更新改良を計画的に進める。



☆にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

雨水排水ポンプ場建設改良事業（ストックマネジメント） 【下水】 366,731 公営企業局

（債務負担行為）

管渠整備事業 【下水】 1,179,588 公営企業局

（債務負担行為）

雨水貯留施設改造助成事業 【下水】（再掲） 1,400 公営企業局

（産業経済関係）

新たな水源かん養林事業 64,059 農林水産振興課

（松山駅周辺整備関係）

【新規】 JR松山駅にぎわい・回遊性創出事業 （再掲） 18,017 交通拠点整備課

JR松山駅にぎわい・回遊性創出事業 R8～R10年度 34,500

公共下水道の接続で不要になった浄化槽を雨水貯留施設に改造する費用を助成する。

石手川ダム集水域で、放置竹林を伐採し、その跡地に広葉樹などを植栽することで、
水源かん養機能などの公益的機能をより高度に発揮させ、健全な森林を造成する。

JR松山駅周辺エリアでイベントを定期的に開催し、賑わいを創出する。
また、松山市駅前の広場（令和８年秋完成）と連動したイベントを
実施することで、２つの拠点間の回遊性を高める。

(債務負担行為)

事項 期間 限度額

西部処理区管渠整備事業
（久万ノ台）

R7～R8年度 8,400

北部処理区管渠整備事業
（福角町）

R7～R8年度 8,400

快適な生活環境の確保や公共用水域の水質保全などの観点から、計画的に
下水道区域の整備を拡大し、下水道普及率の向上につなげる。

事項 期間 限度額

中央処理区管渠整備事業
（松末一丁目ほか）

R7～R8年度 10,500

三津浜雨水排水ポンプ場
機械・電気設備改築工事

R7～R9年度 303,800

和気第１雨水排水ポンプ場
沈砂池機械・電気設備改築工事

R8～R10年度 548,400

計画的に雨水排水ポンプ場の改築工事を進め、改築費用の平準化や
ライフサイクルコストの低減に取り組む。

事項 期間 限度額



☆豊かな自然と暮らしをつなぐ【環境】
（単位：千円）

予算額 担当課

（文教消防関係）

学校給食食品廃棄物リサイクル事業 19,495 保健体育課

（環境企業関係）

環境総合計画推進事業 407

環境教育啓発推進事業（再掲） 15,078

まつやまRe・再来館管理事業　 39,419

地球温暖化対策事業(再掲) 1,179

環境美化推進事業 4,002

ゼロカーボンシティ松山推進事業（再掲） 212,387

市内企業脱炭素促進事業（再掲） 1,095

自然環境保全事業 892 環境指導課

希少動植物の保護や特定外来生物による生態系などへの被害を防止し、
自然環境を保全する。

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課ごみのない美しいまちづくりを目指し、市民大清掃を実施するほか、

事業所・市民グループのプチ美化運動の推進やポイ捨て禁止の啓発を行う。
また、市内中心部のカラスによるごみの散乱への対策に取り組む。

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課カーボンニュートラルの実現に向け、国の交付金を活用して太陽光発電設備と蓄電池の

同時設置やＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）に対する補助を行うほか、
家庭用エコキュートや電気自動車などに対する補助を行い、脱炭素化を推し進める。
また、「まつやま環境フェア」の開催や、各種イベントでの啓発を通じて市民一人一人の
脱炭素型ライフスタイルへの転換を促す。

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課市内企業の脱炭素経営を促すため、ＥＳＧ融資を活用した事業への外部審査手数料を

一部補助するほか、地元金融機関や商工会議所等と連携し、
脱炭素経営に関する周知啓発等を行う。

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課市民の環境意識の向上を目指し、小中学校や児童クラブのほか各種団体にエコリーダーを

派遣するとともに、「りっくるバスツアー」や「サマーエコキッズスクール」など、
体験型の環境学習を行う。
また、りっくる（まつやまRe・再来館）を拠点に「ごみ減量リサイクル」や「温暖化対策」、
「海洋プラスチックごみ問題」のほか、自然環境学習の各種講座を開催するなど、
環境全般にわたる啓発を行う。
さらに、食品ロスの削減を目的とする「3010運動」や「冷蔵庫チェック」、
「生ごみ３きり運動」を広く周知する。

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課本市の環境啓発拠点である「りっくる（まつやまRe・再来館）」を、安全で清潔な

環境とするため、設備などを正常で良好な状態に保つよう適切に維持管理する。

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課「松山市環境モデル都市行動計画」と「松山市役所温暖化対策実行計画」の進捗管理等を

行い、松山市域や市有施設から排出される温室効果ガスの削減に寄与する。

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

学校給食から出される食品廃棄物を食品リサイクル堆肥工場へ搬入、堆肥化し、
循環型社会を目指す。

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課松山市環境総合計画の事業進捗を管理し、実行性を高めるとともに、

適正で迅速な災害廃棄物処理が行えるよう、職員対象の訓練を実施する。



☆豊かな自然と暮らしをつなぐ【環境】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

浄化槽対策事業 163,205 環境指導課

大気悪臭環境保全事業 38,795 環境指導課

浄化槽設置整備事業 39,040 環境指導課

松山衛生事務組合負担金 506,083 環境指導課

家庭系ごみ減量・リサイクル事業 43,883 清掃課

不法投棄防止事業 826 清掃課

可燃・埋立ごみ収集委託事業       778,182 清掃課

（債務負担行為）

資源化促進事業   652,894 清掃課

（債務負担行為）

【拡充】 蛍光灯・使用済乾電池の運搬・処理事業（再掲） 7,577 清掃課

資源化物持ち去り行為防止事業 364 清掃課

資源化物収集運搬
及び選別保管委託

R3～R8年度 3,798,000

家庭から排出される蛍光灯やボタン電池等の再資源化を行う。
令和９年４月からの乾電池等の分別変更を円滑に進めるため、
令和８年度は、説明会や様々な媒体での広報を重ねて実施し、市民への周知を行う。

資源化物の持ち去りによる市民の不安や苦情を解消し、適正にごみを処理するため、
行為者への指導と啓発を行う。

埋立ごみ収集運搬委託 R3～R8年度 117,000

家庭から排出される資源ごみを民間業者に委託し、集積場所から選別保管施設まで
適切に収集運搬する。また、選別した資源ごみの再資源化を進める。

事項 期間 限度額

ごみの不法投棄防止のため、地域住民と連携して、啓発活動を行う。

家庭から排出される可燃ごみと埋立ごみを民間業者に委託し、集積場所から焼却施設や
埋立施設まで適切に収集運搬する。

事項 期間 限度額

可燃ごみ収集運搬委託 R5～R10年度 4,098,500

10人槽以下の合併処理浄化槽の維持管理費に補助金を交付し、合併処理浄化槽の普及と
適正な維持管理を積極的に進め、公共用水域の水質を保全する。

微小粒子状物質(PM2.5）など大気中の汚染物質の常時監視や、
ばい煙発生施設への立入調査に取り組むことで、大気環境を保全する。

下水道事業計画区域外で、単独処理浄化槽やくみ取り便所を合併処理浄化槽へ設置替え
した場合、配管工事費を含む費用の一部を補助して、公共用水域の水質を保全する。
なかでも、水質の改善が必要な河川流域は「水質改善優先整備地区」とし、重点的に設置を
推し進める。

し尿や浄化槽汚泥を処理する松山衛生事務組合に、構成市町の負担割合に応じた
負担金を支払う。

地域の廃棄物減量等推進員や協力員と連携して、適正なごみ出しが維持されるよう対策を
講じる。また、地域や小学校などでごみ出しルール等の説明会を開催するとともに、
電気式生ごみ処理機の購入費を補助して、ごみの減量化やリサイクルを進める。



☆豊かな自然と暮らしをつなぐ【環境】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

ふれあい収集事業（再掲） 2,700 清掃課

【拡充】 プラスチック等リサイクル事業（再掲） 36,614 清掃課

南クリーンセンター運営管理事業 1,544,703 清掃施設課

西クリーンセンター運営管理事業 988,172 清掃施設課

（債務負担行為）

横谷埋立センター運営管理事業 615,451 清掃施設課

大西谷埋立センター運営管理事業 140,365 清掃施設課

（債務負担行為）

中島リサイクルセンター運営管理事業 20,858 清掃施設課

北条衛生浄化センター解体工事 R８～R９年度 134,200

中島地区から分別収集した廃棄物を選別、圧縮、梱包して搬出し、資源を有効に利用する。

大西谷埋立センター水処理施設
運転管理及び埋立等業務委託

R6～R９年度 82,800

埋立ごみ等運搬車の買替 R８～R９年度 9,100

西クリーンセンター
整備・運営事業

H21～R14年度 39,504,900

資源化できない不燃物などを埋立処分し、埋立地から排出される浸出水は
適正な処理後に放流し、地域環境を保全する。
また、水処理工程で発生する塩類を原料にしてエコ次亜（消毒剤）を製造し、
下水処理場で処理水の消毒に使用して、塩類をリサイクルする。

資源化できない不燃物などを埋立処分し、埋立地から排出される浸出水は
適正な処理後に放流し、地域環境を保全する。

事項 期間 限度額

家庭から排出されるペットボトルやプラスチック製容器包装、
ガラスびんの再資源化を行う。
令和９年４月からの製品プラスチックの分別変更を円滑に進めるため、
令和８年度は、説明会や様々な媒体による広報を実施し、市民への周知を行う。

施設を安全で効率的に運転管理して、ごみを適正に処理し、市民の生活環境を保全する。
また、処理の過程で回収した金属類の再資源化など、循環型社会を目指す。
さらに、自己託送制度の活用により、ごみ焼却の余熱を利用して発電した電力を
他の市有施設に供給し、再生可能エネルギーの利用を推進して脱炭素化に取り組む。

西クリーンセンターの運転管理と維持管理を公設民営のDBO方式で行う。

事項 期間 限度額

市内全域でごみ出しが難しい高齢者などを対象に、自宅前まで市職員が訪問して
ごみを収集することで、ごみ出しの負担を減らすとともに必要に応じて声掛けし、
孤立化を防ぐ「ふれあい収集」に取り組む。



☆豊かな自然と暮らしをつなぐ【環境】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

新南クリーンセンター整備事業 101,184 清掃施設課

（債務負担行為）

排出事業者指導啓発事業 3,471 廃棄物対策課

廃棄物適正処理事業 71,186 廃棄物対策課

産業廃棄物最終処分場適正管理事業 68,696 廃棄物対策課

（債務負担行為）

水道LED化事業 【上水】 90,640 公営企業局

下水道LED化事業 【下水】 25,002 公営企業局

西部浄化センター固形燃料化事業【下水】 658,506 公営企業局

（債務負担行為）

中央浄化センター消化ガス発電事業【下水】 83,625 公営企業局

下水汚泥処理の過程で発生する「消化ガス」を利用して発電し、電力会社へ
売電することで、収益を増やし、資源を有効利用する。

事項 期間 限度額

西部浄化センター
下水汚泥固形燃料化事業

R3～R26年度 15,758,600

「第６期松山市役所温暖化対策実行計画」に基づき、上下水道施設の照明ＬＥＤ化を
推進し、温室効果ガスの削減に取り組む。

西部浄化センターの焼却施設の老朽化に伴い、下水汚泥固形燃料化施設を建設し、
下水汚泥リサイクル率の向上と温室効果ガスの削減に取り組む。

事項 期間 限度額

産業廃棄物最終処分場
水処理施設運転管理等業務委託

R6～R9年度 94,800

新南クリーンセンター整備に伴う
土壌汚染対策業務委託

R8～R9年度 97,000

事業系廃棄物の適正処理と減量・リサイクルの指導や啓発を行う。

廃棄物処理業者の指導・監督を行うとともに、パトロールの実施や監視カメラによる
不法投棄対策を進め、廃棄物の適正処理に取り組む。
また、PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物を法で定められた期限内に適正に処理するため、
保管事業者に指導や啓発を行う。

産業廃棄物の不適正処理があった民間最終処分場を、行政代執行で
適切に維持管理することで生活環境を保全し、市民の安全・安心を守る。

新南クリーンセンター
環境影響評価業務委託

R6～R8年度 130,900

新南クリーンセンター
施設整備基本設計及び

事業者選定支援業務委託
R7～R9年度 51,900

持続可能で安定的なごみ処理体制の確保に向けて、南クリーンセンターを
同敷地内に建て替えるために必要な調査及び設計に取り組む。

事項 期間 限度額



☆安全と安心をつなぐ【安全・安心】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

防災計画策定事業 1,144 危機管理課

【新規】 防災計画策定事業［大規模災害時の物資調達・輸送効率化事業分］（再掲） 7,799 危機管理課

避難対策推進事業 1,774 危機管理課

【新規】 避難対策推進事業［まつやま総合防災マップ作成・配布事業分］（再掲） 40,194 危機管理課

災害用物資資機材整備事業 16,799 危機管理課

対策本部運営事業 45,632 危機管理課

防災行政無線維持管理業務 19,111 危機管理課

訓練実施事業 2,138 危機管理課

自主防災推進事業 8,505 市民防災安全課

松山のひととまちを守る！防災士養成事業 2,630 市民防災安全課

自主防災組織が取り組む防災訓練や資機材の整備などを支援するとともに、
自主防災組織ネットワーク会議の運営を補助するなど、地域の防災力強化を推し進める。

防災活動の中心となる防災リーダーを育成するため、
愛媛大学や愛媛県が取り組む防災士養成講座で防災士の資格取得者を増やし、
総合的な地域防災力を強化する。

災害時の“逃げ遅れゼロ”に向け、市民の迅速で的確な避難行動につながるよう、
避難場所への誘導標識や標高表示板を整備する。

国や県が南海トラフ巨大地震の被害想定を見直すことに伴い、
 「まつやま総合防災マップ」を最新の防災情報に更新するとともに、全戸配布する。
地域別の地図に災害リスクや指定避難所を表示するほか、
家庭内備蓄の必要性など啓発面を設け、
事前の避難場所・経路の確認や防災対策などを促し、更なる防災力の向上につなげる。

地震等の大規模災害発生時に、避難者へ食料や飲料水などを
速やかに供給できるよう物資の備蓄配備を進めるとともに、
風水害等での被害を軽減するため、水防活動で使用する資機材を整備する。

災害発生時に、災害対策（警戒）本部を設置し、気象情報の収集、避難情報の伝達、
被害情報の集約、避難所開設及び運営などの災害対応を円滑に行う。

災害発生時の情報伝達手段であり、国の全国瞬時警報システム（Ｊアラート）とも連動する
防災行政無線を引き続き適正に維持管理し、緊急情報等を迅速に伝達する。

市民の防災意識や防災行動力を向上させるため、
防災関係機関や民間協力団体、自主防災組織、市民が一体となった
防災訓練を実施するほか、職員を対象とした図上型防災訓練や防災研修を行い、
災害対策（警戒）本部の対応力強化につなげる。

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

市民の生命や身体、財産を災害などから保護し、安全・安心なまちづくりを
推し進めるため、地域防災計画やその他の防災関係計画等の策定・修正を
定期的に行い、総合的な防災力を強化する。

地震等の大規模災害発生時に国や県からの支援物資を円滑に受け入れ、
避難所まで確実に物資を提供するため、物資の調達や輸送に必要な集積拠点を選定する。
また、調達から提供までの運営体制と輸送方法等をまとめたマニュアルを策定する。



☆安全と安心をつなぐ【安全・安心】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

【拡充】 切れ目のない全世代型防災リーダー育成事業 （再掲） 24,450 市民防災安全課

松山市防犯協会防犯灯設置補助事業 125,892 市民防災安全課

まつやま安全・安心まちづくり啓発事業 1,102 市民防災安全課

（文教消防関係）

防火対象物規制事務 1,047 消・予防課

消防水利整備事業 109,117 消・警防課

常備消防用車両機械購入事業 439,161 消・警防課

（債務負担行為）

消防団車両機械購入事業 65,849 消・地域消防推進課

（債務負担行為）

車両更新計画に基づき消防団車両を更新するほか、
消防活動に必要な資機材などを整備して、消防力の充実・強化につなげる。

事項 期間 限度額

消防ポンプ自動車の買替 R8～R9年度 69,000

消火活動に必要不可欠な消防水利を適切に維持管理するほか、
大規模地震で消火栓が使用できない場合に備え、
耐震性のある防火水槽を計画的に増設し、消防力の充実・強化につなげる。

車両更新計画に基づき常備消防車両を更新するほか、
消防活動に必要な資機材などを整備して、消防力の充実・強化につなげる。

事項 期間 限度額

常備消防用車両の買替
（救助工作車・消防ポンプ自動車）

R8～R9年度 261,000

産・官・学・民による「松山市防災教育推進協議会」を通じて、
小・中学校などの教育現場や、社会教育の場で全ての世代に防災教育を推し進める。
小学生から高齢者まで切れ目なく防災リーダーを育成し、
市民全体の防災意識を高めるとともに、地域の防災力を向上させる。
令和8年度は、国による防災気象情報の見直しや
県による新たな浸水想定区域の公表に対応し、正確で分かりやすい
情報伝達につなげるため、「松山市マイ・タイムライン防災アプリ」を改修する。

安全・安心なまちづくりを進めるため、町内会や自治会等による
防犯灯の新設費用を助成するほか、蛍光管が点灯しなくなった防犯灯を
LED器具に交換し、LED化を更に推し進める。

安全で安心なまちづくりを進めるため、
歩きたばこ等の防止に関する啓発活動などを行う。また、小中学生を対象に
「インターネット安全教室」や、警察と協力して「薬物乱用防止教室」などを行い、
青少年が犯罪やトラブルに巻き込まれるのを防ぐ。

消防法に基づく、建築確認申請に対する消防同意の審査や査察員の育成、
消防設備の設置検査、防火対象物への立入検査及び違反是正を行うほか、
企業防災リーダーを養成し、企業防災力の充実・強化につなげる。



☆安全と安心をつなぐ【安全・安心】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（市民福祉関係）

豪雨災害被災者援護資金貸付金利子補給事業 92 市民生活課

（債務負担行為）

【新規】 犯罪被害者等支援事業（再掲） 3,781 市民生活課

消費者啓発事業 777 市民生活課

消費生活相談事業 21,675 市民生活課

個別避難計画作成事業（高齢者）（再掲） 3,258 長寿福祉課

個別避難計画作成事業（障がい者）（再掲） 4,385 障がい福祉課

小児慢性特定疾病・育成・養育医療費等給付事業 [個別避難計画作成分]（再掲） 71 すくすく支援課

災害用医薬品管理事業 450 医事薬事課

（都市整備関係）

木造住宅耐震診断事業［耐震化緊急促進分］（再掲） 19,291 建築指導課

木造住宅耐震改修等補助事業［耐震化緊急促進分］ （再掲） 262,477 建築指導課

ブロック塀等安全対策補助事業［耐震化緊急促進分］ （再掲） 24,472 建築指導課

県市連携で犯罪被害者等に見舞金を給付する「県犯罪被害者等支援金制度」に加え、
令和８年度は「日常生活支援金制度」を松山市独自で創設し、
犯罪被害者等の早期の回復と生活再建を図るとともに、
誰もが安心して暮らすことができる社会の実現につなげる。

消費生活講座の開催や啓発パンフレットを配布し、消費者意識の向上に取り組む。
また、地域の関係者が連携した「消費者見守りネットワーク」による活動を推進し、
高齢者や障がい者、認知症で判断力が不十分となった人などの
消費者被害や消費者トラブルを未然に防ぎ、消費者の安全安心を確保する。

松山市消費生活センターで専門の相談員が消費に関する相談等を受け助言する。
また、ファイナンシャルプランナーが家計の見直しや、生活再建を支援する。

災害発生時に、自ら避難することが困難な方々の避難支援の実効性を高めるため、
地域や福祉関係者等と連携し、個別避難計画を作成する。

大規模災害発生時に救護所等で必要な医薬品を確保するため松山薬剤師会の
会員薬局で、内服薬等を流通在庫し、発災時には薬局の薬剤師が救護所等の
必要な場所へ持参する。

災害に強いまちを目指し、以下の費用の一部を補助する。
(1)昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅の耐震診断費用
(2)耐震診断の結果、補強が必要とされた木造住宅の耐震改修等費用
(3)避難路などに面し、老朽化等により劣化が認められ、
     倒壊の恐れがあるブロック塀の撤去や建替えの費用
令和8年度は、木造住宅の耐震化を一層促進するため、資材高騰等を踏まえ、
耐震改修工事と併せて行う瓦屋根の改修費用の補助限度額を見直す。

平成30年7月豪雨による被災者の生活再建のため、
災害援護資金貸付制度を利用した方に、利子補給を行い支援する。

事項 期間 限度額

平成30年7月豪雨災害援護資金
貸付金利子補給金

平成30年7月豪雨により被害を受け、災害援護資金
の貸付けを受ける者に対し、その者が負担すべき利子
の3％を限度として利子補給する。



☆つなぐを支える【連携】
（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

市議会デジタル化推進事業 7,829 議会事務局

行政改革進行管理事務 194 人事課

【拡充】 採用試験事務（再掲） 17,561 人事課

（債務負担行為）

職員研修事業 7,937 人事課

連携中枢都市圏推進事業 3,924 企画戦略課

【拡充】 産学官まちづくり事業（再掲） 32,940 企画戦略課

【拡充】 市政広報事業（再掲） 186,084

（債務負担行為）

広報まつやま等配送事業 R7～R10年度 232,600

シティプロモー
ション推進課

広報紙やホームページ、点字広報など、本市の広報手段を活用し、
市の基本方針や事業などをPRすることで、市政への正しい理解と協力を求める。
令和8年度は、市の公式ウェブサイトに生成AIを活用したナビゲーション機能を
導入し、利便性を高める。

事項 期間 限度額

広報まつやま発行事業 R7～R8年度 82,300

採用試験事務
（R10.3卒分）

R8～R9年度 1,000

職務遂行に必要な基本知識や技術の習得に加えて、職責、職階に応じた
総合的な能力開発を行う。

本市と近隣市町（伊予市・東温市・久万高原町・松前町・砥部町）で形成する
連携中枢都市圏の取組を推し進め、圏域の持続的な発展と活性化を目指す。
また、圏域の地域活動団体が圏域又は広島広域都市圏内の団体と交流する場合などに
支援し、地域コミュニティの活性化や圏域同士の交流を促進する。

人口減少などの地域課題に民間と連携して取り組む体制を強化するため、
産学官連携組織に対して支援するほか、市民意識調査等により実態を把握しながら、
総合計画の進行管理を行う。また、SDGsの担い手育成や企業版ふるさと納税制度を
活用した財源を確保し、持続可能なまちづくりを推進する。
令和８年度は、地域活性化起業人制度を活用して、多数の企業が参画する
コミュニティ運営等の経験がある民間人材の知見を取り入れ、
産学官連携組織の活性化につなげる。

適切に採用試験を実施し、優秀な人材を確保する。
令和８年度は、新たな試験区分として、第1次試験で松山市政に関する知識を問う
「早期募集枠」や、子育てや介護等やむを得ない理由で退職した元職員を
再度採用する「カムバック枠」の採用試験を行い、人材の確保につなげる。
また、技術職員を確保するため、市から学生に対して面談の実施や受験を
直接働きかける「オファー型採用」を引き続き行う。

事項 期間 限度額

採用試験事務
（R9.3卒分）

R7～R8年度 900

令和8年度　主要事業

事　　業　　概　　要

デジタル技術を活用した議会運営の効率化や活性化により、議会機能の強化に取り組む。

「松山市人材育成・行政経営改革方針」に基づき、ひと、仕事、組織の改革を
一体的に推進する。



☆つなぐを支える【連携】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

情報システム運用事業 1,935,495 システム管理課

（債務負担行為）

【新規】 情報システム運用事業［公民館・学校施設等のオンライン予約システム導入等分］（再掲） 101,547 システム管理課

【拡充】 デジタル化推進事業（再掲） 68,186 デジタル戦略課

（債務負担行為）

債権管理適正化事業 24,742 納付推進課

（債務負担行為）

【拡充】 税外債権管理事業（再掲） 24,149 納付推進課

市税の徴収事業[Web口座振替受付サービス導入分]（再掲） 4,328 納付推進課

滞納整理システム
再構築事業（標準化）

R8～R9年度 201,300

効果的・効率的な債権管理を行うために、税外債権の徴収を段階的に集約する。
令和8年度は、市税と介護保険料、後期高齢者医療保険料を一元管理し、
滞納整理を実施する。

税金等の公金の納付にかかる口座振替をオンラインで受け付けるサービスを
導入し、市民の利便性向上と納期内の納付率向上につなげる。

電子契約・請求サービス
導入業務委託

R8～R9年度 17,300

「債権管理に関する基本方針」に基づき、未収債権のより確実な縮減に向けた、
全庁的な債権管理の適正化を推進するため、滞納整理システムの再構築や、
私債権等の弁護士への回収業務委託等を行う。

事項 期間 限度額

公民館や体育館などの学校体育施設をオンラインで予約・決済ができるシステムを
新たに導入し、既存の公共施設予約システムとの将来的な統合を視野に運用する。
また、都市情報システムを再構築し、市民の利便性向上や業務の効率化につなげるほか、
庁外での活動や出張時などにモバイル端末等から庁内システムにアクセスできる
モバイルワークツールを導入し、多様な働き方を推進する。

松山市DX推進戦略などに基づき、市民生活の利便性の向上やデジタル技術を
活用した地域課題の解決に取り組む。
令和8年度は、来庁者の申請書作成などを補助する「窓口支援システム」を
福祉や子育てなどに関する手続きを行う窓口に導入し、利便性を高める。
また、電子契約・請求サービスの導入やノーコードツール・生成AIなど、
新たなデジタルツールを活用し、業務の効率化につなげるほか、職員が
ITパスポートなどの資格を取得する費用を助成し、デジタル人材の育成を推し進める。

事項 期間 限度額

内部事務システム再構築及び
電子決裁基盤導入業務委託

R5～R9年度 590,700

電算システム
運用補助等業務委託

R5～R10年度 212,500

庁 内 LAN 機 器 等 賃 貸 借
（令和5年度基幹ネットワーク機器分）

R4～R10年度 112,200

データエントリー業務委託
（令和7年契約分）

R6～R8年度 38,300

データエントリー業務委託
（令和8年契約分）

R7～R9年度 32,800

これまでに導入した各システムやネットワークなどの安定稼働と維持管理を行うほか、
業務の効率化につながるシステムの導入や働き方改革の推進に向けた環境整備に
取り組む。

事項 期間 限度額



☆つなぐを支える【連携】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

納税推進プログラム 58,553 納付推進課

（債務負担行為）

車両等管理事務［車両電動化促進による脱炭素化推進事業分］（再掲） 13,417 管財課

公共施設マネジメント推進事業 15,727 管財課

【新規】 公共施設マネジメント推進事業[公共施設照明LED化事業分]（再掲） 24,100 管財課

（債務負担行為）

【拡充】 新庁舎整備事業（再掲） 186,410 管財課

（継続費）

（債務負担行為）

電子入札制度の実施事業 22,581 契約課

新庁舎整備に係る
コンストラクション・マネジメント

業務委託
R8～R14年度 172,000

愛媛県や他市町と電子入札システムを共同利用し、官・民双方の入札事務の効率化を
図り、公平性・透明性及び競争性の高い入札・契約事務を実施する。

事項 期間 限度額

新庁舎整備に係る事業手法調査
及び事業者選定支援等業務委託

R7～R8年度 32,000

R12年度 6,223,000

R13年度 773,000

R14年度 165,000

新庁舎整備デザインビルド事業 R8～R14年度

R8年度 144,000

R9年度 574,000

R10年度 5,235,000

R11年度 6,786,000

公共施設照明LED化事業 R8～R12年度 2,952,400

建築から60年以上が経過する市庁舎別館、第3別館、第4別館の建替えに向けて、
令和8年度は、民間の高度な技術力やノウハウが活用できる
設計・施工一括発注方式（デザインビルド方式）により
事業者を選定したうえで、設計業務を実施する。

事項 期間 年度 年割額

公用車をガソリン車から電気自動車へ段階的に転換し、
CO2の排出量を削減するとともに、災害時の非常用電源としても活用する。
また、市が電気自動車を積極的に導入することで、脱炭素の取組を普及啓発する。

公共施設の老朽化などの問題に取り組むため、「公共施設等総合管理計画」や
「公共施設再編成計画」を進め、公共施設のマネジメントを行う。

本市公共施設の照明LED化の調査・設計・施工を一括で発注することで、
コストの削減や工期の短縮につなげる。
債務負担行為を設定し、令和8年度から令和12年度までの５年間での完了を目指す。

事項 期間 限度額

事項 期間 限度額

市税等徴収補助業務委託
（令和7年契約分）

R７～R10年度 168,300

本市の税への取組姿勢を積極的にアピールし、既存事業と一体的に実施しながら、
徴収率を向上させる。



☆つなぐを支える【連携】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（市民福祉関係）

市民との対話事業（再掲） 491

市長へのわがまちメール 1,392 市民生活課

総合窓口センター運営事業 18,551 市民課

（債務負担行為）

マイナンバーカード交付事務事業 322,141 市民課

（債務負担行為）

市民相談事業 3,297 市民生活課

コールセンター及び総合案内運営事業　 33,853 市民生活課

（債務負担行為）

コールセンター及び総合窓口
センター等案内業務委託

R5～R8年度 172,200

マイナンバーカード運営補助事業 R8～R9年度 84,900

暮らしの中での困り事や市政に関する相談のほか、専門的な法律相談などに、
市民相談員のほか、弁護士や司法書士が問題解決に向けた助言を行う。

市役所を利用する市民などの利便性を高めるため、
電話による問い合わせや担当課への取次ぎを行うコールセンターと、
来庁者へ案内を行う総合案内所を民間事業者へ委託し、運営する。

事項 期間 限度額

土・日・祝日も利用できる「松山市マイナンバーカードセンター」を運営し、
マイナンバーカードの申請・交付や電子証明書の更新などの手続きを円滑に行う。
また、国の法律改正に対応し、令和8年6月以降、マイナンバーカードへの
氏名の振り仮名記載を行う。

事項 期間 限度額

マイナンバーカード交付事務事業 R6～R9年度 282,600

市政への関心度をより高め、市民の声を市政に反映させるため、
市ホームページの投稿専用フォームのほか、専用はがき・電子メール・ファックスなどで
寄せられる意見や提言などに回答するとともに、データを集約して市民ニーズを把握し、
各施策に活用する。

市民課（総合窓口センター）では、住所異動等に伴うさまざまな手続きを
一つの窓口で、来庁者が申請書に記入せず、確認の署名だけで手続きが完了する
「書かないワンストップ窓口」を提供し、ワンストップサービスの充実に取り組む。
また、引き続き、証明書交付手数料の支払いにキャッシュレス決済で対応するほか、
「コンビニ交付」や、来庁せずに転出届の申請ができる「引越しワンストップサービス」
などのオンライン申請の利用を推し進め、「もっとやさしい窓口」を目指していく。

事項 期間 限度額

市民課・支所等
キャッシュレス決済手数料

R7～R12年度 17,000

タウンミーティ
ング課

市民と直接対話することで、地域の魅力や課題を明らかにし、連携を深めるため、
「タウンミーティング」を開催するほか、市民が集まる場に市職員が出向いて、
市政の説明や意見交換を行う「笑顔のまつやま まちかど講座」を実施する。



☆つなぐを支える【連携】
（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（産業経済関係）

【拡充】 一般会計繰出金【競輪】（再掲） 500,000 競輪事務所

【拡充】 オールスター競輪開催事業【競輪】（再掲） 17,482,019 競輪事務所

（債務負担行為）

施設維持管理事業【競輪】 818,810 競輪事務所

（債務負担行為）

松山中央公園多目的競技場
宿舎管理業務委託

R７～R１０年度 55,200

松山中央公園多目的競技場等
周辺警備業務委託

R５～R８年度 144,000

移動式エンドレスカメラタワー
購入事業

R6～R8年度 120,000

松山競輪開催に伴う
競輪選手等への給食業務委託

R3～R８年度 192,000

松山中央公園多目的競技場
場内警備業務委託

R４～R９年度 638,800

オールスター競輪
広報・イベント等事業

R７～R８年度 200,000

多目的競技場施設を維持管理するうえで専門的な知識・技術が必要なもの
について業務委託を行い、適切な管理を行う。

事項 期間 限度額

競輪の収益を一般会計に繰り出し、教育・文化・福祉・産業・まちづくりなど地域社会の
振興に活用する。
令和8年度は、令和7年度当初予算の3億円から増額し、5億円を繰り出す。

オールスター競輪の開催に向け、デジタルサイネージなど様々な媒体を活用し、
幅広い広報を実施することで、新規ファン獲得や車券売上金の増加につなげる。
令和8年度は、全国放送によるテレビCMに加え、SNSやウェブ広告、人気ユーチューバー
を活用するほか、首都圏の主要駅や空港等での広報を効果的に実施する。

事項 期間 限度額



タウンミーティング （単位：千円）

予算額 担当課

児童遊園地整備事業 [新規整備分][ボール遊びができる児童遊園地整備分] 5,076 公園管理課

小規模校等学校間交流等支援事業 1,027 学校教育課

小学校施設維持管理事業 [エアコンPFI事業費分] 123,516 学習施設課

中学校施設維持管理事業 [エアコンPFI事業費分］ 63,869 学習施設課

（債務負担行為）

小学校体育館空調整備事業 22,072 学習施設課

中学校体育館空調整備事業 11,725 学習施設課

（債務負担行為）

【新規】 垣生地区複合施設整備事業 109,784 学習施設課

調理場維持管理事業 [学校給食食材の放射能測定分] 605 保健体育課

【拡充】 児童クラブ運営事業 [開所時間延長分][ベースアップ・キャリアアップ分] 402,825 こどもえがお課

    [社会保険労務士による事務支援分][会計等事務支援分]

    [周辺事務職員配置分]

消費者庁から貸与を受けた放射性物質測定機器を活用して、
学校給食食材の自主測定を行う。

令和8年度　タウンミーティング対応事業

36 事業 1,829,617 千円

事　　業　　概　　要

小規模校の児童生徒が、他校との交流を深めることにより新たな人間関係や
経験を広げるなど、こども達の生きる力を育む教育の充実に繋げるため、
必要な移動経費を支援し学校間交流等を行いやすい環境を整備する。

教育環境の向上のため、
小中学校の普通教室・特別教室に整備したエアコンを維持管理する。

事項

児童クラブの開所時間を延長した運営委員会に委託料を加算する。
また、放課後児童支援員の処遇改善を目的として、委託料単価を増額するとともに、
経験などに応じて処遇改善を行った運営委員会に委託料を加算する。
更に、放課後児童支援員の事務負担の軽減を目的として、運営委員会が社会保険の
事務手続きなどを社会保険労務士に委任した場合や会計事務を委任した場合等の
費用を負担するとともに、　周辺事務を担う職員を配置する際に、委託料の加算を行う。

限度額

小学校エアコン整備PFI事業 H28～R11年度 4,400,000

中学校エアコン整備PFI事業 H28～R11年度 2,200,000

☆こどもを輝く未来へつなぐ【こども・教育】

伊台地区で新規の児童遊園地を整備する。
また、児童遊園地にフェンスを増設することで、ボール遊びの環境を整備する。

期間

教育環境の向上と避難所機能強化のため、小中学校の体育館に空調を整備する。

事項 期間 限度額

小中学校体育館空調整備に係る
事業手法調査及び

事業者選定支援等業務委託
R7～R8年度 33,000

垣生小学校体育館の改築にあわせて、
体育館、垣生公民館、垣生支所の複合施設を整備する。



タウンミーティング （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

子育てひろば等支援事業 [こども館活性化分] 14,061 こどもえがお課

病児・病後児保育事業 [北部・西部地区での新規実施分] 47,558 保育・幼稚園課

共生のまちづくり啓発事業 1,936 障がい福祉課

障がい児相談窓口事業 55,227 障がい福祉課

（債務負担行為）

地域振興構想推進事業 [三津浜地区古民家活用分] 6,569

里島振興事業 [里島お試し移住推進分] 6,687

地域交流センター管理事業 [グラウンド芝生化分] 1,248 市民課

ふれあいセンター運営事業 [AED設置分］ 294

島しょ部航路運賃助成事業 6,959 医事薬事課

公民館笑顔あふれる絆づくり推進事業 [風早ふるさとめぐり補助分] 74 地域学習振興課

【新規】 湯山地区複合施設整備事業 320,720 学習施設課

ハーモニープラザにこどもの発達支援に関する相談窓口「こどもの相談室　ふらっと」
を設け、発達に不安があるこどもを継続的、専門的に支援する。

事項 期間 限度額

☆人と人の支えあいをつなぐ【福祉】

平成29年度から、総合コミュニティセンターこども館に「ToiToiToi（トイトイトイ）」を
設置し、乳幼児とその保護者が気軽に集うことができる場所で、子育て相談、
情報提供、助言その他の援助を行う。

障がいのある人もない人も共に生きる社会を目指して、広報や啓発活動により、
障がいのある人の社会参加の促進に寄与する。

湯山公民館の改築にあわせて、湯山支所との複合施設を整備する。

「風早ふるさとめぐり」の普及啓発に必要な経費を補助する。

芝生化を行った地域交流センターのグラウンドの維持管理を行う。

「ふれあいセンター」8館にAEDを設置し、市民の安全・安心を確保する。

人権・共生社会
推進課

☆自分らしさと誇りをつなぐ【共生社会・コミュニティ】

島しょ部に居住する方が、通院を目的に航路を利用した場合に、その経費の一部を
補助することで、負担を軽減し、島しょ部への定住を促す。

まちづくり
推進課

まちづくり
推進課

島しょ部への定住を促進するため、「ハイムインゼルごごしま」、「神浦定住促進施設」、
「空き家バンク」の運営に取り組む。

三津浜地区への新規出店を促し、新たなにぎわいを創出するため、
空き店舗などの未利用物件を有効活用して整備したシェアショップや「町家バンク」の
管理運営に取り組む。

2,614,400

実施地区を北部（高木保育園）と西部（三葉幼稚園）に拡げることで、
こどもが病気になっても安心して預けられる環境を整える。

松山市中央児童センター等
指定管理委託

R5～R10年度



タウンミーティング （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

スポーティングシティまつやま推進事業 [ホストタウン関連分] 19,349

有害鳥獣捕獲緊急対策事業 114,075 農林水産振興課

農業用廃プラスチック適正処理推進協議会補助金 1,399 農林水産振興課

新たな森林経営管理制度推進事業［作業道・猿川高縄線分］ 11,000 農林水産振興課

安全歩行空間整備事業（補助）[無電柱化分] 224,538 道路建設課

松山広域都市計画変更調査事業 [都市計画道路の見直し分] 21,000 都市・交通計画課

公園緑地一般管理事業 [石手川緑地の樹木伐採分] [ボール遊びができる公園づくり改良分] 15,000 公園管理課

城山公園管理事業［堀之内地区城濠水質浄化分］ 3,600 公園管理課

空家対策推進事業 [老朽危険空家除却補助事業] 56,000 住宅課

494,399
R元～

R９年度

路線名 事業箇所 規格 総事業費 事業期間（予定）

☆人と仕事と暮らしをつなぐ【経済・産業】

農村の環境を保全し、農家の負担を軽減するため、使用済み農業生産資材の
リサイクルに取り組んでいる農業協同組合に、その費用の一部を補助する。

森林整備のための作業道・猿川高縄線の補修等を行う。

農作物の被害軽減のため、有害鳥獣（イノシシ・サル・シカなど）を捕獲した場合に
報償金を支払うほか、侵入を防ぐ電気柵等の資材購入費用などを補助する。

地域の住環境を向上させるため、老朽化により倒壊などのおそれのある
危険な空き家を除却する所有者などに、補助金を交付する。

中之川通線 湊町三丁目外
L=620m、
W=35m

760,054
R6～

R15年度

千舟町空港線 千舟町七丁目外

☆まちとまちをつなぐ【交通】

L=570m、
W=20m

1,252,803
R元～

R10年度

三番町線 花園町外

社会情勢や都市構造の変化に対応した持続可能な社会基盤整備を進めるため、
都市計画道路の見直しを行う。

石手川緑地の倒木等危険性の高い樹木を撤去するなど、早急な対応を行う。
また、公園にフェンスを増設することで、ボール遊びの環境を整備する。

城濠水の水質改善を目的に、水質試験の実施や、夏場に発生する
淡水赤潮などの発生原因を学資経験者の協力を得ながら調査する。

☆にぎわいと住みやすいまちをつなぐ【都市空間】

L=240m、
W=15m

スポーティング
シティ推進課

スポーツを通じ、松山市と交流している諸外国との交流をさらに深める。
東京オリンピック・パラリンピックのホストタウンを契機として、松山市が誘致した
台湾競技団体との交流については、協定書等に基づき、市民との相互交流事業に
切り替える形で継続して交流に取り組む。

☆ワクワクを全国・世界へつなぐ【都市の魅力】



タウンミーティング （単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

環境美化推進事業 [カラス等害鳥対策分] 1,581

家庭系ごみ減量・リサイクル事業 [ごみ集積場所の啓発看板分] 605 清掃課

自主防災推進事業[地域ぐるみの防災支援事業分] 6,913 市民防災安全課

松山市防犯協会防犯灯設置補助事業 [LED防犯灯設置補助分] 120,610 市民防災安全課

個別避難計画作成事業（高齢者） 3,258 長寿福祉課

個別避難計画作成事業（障がい者） 4,385 障がい福祉課

ブロック塀等安全対策補助事業 24,472 建築指導課

避難路などに面し、老朽化等により劣化が認められ、倒壊の恐れがある
ブロック塀の撤去や建替えを行う所有者に費用の一部を補助する。

ごみ出しルールの更なる啓発のため、ごみ集積場所に掲示する啓発用看板を配布する。

☆豊かな自然と暮らしをつなぐ【環境】

☆安全と安心をつなぐ【安全・安心】

これまでの取組の検証結果や専門委員からの意見をもとに、市内中心部の
早朝パトロールや適正なごみ出し指導のほか、カラスなどの害鳥の追い払い機器を
町内会などに貸し出すなど、引き続き糞害・ごみの散乱防止対策を行う。

災害発生時に、自ら避難することが困難な方々の避難支援の実効性を高めるため、
地域や福祉関係者等と連携し、個別避難計画を作成する。

自主防災組織が取り組む防災訓練や資機材の整備などを支援するとともに、
自主防災組織ネットワーク会議の運営を補助するなど、地域の防災力強化を推進する。

安全・安心なまちづくりを進めるため、町内会や自治会等による
防犯灯の新設費用を助成するほか、蛍光管が点灯しなくなった防犯灯を
LED器具に交換し、LED化を更に推し進める。

環境・ゼロ
カーボンシ
ティ推進課



（単位：千円）

確保額
(一般財源）

担当課

【歳入増】 競輪事業収益の一般会計への繰出［競輪事業特別会計］ 200,000 競輪事務所

【見直し】 住宅セーフティネット推進事業＜わが家のリフォーム応援事業＞ 30,000 住宅課

【見直し】 移住定住促進事業＜まつやま移住者定着支援事業補助金ほか＞ 10,491

【廃　 止】 雇用対策推進事業＜職業訓練奨励金、正規雇用奨励金＞ 5,116

【見直し】 斎場管理運営事業＜火葬炉前業務等の民間委託＞ 4,388 生活衛生課

【廃　 止】 保育士緊急確保事業＜保育士確保・定着のための相談支援事業＞ 1,980 保育・幼稚園課

など

全体の確保額 2.9億円規模

見直し内容

競輪事業の収益の一部を競輪事業特別会計から一般会計に繰り出し、
当初予算の一般財源として活用する。
令和８年度は、オールスター競輪の開催などで、
収益の増加が見込まれるため、
令和７年度当初予算より２億円増額し、５億円を繰り出す。

松山市住宅マスタープランに掲げたリフォームの目標を達成し、
市民のリフォームへの意識も一定高まったため、
令和１０年度末の補助終了に向けて、予算額を段階的に縮小する。

新斎場への移行を円滑に実施するため、市が直営で実施していた
松山市斎場の火葬炉前の業務などを民間事業者に委託する。

人手不足の影響などで、正規雇用による人材確保が
進みやすい環境になっており、就職を目指して職業訓練を受ける方や、
正規雇用を促すための事業所への奨励金は、
一定の役割を果たしたため、令和７年度で終了する。

まちづくり
推進課

移住定住の取組をより効果的に進めるため、
移住者の住宅取得や引越し費用への補助額などを見直すほか、
「マツワカ」の活動の一部を他の組織と連携して実施する。

令和8年度　事務事業の見直し（主な事業）

ふるさと納税・
経営支援課

相談希望のあった保育事業者への支援を一通り終え、
採用方法や職場環境の改善のきっかけづくりという
事業の目的を達成したため、令和７年度で終了する。

引き続き、厳しい財政事情の中、事務事業をゼロベースで見直し、また、歳入増にも努め、主要事業等の施策に

有効活用することにしました。その中から、主な事業を掲載します。


